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お茶の水女子大学大学院・同徳女子大学校大学院ジョイント教育概要 

 

日時 2006年２月６日～12日 

場所 韓国・同徳女子大学校（大韓民国・ソウル特別市城北区月谷洞23-1） 

テーマ グローバル時代の日本語教育 

 

１．本企画の紹介 

 お茶の水女子大学は平成 17 年度、「魅力ある大学院教育」イニシアティブの人社系プログラムに採択され

た。本学は大学院教育の使命を「女性リーダーの育成」とし、そのための教育研究の特徴を「学際性・国際

性・将来性」におき、具体的には、「社会的ニーズを視野に入れ」ながら、「基幹分野の充実、先端・創成分

野の強化」をその方針としている。本プログラムのタイトルは、「〈対話〉と〈深化〉の次世代女性リーダ

ーの育成」であるが、その目的は、高度の学術能力を有する次世代の女性を、責任をもって教育・育成し、

国内はもとより、国際社会に送り出すことを明確に掲げ、大学院教育をさらに充実させることにある。日本

の大学、とくに大学院の教育が、さらなる拡充をめざして大きく変わろうとしている昨今の動向のなかで、

この大学院教育プログラムが採択されたことは、大変意義深いことである。 

さて、本プログラムがイニシアティブとしてまず進める大学院教育は、日本研究を、従来の枠組みから

発展的に飛躍させ、「比較思想史」「比較歴史学」「比較文学」「ジェンダー研究」「芸術諸学」をふくみこむ

人文系の学際的な領域にすることである。人文系の学問は、これまで、ともすれば実学的な分野と対比され

て、社会への直接的な関わりから隔絶しているという印象があった。しかし近年の国内・国際事情を考えて

も、学問領域を横断した新しいかたちの人文科学が、現代社会が直面しているさまざまな課題に、思想・文

化の面から深く切り込み、その成果を具体的に社会に発信することが求められている。 

タイトルにある〈深化〉とは、学問領域内の深い探求と、領域を横断することで得られる深い人間理解

を意味し、また〈対話〉は、学問どうしの対話、国と国、文化と文化のあいだの対話を意味している。本プ

ログラムは、本学大学院の「国際日本学」専攻を中心として、「比較社会文化学」専攻と「ジェンダー学際

研究」専攻が連携し、現代社会が求める新分野を切り拓く、次世代の女性たちを育成するものである。 

そのための具体的な教育プログラムの一つが、「国際的なジョイント教育」であり、国際的な学術経験・

視野・人脈を在学時より培うために、海外提携校の教員と、本学および提携校において共同教育を推進する

ことである。初年度の今年は、韓国の２つの大学院との間で、大学院間ジョイント教育が実施された。一つ

が本学と韓国・淑明女子大学校大学院との間に、もう一つがこの、本学と韓国・同徳女子大学校大学院との

間に実施されたものである。 

 本学と同徳との間のジョイント教育では、「グローバル時代の日本語教育」をテーマに、３日間にわたる

共同授業と、２日間の韓国日本学会参加がプログラムとして組まれた。日本と韓国の学生だけでなく、今回

は本学大学院で学ぶ、中国、台湾の大学院生も加わり、「グローバル時代の日本語教育」をテーマに活発な

討論が展開された。短い準備期間の中、両大学の教員と院生とが準備を進め、無事成功をおさめたことは意

義深いことであると言わざるを得ない。 

 

2006 年 3 月 20 日 

お茶の水女子大学大学院人間文化研究科国際日本学専攻 

比較日本学研究センター長  

森 山   新 
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２．スケジュール 

 本学と同徳との間のジョイント教育では、「グローバル時代の日本語教育」をテーマに、３日間にわたる

共同授業と、２日間の韓国日本学会参加がプログラムとして組まれた。今回のテーマは、グローバル時代を

迎え、日本語教育のあるべき姿を考えるためには、まずもってこれまでの日本語教育をふり返り、過去と現

在を反省することが必要であり、それなくして日本語教育がこれからのグローバル化に貢献することはでき

ないという認識を背景としている。そのようなテーマで開催されたため、今回は日本と韓国の学生だけでな

く、日本語教育のさかんな中国、台湾の本学大学院生も加わり、活発な討論が展開された。 

２月６日（月）、日本側一行は韓国へ向け出国した。午後にホテルについた後、夕食を囲みながらジョ

イント授業についての打ち合わせを行った。 

２月７日（火）から９日（木）までの３日間は、相手校、同徳女子大学校のマルチメディア言語教育セン

ターにおいて、「グローバル時代の日本語教育」というテーマでのジョイント授業が開催された。 

２月７日ジョイント授業１日目は、同徳女子大学校大学院生の森伊作さんを司会に、まず、本プログラ

ムを企画したお茶の水女子大学の森山新先生より、本プロジェクトの趣旨説明があった。そのあと、同徳女

子大学校教授、李徳奉先生が「交流型日本語教育のためのリソースとリテラシー」という講義を行った。 

午後には、同徳側の発表と質疑応答、総合討論があった。発表者は以下の通りである。 

＜研究発表＞ 

「テグ国際理解教育センター実践報告」（同徳女子大学校・大学院 倉持香）     

「交流における日本語教育の可能性」（同徳女子大学校・大学院 黄圭仙） 

「教育理念について」（同徳女子大学校・大学院 佐野澄子）     

「交流と対日観」（同徳女子大学校・大学院 磐村文乃） 

授業後、近くの韓国料理店で歓迎夕食会が行われ、親睦の場が持たれた。 

ジョイント授業２日目の２月８日は、お茶の水女子大学・大学院生の高橋薫さんの司会で行われ、午前

中には、お茶の水女子大学・助教授の森山新先生が「グローバル時代の日本語教育」と題し、本年度より本

学に開設された「グローバル文化学環」の試みなども含めて講義を行った。 

午後には、お茶の水女子大学の大学院生らにより、以下のような研究発表があり、その後、全体でグロ

ーバル時代に求められる日本語教育とはどのようなものかについて活発な議論が行われた。 

＜研究発表＞ 

「日本語に関わる経験によって韓国人学習者の認識はどのように変わるか－韓国人留学生に対するイン

タビュー調査から－」            （お茶の水女子大学・大学院 河先俊子） 

「台湾における日本語教育の過去と未来」 

（お茶の水女子大学・大学院 孫愛維・張瑜珊・林美琪） 

「中国における日本語教育の現在と未来」  （お茶の水女子大学・大学院 王冲・文鐘蓮） 

ジョイント授業３日目の２月９日は、午前中、「韓国大学生の対日観と学習動機の変化」と題し、同徳女

子大学校・助教授の奥山洋子先生から講義があった。その後、同徳女子大学校総長を表敬訪問した。孫総長

の表敬訪問は１年前の協定締結時以来のことであった。 

午後は京畿道にある従軍慰安婦の施設、「ナヌムの家」を訪問し、ビデオ視聴、博物館見学、かつて従軍

慰安婦であったあるハルモニの講演などを通じ、過去の日本語教育の一面をふり返った。 

その夜はソウルの文化の街仁寺洞に行き、本学・同徳の参加者が一同に会し夕食会の場が持たれた。 

２月10日（金）、11日（土）の２日間は、韓国で日本学研究を行う「韓国日本学会」の第72回学術大

会（会場：慶煕大学校）に参加した。参加者の何名かは研究発表も行った。 
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その夜には自由時間を持ち、その夜反省会を行い、今回の企画をしめくくった。 

 

会場 同徳女子大学校マルチメディア言語教育センター 

月日 内容 

2/6（月） 出国 

共同授業の打ち合わせ 

2/7（火） ジョイント授業１日目                 （司会 同徳女子大学校・大学院 森伊作） 

＜午前＞ 

・特別講義① 

「交流型日本語教育のためのリソースとリテラシー」（同徳女子大学校・教授 李徳奉） 

質疑応答・討論 

＜午後＞ 

・研究発表 

「テグ国際理解教育センター実践報告」（同徳女子大学校・大学院 倉持香）     

「交流における日本語教育の可能性」（同徳女子大学校・大学院 黄圭仙） 

「教育理念について」（同徳女子大学校・大学院 佐野澄子）     

「交流と対日観」（同徳女子大学校・大学院 磐村文乃） 

・総合討論 

・歓迎夕食会 

2/8（水） ジョイント授業２日目               （司会 お茶の水女子大学・大学院 高橋薫） 

＜午前＞ 

・特別講義②  

「グローバル時代の日本語教育」（お茶の水女子大学・助教授 森山新） 

質疑応答・討論 

＜午後＞ 

・研究発表 

「韓国における日本語教育の過去と未来」（お茶の水女子大学・大学院 河先俊子） 

「台湾における日本語教育の過去と未来」 

（お茶の水女子大学・大学院 孫愛維・張瑜珊・林美琪） 

「中国における日本語教育の現在と未来」（お茶の水女子大学・大学院 王冲・文鐘蓮） 

・総合討論 

2/9（木） ジョイント授業３日目 

＜午前＞ 

・特別講義③ 

「韓国大学生の対日観と学習動機の変化」（同徳女子大学校・助教授 奥山洋子） 

質疑応答・討論 

・同徳女子大学校総長表敬訪問 

＜午後＞ 

・「ナヌムの家」（韓国・京畿道）訪問（ビデオ視聴、博物館見学、講演） 

・夕食会 

2/10（金） ・韓国日本学会第 72 回学術大会参加・発表（第１日目） （慶煕大学校） 

2/11（土） ・韓国日本学会第 72 回学術大会参加・発表（第２日目） （慶煕大学校） 

・反省会 

2/12（日） ・自由時間 

・帰国の途へ 
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３．参加者 

 参加者は日本側７名（教員１名、大学院生６名）、韓国側 16 名（教員２名、大学院生 14 名）

のほか、韓国や日本で日本語教育に携わる本学卒業生４名などが加わり、計 27 名で実施された。 

 

日本側参加者（お茶の水女子大学大学院人間文化研究科） 

氏名 所属 国籍 

森山 新 博士後期・国際日本学専攻助教授 日本 

高橋 薰 博士後期・国際日本学専攻在学 日本 

王 冲 博士後期・国際日本学専攻在学 中国 

林 美琪 博士後期・国際日本学専攻在学 台湾 

文 鐘蓮 博士後期・比較社会文化学専攻在学、江戸川大学非常勤講師他 中国 

張 瑜珊 博士後期・国際日本学専攻在学 台湾 

孫 愛維 博士後期・国際日本学専攻在学 台湾 

河先俊子 博士後期・国際日本学専攻単位修得退学、フェリス女学院大学専任講師 日本 

徳間晴美 博士前期・言語文化学専攻卒業、韓国外国語大学校専任講師 日本 

岩井朝乃 博士前期・言語文化学専攻卒業、漢陽女子大学専任講師 日本 

曺 英南 博士後期・国際日本学専攻卒業、全南大学校非常勤講師 韓国 

注）韓国・日本からの自由参加者４名も含む 

 

韓国側参加者（同徳女子大学校大学院） 

氏名 所属 国籍 

李 徳奉 日語日文学科・教授 韓国 

奥山洋子 日語日文学科・助教授 韓国 

倉持 香 日語日文学科博士課程在学、テグ市国際理解教育センター講師 日本 

水口里香 日語日文学科博士課程在学、聖潔大学校専任講師 日本 

磐村文乃 日語日文学科博士課程在学、中国人民大学外国語学院専任講師 日本 

佐野澄子 日語日文学科修士課程在学、柳韓大学時間講師 日本 

森 伊作 日語日文学科修士課程在学、仁徳大学傳任講師 日本 

李 英美 日語日文学科修士課程卒業、同徳女子大学校薬学科助手 韓国 

張 惠貞 日語日文学科修士課程在学、サミサ日本語学院院長 韓国 

黄 圭仙 日語日文学科博士課程在学、同徳女子大学非常勤講師 韓国 

金 世恩 日語日文学科博士課程在学、鮮文大学校 非常勤講師 韓国 

鄭 在娟 日語日文学科博士課程在学、韓国外国語大学非常勤講師 韓国 

金 璇姬 日語日文学科博士課程在学、鮮文大学校 非常勤講師 韓国 

申 恩淨 日語日文学科博士課程在学、同徳女子大学非常勤講師 韓国 

金 賢熙 日語日文学科博士課程在学、韓国技術教育大学非常勤講師 韓国 

張 榮花 日語日文学科修士課程在学 韓国 
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海外大学院とのジョイント教育2005年度報告書                            【講義】 

 

日本語教育を活かすためのリソース・リテラシー 
 

李 徳奉 
 
1. はじめに 
日本語教育は世界的な規模でみるとまだまだマイ

ナーな言語である。しかしながら，日本語学習者に

おける韓国人学習者の占める割合は多い。韓国の日

本語教育の歴史を振り返ると，少なくとも 15 世紀

にさかのぼる。両国の間には一時的に不幸な歴史は

あったものの，これまでの教育の蓄積を考えると韓

国人学習者が多いのは当然の流れだろう。 
1998 年のキム・デジュン政権の折りに文化開放

政策がとられたが，教育はそれよりも先に開かれて

いた。文献には残されていないものの，戦後 1950
年代には日本語教育が再開された。また，1961 年

には韓国外国語大学に日本語学科が，国際大学に日

本文学科が設立され，1985 年には日本語教育に関

わる第 7 次学習指導要領が制定された（その 5 年前

には内容が決定している）。こうして教育関係者は

日本語教育に関わる情報の発信と啓蒙のためにたゆ

まぬ努力を続けてきた。教育とは決して現代の政策

のみで決定するものではない。政策的に一番決定力

を持つのは学習指導要領である。日本語教育関係者

がやるべきことは何かと問われれば，それは智恵を

働かせて政治家たちに学習者を活かすための教育を

提言し続けることであろう。 
 

2. リソース・リテラシー 
リソースとは「『教材』を超えた意識的，無意識

的に教育や学習に用いられることのできる人，もの，

場所，こと，メディアなどの学習資源」を指す。教

材を超えた教材と言えるだろう。このリソースを活

用する能力をリソース・リテラシーと呼ぶ。リソー

ス・リテラシーの構成要素は次の通りである。 
1. リソース活用の学習に対するビリーフス 
2. メディアへのアクセス能力 
3. 資料の収集と分類能力 
4. 資料の運用能力と人的交渉能力 
5. リソース活用結果の評価能力 
6. リソースを作り交流する能力 

3. リソース活用度の低い日本語教育 
日本語教育のリソース活用度は決して高いとは言

えない。ではなぜリソースの活用が低いのだろうか。

それは学校中心の日本語教育が行われており，学校

教育自身が閉ざされた状態にあるからだ。そのため

実際のコミュニケーションよりも，試験対策中心で

授業が行われることが多い。使える日本語を習得す

るためには，学校や試験だけに縛られる教育ではい

けない。教室という枠を超えてその言語を実際に使

用している社会に開かれた学びの場が求められる。 
 

4. リソースに期待する役割 
リソースの活用はレベル別の学習効果を生み，自

律学習への動機付けを高め，高いレベルの学習を導

く。日本語学習者は 230 万人と言われているが，こ

の半数は初級で学習を断念してしまう。日本語はひ

らがな・カタカナ・漢字の 3 種類の文字を使用する

ため文字学習の負担が大きく，ハードルを乗り越え

られない学習者が多くみられる。文字学習をサポー

トできない限り学習者は初級の先へ行き着くことは

難しい。このハードルを乗り越えるためには，自ら

リソースを活用できるリソース・リテラシーを身に

つける必要がある。 
 

5. 人的リソースと「交流」の活性化 
リソース・リテラシーを身につけるためには人的

リソースを活用した交流型日本語教育の実現が望ま

れる。日本で日本語を学んでいる学習者に日本人と

の接触場面を尋ねると，その相手は日本語教師やア

ルバイト先の人々と言った回答が多く，日本にいて

も人的リソースの活用ができていないことがわかる。

人的リソースを活用するためには，日本人と交流で

きる場を意識的に作ることが大切だ。たとえば，交

番をみつけたら，たとえ知った道であっても日本語

の練習のために道をたずねてみるなど，ちょっとし

たことが学習の機会になりうる。交流は文化という

先入観抜きに，人間同士の接触により「個の文化」
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の理解への入り口となる。しかし交流による接触は

異文化理解の入り口にすぎない。異文化理解のきっ

かけとしての「交流」をより効果的にするために

「交流」の教授法としての位置づけが求められる。 
 
6. リソース活用への道 
リソース活性化のために次のことを提言したい。 
 リソース活用のシステム構築 

カリキュラムや学習指導要領の授業内容にリソース

の活用を取り入れ，教授法や教材に取り入れる。 
 リソース活用のデータベース構築 

情報を国際的ネットワークで共有するためのデータ

ベースを構築する。 
 学習者のリソース活用の行動ネットワーク分析 

学習者のメディア使用状況，IT 活用度，PC 使用時

間などを把握し，リソース指導の方向や計画を立て

る。 
 教室環境としての授業設備の調査 

日本語教室のマルチメディア設備など，使用可能な

設備状況に基づいてリソース指導の計画を立てる。 
 インターネットの使用状況 

若い学習者ほどインターネットの使用を重視してお

り，そのためのコンテンツの開発が望まれる。 
 学習のために開発されている教材・教具の状況 

リソースとしての教材・教具の特徴を調べる。 
 「リソース・リテラシー」の教育 

教師養成教育や教師研修の中にリソース・リテラシ

ーの教育を盛り込み，指導する教師の教育をおこな

う。 
 リソースの教材化 

漫画やゲームなど学習者に親しまれているリソース

を教材として利用する。例えば，韓国の外国語高校

用の日本語教科書である「日本語を読む」は，漫画

や写真が多用されている。 
 自動翻訳機の活用 

日本語力の低い学習者がインターネット上のリソー

スにアクセスできるように，利用可能な自動翻訳機

やリーディングソフトを把握し，併せて学習者の使

用状況を調査する。 
 リソースの効果的な提示方法に関する理論化 

リソースの活用に関する研究は緒に付いたばかりで

あり，今後研究実績の積み重ねが必要である。 
 人的リソース活用の環境作り 

海外における地域内日本人会と学習者との姉妹関係

締結などを通じて交流を支援したり，インターネッ

ト画像会議の設備支援などをおこなって，人的交流

の環境を整えることが求められる。 
 リソース資料室の運営 

教材資料室としてリソース・センターを運営し，リ

ソースの活用性を高める。 
 著作権の問題 

学習者に人気のあるリソースほど著作権上の問題が

発生しやすい。著作権フリーのリソースが増えれば，

リソース活用の拡大に直結する。 
 無料化のすすめ  

学生は無料でないと近づかないのでリソースは無料

であることが望まれる。 
 
以上のように，学習者中心のリソース活用が求め

られている。学習者を活かすことは日本語教育を活

かすことにつながる。開かれた日本語教育に向けて

リソース・リテラシーの教育をすすめたい。 
（本内容は、2006 年２月５日の国立国語研究所

「学習手段と学習環境に関する調査報告のため

のシンポジウム」にて発表した内容に基づいて

いる）

 

 

 

イ トクボン／同徳女子大学校外国語学部日本語学科／大学院日語日文学科教授 

db123jp@yahoo.co.jp
 

記録 たかはし かおる／お茶の水女子大学大学院 人間文化研究科 

takahashi_ocha@yahoo.co.jp 
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海外大学院とのジョイント教育2005年度報告書                          【研究発表】 

 

韓国での日本語教育 
テグ市における中学校・高校教師を対象とした 

日本文化日本語会話研修の実践報告 
倉持 香 

要    旨 
日常的にグローバル化という言葉を耳にする今日、各国との交流活動が頻繁に行われるようになった。韓国と日本の間

でも姉妹校等と連携し、ホームステイや文化体験が長期休暇を利用して行われている。交流を通して異文化を理解し、双

方の言葉を学びあうことは、教育的効果の面でも大きく期待できる。しかし、従来の交流はどれも短期的交流であり、外

国との関係に主眼を置いたいわゆるものが主流である。現在、テグ市には約３万人の外国人がいる。テグ市内での国際交

流を活発にし、市内の国際交流を教育にどのように活かすかを考察することが本稿の目的である。そこで、テグ市国際理

解教育センターの日本語教育教室で行われた中学校・高校教師を対象とした研修の中からテグ市の現状と問題、今後の目

標をあげこれからの授業形態について考察を行った。 

 
１．国際理解教育センターと教師研修について 

1.1 国際理解教育センターとは 

韓国における市都教育庁、全国 16 ヶ所のうち国

際理解教育センターがあるのはテグ市のみである。 

 2002 年度に情報センター(IT 関係、PC 研修、イ

ンターネット放送局、資料開発などを行い、会社

や団体に提供する)が開設され、2004 年 12 月に国

際教育理解センターが開設された。 

 テグ市の国際理解教育センターでは、様々な活

動が行なわれている。以下、各活動について簡単

に紹介する。 

 文化体験会話クラスは「世界市民育成」という市

の目標から、英語、中国語、日本語のネイティブ講

師による文化体験及び会話練習を無料で提供してい

る。対象者は、中高校生であり、クラス 30 人まで

参加することができる。また修了時間は 20 時間で

あり、修了証を受け取ると単位も取得できる。学生

の父母の授業もある。 

 国際理解教育センターでは教師研修も行なわれて

いる。この研修は７、８月中及び１、２月中に中学

校・高校教師を対象としている。 

 上記以外の活動には、サマーキャンプ(英語クラ

スのみ）や中学校、高校の教室でのチーム・ティー

チングの実施、企業等への派遣(日本語のみ）もあ

る。 

 

1.2 研修について 

 本稿で取り扱う国際理解教育センターにおける研

修の概要は、以下の通りである。 

 ＜開催場所＞ 

テグ市教育庁国際理解教育センター 

 ＜研修の目的＞ 

相互の文化を理解し合いながら、生活会話能力の

向上と日本語の授業のありかたについて考える。 

 ＜期間＞ 

①1 月 2 日～13 日（この内 10 日間）。1 日 4 時

間（9時から1時まで）。 

 ②1月 16日～27日まで     

 ＜時間と内容＞ 

 9時～10時：ニュース（記事や動画を利用して） 

 10 時～12 時：その日のテーマについて概観、話

し合い。     

 12 時～13時：体験、会話  

 ＜研修内容＞ 

1 日目：日本の紹介（人口統計、地理、季節、各

地域の環境を見て、日本の体験記を紹

介） 

 ２日目：着物（着物について確認し、浴衣の試着

や着付け体験、ハンボクとの比較） 

３日目：挨拶状（日韓、それぞれの挨拶状につ

いてみる。 

また1日目から3日目までの内容を実際の授業 

でどのように取り入れていくか、話し合う。） 

 ４日目：年中行事（日本の主な年中行事について

見ていき、韓国の年中行事と比較をす

る。） 

 ５日目：年中行事  

 ６日目：食ベもの(日本の食について確認し、う

めぼしや納豆を試食する） 

 ７、８日目：書道、茶道、俳句、能、音楽（琴、

尺八、 雅楽など）を確認、書道や茶道

を体験し、実際に音楽を聴く。 

 ９日目：宗教(結婚式や葬式など宗教に関連が深

いものを確認) 

 10日目：副教材について、修了式           

 ＜使用教材・資料＞     

日本語文法：多楽園『中級日本語フリートーキン

グ』  
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日本事情：プリントを主に使用。随時、写真や

日本のサイトも使用。使用した DVD

は「日本各地域の旅行番組」。 

 教材研究に使用した資料：DVD「長靴をはいた

猫」、CD「わらべうた･古謡」、

「よいこのどうよう」、「歌から学

ぶ日本語」     

 その他の使用資料： 

国際日本語研究所編『しきたり』 

  『日本を知るための本』アルク   

  『今日は何の日か』講談社  

  『日本地図の楽しい読み方』河田書房新社 

  北見宗見『はじめての茶の湯－茶道の基本がよ

くわかる－』 

  『日本人礼儀作法読本』 

  『テグ中等日本語教育研究会誌』第7,8号 

 ＜教室の設備条件＞  

液晶（200×220）があり、必要に応じて写真や

動画を見ながら授業を行い、各自にノート型パソ

コンの貸し出し、その場で使用することもできた。

また、いすの移動が可能であり、授業にあわせて

教室の形態を変えられた。 

 

２．テグ市の現況（統計）   

2.1 中学校・高校の総数と日本語教師数 

 韓国国内全体、ソウル市、テグ市における中学校、

高校の総数と国立、公立などの内訳、及び中学校・

高校における日本語教師数はそれぞれ以下の通りで

ある。 

＜全国＞ 

中学校：総数 2935 校 

（国立 9 校、公立 2267 校、私立 659 校） 

高校：総数 2095 校  

進学校：国立 12 校、公立 727 校、私立 643 校 
 商業校：国立 5 校、公立 412 校、私立 296 校 

  

＜ソウル市＞  

中学校：総数 363 校 

（国立 2 校 公立 251 校 私立 110 校） 

 高校：総数 292 校  

 進学校：国立 2 校、公立 72 校、私立 140 校 

 商業校：国立 0 校、公立 19 校、私立 59 校             

韓国教育庁が主催する研修には 3 種類ある。まず、

５年前にケミョン大学を借りて１日６時間、10 日

間の研修が行われた。また、10 年前から領事館や

大使館において研修が行なわれている。この研修の

参加者は、先着順で決まり、約 30 人が参加できる。

そして１ヶ月間にわたる日本での研修がある。ただ

し、これにも 3 年以上の教授経験と年齢が 45 歳ま

でという参加条件がある。さらに 10 日間の日本で

の研修もある。これは年に 1 度行われ、30 人ほど

参加することができる。ただし、この研修の参加者

選考にあたっては、授業発表大会などの成績が関係

する。  

 

 ＜テグ市＞   

中学校：総数 118 校 

（国立1校、公立 83 校、私立 34 校） 

 高校：総数 85 校   

 進学校：国立1校、公立 26 校、私立 38 校   

 商業校：国立0校、公立 9 校、私立 11 校   

       

 ＜日本語教師＞ 

総計 202 人（中学校 48 人、高校 151 人）                     

 日本文部科学省が主催する研修は、ユネスコで活

躍する教師や高校生、教育庁の担当者、あるいは業

績のある教師が参加可能である。今回、テグ市から

は4人選抜された。この研修では、１年に約 100 人

の教師が東南アジアから招かれ、2 週間にわたり研

修が行われる。

 
2.2 週授業時間  

以下は、テグ市内の中学校、高校における日本

語の週の授業時間数である。( )内の数字は、今回

の研修に参加した教師の人数を表している。 

 中学校  ・３年 １時間 ２年 １時間(２) 
      ・３年 ２時間 
      ・３年 １時間(２)   
      ・１年 １時間    
 高校   ・３年 ２時間 ２年 ２時間(２) 
      ・３年 ３時間 ２年 ３時間(２) 
      ・２年 ３時間(４) 
      ・３年 文系）３時間   

・２年 文系）３時間 理系)２時間 
・３年 ３時間                

      ・２年 ２時間(２)              

 

2.3 教師研修制度 

 国際交流基金、韓国教育庁、日本文部科学省が主

催する日本語教師の研修制度、及びそれぞれの概要

について概観する。 

国際交流基金が主催する研修では、教授法、文法、

会話、文化について学び、ホームステイ、観光、学

校見学なども行っている。国際交流基金が行う研修

の期間、参加条件は様々である。 
まず、年に１度、6 ヶ月あるいは 9 ヶ月間、埼玉

県にあるセンターで行う研修がある。それぞれ約

10 人ずつが参加でき、35 歳までの教師が参加可能

である。また、夏休みを利用した１ヶ月間の研修も

ある。この研修の参加人数は、約 40～45 人であり、

50 歳までの教師が参加可能である。以上に加えて、

各国から 10 人の教授や教師を選抜し、2 ヶ月間の

研修も行われている。この研修の参加者は、授業法

や授業案などを提出し、合格した者である。    
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 以上に加え、私立の学校では、約５年をサイクル

に中学校・高校教師を対象に、年に５人ほど、4 泊

から 6 泊程度の研修を行っている。  
またテグ日本語教育会でも 5 月にセミナーを開

催している。 
 

2.4 在韓国（テグ市）日本人数及び日本語教師数  
 テグ市に在住する日本人数、及び日本語教師数を

以下に示す。参考として韓国南部の最大都市プサン

市の日本人数、日本語教師数についても示す。  
＜テグ市＞ 
テグ市人口  252 万 4253 人   (2001) 

 在住外国人  約３万 5 千人    (2005) 
 在住日本人  858 人 
 日本語教師(会話指導 E2 ビザ所有者)   33 名 
      (大学教授 E1 ビザ)      ９名    
＜プサン市＞ 

 プサン市   381 万 2392 人   (2001)   
 在住外国人  約２万７千７百人  (2005)  
 在住日本人    983 人  
 日本語教師 (会話指導 E2 ビザ所有者) 58 名 
       (大学教授 E1 ビザ)    26 名 
  
2.5 姉妹都市との交流を中心とした国際交流の現況   

 テグ市の姉妹提携都市は８市、友好協力都市は５

市である。   
テグ市の姉妹提携都市は、米国・アトランタ市

（1981 年 11 月 10 日提携）、カザフスタン・アル

マトイ市（1990 年 11 月 26 日提携）、中国・青島

市（1993 年 12 月４日提携）、ブラジル・カイズジ

ェライス州（1994 年６月 21 日提携）、日本・広島

市（1997 年５月２日提携）、ロシア・サンクトペ

テルブルグ（1997 年 11 月３日提携）、イタリア・

ミラ（1998 年 12 月 14 日提携）、ブルガリアのプ

ロブディフ市(2002 年 10 月 14 日提携)である。 
姉妹提携都市との具体的な活動、交流の展望と

して、アルマトイ市、青島市、広島市を挙げる。 

 ウズベキスタンの首都アルマトイ市には韓国矯

民７千人余りが住んでおり、韓国語の新聞『光来

日報』、韓人劇団、高麗人文化センターなどを通

じて民族の誇りを伝えている。 

 青島市には、テグの 10 余りの企業が進出してお

り、テグの「達句伐祝祭(달구벌축제)」と青島の

「ビール祝祭」には、双方で芸術団を送っている。   

広島市は、「国際平和、文化都市」を都市理念

に世界中の都市との交流を推進している。これから

テグ市の関連業界との協力強化など経済分野での活

発な交流が見込まれる。 

テグ市の友好協力都市は、中国・ニンポ市（2000
年１月.24 日提携）、中国・シェンヤン市（2001 年

６月 18 日提携）、中国・ヤンチョウ市（2003 年３

月 21 日提携）、中国・エンジョウ市（2003 年 12

月７日提携）、中国・ダナン市（2004 年 10 月 21
日提携）である。 
また、テグ市役所は、2003 年度から姉妹都市、

友好都市から大学生 70 名を招待している。 
 上記以外にテグ市内で行われている交流活動には、

달구벌祭り (テグ市の祭り）、米軍基地での祭り

(招待された者のみ、5 月に一般人に開放)、文化セ

ンターでの催し（区ごとのセンターで語学教室）が

ある。この他に５泊６日韓国滞在プログラムもあり、

ホームステイ、文化体験などが行われている。この

プログラムの交通費は各自負担であるが、昨年は日

本、中国、ベトナムから多数が参加した。さらに、

年１度、テグ市在住外国人訳 150 人を対象に文化体

験プログラムも催されている。この参加者は、10
月中旬、ホームページ、大学で公募される。 
 
3 今回の研修参加者 

3.1 参加教師の人数と専攻 

 今回、研修に参加した教師の人数と彼らの大学で

の専攻等を以下に示す。（）内の主専攻は、日本語

を表す。なお、日本語が副専攻だった日本語教師は、

家庭、歴史、ドイツ語等が主専攻だった。 

 高校の教師 12名（主専攻9名、副専攻3名） 

中学校の教師 8名（主専攻2名 副専攻6名）  

 
3.2 授業について(人数や進度） 

＜中学校＞ 
  教科書：「こんにちは」 

時間と人数：1 週間に 45 分授業が 1 コマのみ  

約 30 名 
  進度：教科書を 6 から 7 課まですすめ,試験の

後や興味をひくために、映画、ビデオ、

ビンゴ、ことば遊びのゲームなどをし

ている。3 年生の場合は期末のあと 1 ヶ

月ぐらい時間がのこるのでその際に映

画を見せることが多い。 
 
 ＜高校＞  

 A)普通校 

 ①普通校（公立） 

 第２外国語：日本語、ドイツ語 

  教科書：대한교과서 Ⅰ、Ⅱ 

  時間と人数：３年生）週２時間、13 クラス(１

×35 名)日本語８クラス、ドイツ

語５クラス 

        ２年生）週３時間、13 クラス(１

×35名)  

  進度：２年生）10課まで 

３年生）残りとⅡの始めまで   

  日本語教師：３名 

（日本語専攻２名、時間講師１名)     
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②普通校(私立）  

第２外国語：日本語、中国語（去年から始まり、

３クラス開設された） 

  教科書：대한교과서Ⅰ 

  時間と人数：３年生）週３時間、17 クラス

（文系、経済系など７つに系がわ

かれる）                     

        ２年生）週３時間、17 クラス(１
×約 40 名）  

  進度：２年生）教科書を最後まで 
     ３年生）入試問題集 
  日本語教師：４名（全員日本語専攻であるが、

今年から１、２名は中国語を習わ

なければならない） 
  
③普通校(私立）   

第 2 外国語：日本語、ドイツ語  
  教科書：불랙박스   

時間と人数：２、３年生）週２時間、12 クラ

ス (１×35 名)   
進度：２年生）７課まで（動詞の「て形」程

度）   
   ３年生）使役形ぐらいまで  
日本語教師：３名（全員日本語が副専攻であ

り、主専攻はドイツ語だった。2
年生に日本語、3 年生にドイツ語

を教える場合もある。） 
 
④普通校(公立) 
 第 2 外国語：日本語、ドイツ語、フランス語 

  教科書：성안당Ⅰ、Ⅱ 
  時間と人数：２年生）週３時間、13 クラス

(128～47 名) 日本語 9 クラス 

ドイツ語3クラス 

         ３年生）週 2 時間フランス語 1

クラス 今年から 3 年生は文系

のみ    

  進度：２年生）Ⅰを最後まで(何課かは割愛） 

     ３年生）Ⅱの５、６課まで   

日本語教師：３名(全員日本語専攻であったが、

１人は時間講師である。） 
 

⑤普通校(私立) 

 第２外国語：日本語、中国語(2000 年までドイ

ツ語、2001 年に日本語、2002 年

から日本語、中国語になる）    

   教科書：진명출판사 Ⅰ                                
  

    時間と人数：２年生）文系 週 3 時間 5,6 ク

ラス(1×35 人) 日本語･中国語

半々 理系 週２時間 5,6 クラ

ス(1×35人)    

         ３年生)文系 週 2 時間 5 クラ

ス(1×35人)        

  進度：２年生）全部   

３年生）Ⅰの復習と入試対策 

  日本語教師：２名（２名とも日本語が副専攻で

あり、主専攻はドイツ語である。

一方中国語教師は専攻が漢文であ

る。）         

 

⑥普通校(公立)  

 第２外国語：日本語、中国語(2002 年から中国

語も加わった。） 

  教科書：대한교과서 Ⅰ、Ⅱ 

  時間と人数：２年生）全員 週 3 時間 14 ク

ラス(1×35 人) 理系 3 クラス 

文系11クラス 日本語10クラス  

３年生）文系のみ 週 2 時間 12

クラス(1×35 人）文系 7 クラス

（漢文3クラス中国語1クラス） 

進度：２年生）10課まで  

３年生）Ⅱと入試対策  

日本語教師：２名(日本語が専攻であった。一

方、中国語教師の専攻はコンピュ

ーターであった。) 

 

⑦普通校(公立）  

 第２外国語：日本語、中国語 

教科書：대한교과서Ⅰ、Ⅱ         

  時間と人数：２、３年生）週 3 時間 6 クラス

（1×35 人） 文系 5 クラス 理

系 1クラス 日本語 5クラス 中

国語1クラス 

 進度：２年生）Ⅰ全部   

３年生）Ⅱ途中まで 

  日本語教師：２名(日本語専攻。)  

  

B）商業高校 

①商業校(私立） 

  教科書：대한교과서Ⅰ 

  時間と人数：２年生）週３時間 10 クラス

(1×35人) 

  進度：６、７課ぐらいまで（ひらがなにも1ヶ

月かかり、レベル差も大きい） 

  日本語教師：２名（日本語専攻が１名、日本語

副専攻で、主専攻ドイツ語が１

名。）  

②商業校 (私立) 

  教科書：진명출판사Ⅰ  

  時間と人数：２年生）週３時間 15 クラス

(1×35人) 
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  進度：最後まで（12 課、動詞の「て形」程

度） 

  日本語教師：３名(全員日本語専攻である。週

12 時間 1 名は６時間、自習監

督） 

  

③商業校(公立） 

教科書：성안당 1 のみ 

  時間と人数：２年生）週 3 時間 14 クラス

(1×35人) 

  進度：12 課までの教科書であるが 6 課ぐらいの

簡単な動詞文まで。 

  日本語教師：３名（全員日本語専攻であるが、1

名は時間講師で韓国漢字も同時に

教える。） 

  

④商業校(公立)    

  教科書：성안당 1 のみ   

  時間と人数：２年生）週３時間 12 クラス

(1×35人) 

  進度：７、８課ぐらいまで (週のうち２時間

は教科書、1時間は他の内容) 

  日本語教師：２名（日本語専攻である。) 

  

⑤商業校(私立)     

  教科書：성안당 1 のみ 

  時間と人数：２、３年生）週２時間 11 クラ

ス(1×35人) 

  進度：教科書1／3ぐらいまで  

  日本語教師：２名（日本語専攻）                               

 ７）第２外国語に中国語をいれる学校が増えつつ

あり、日本語教師が中国語の研修を受けさ

せられることも多い。 
 

3.3 中学校・高校における問題点 

 韓国の中学校、高校における日本語教育の問題点

として以下の８点を挙げる。 

１）ソウル大学、延世大学、高麗大学の特定の学

科で日本語は必須であるが、その他の大学で

は英語が入試科目である。 
２）普通校は成績が標準化されている一方で、商

業校はレベルの格差が大きい。  
３）理系の学生の意欲が低い。 
４）普通校では入試に重点を置き、商業校では単

位獲得に重点を置いた授業が行われる傾向が

ある。  
５）第２外国語の授業がドイツ語、フランス語か

ら日本語、中国語に移行しているため、副専

攻教師が増加している。 
６）日本語が副専攻であった教師が多いため、日

本事情や日本文化についての知識に

乏しい。 
７）中国語教師の不足によって、日本語教師に中

国語研修を受けさせ中国語授業をさせる場合

があるため、日本語教師への負担が大きい。  

８）テキストを重視した授業が多く、副教材を使

った授業は極一部の教師に限られている。    
 
４．研修を振り返って 

研修についてアンケート調査した結果、研修の

あり方、学校での授業のあり方と問題点等について

以下のような考え、感想が見受けられた。 
 １）日本について興味、関心はあっても知識が浅

く、固定観念や先入観で日本をみている教

師が多い。 
 ２）副専攻の教師が多く、教材研究において教師

の精神的な負担が多い。特に中学校教師の

場合、これが顕著である。 
 ３）今回の研修で書道や茶道、食、音楽、スポー

ツ、伝統芸能等、幅広い分野を直接、体

験し、参加者同士が話し合うことで、韓

国と比較しながら、教師１人１人が新た

に指導への意欲がもてた。 
 ４）教師間にレベル差があり、今後の研修にあた

ってはクラス分けが必要になる。 
 ５）普段の授業では、教科書だけを使った授業、

あるいは入試対策という大学入試のため

の日本語といった雰囲気があり、高校に

おいては、入試に必要ないという理由か

ら日本語を選択しない者が多い。 
 ６）教師の勉強会や研修、テグ市内での外国人と

の交流活動などが活発ではない。 

 
５．今後の中学校・高校で求められること 

 研修、中学校、高校における日本語教育の問題点

から今後の中学校、高校の日本語教育で求められる

こととして、以下の４点を挙げる。 

 １）「これからの授業はどうあるべきか」を「世

界の流れや動向、それにともなう言語教

育」とともに考えることが求められる。 
 ２）学校独自の教育ではなく、生徒のニーズに合

わせた目的別授業カリキュラムを設定する

ことが求められる。具体的には、進学校に

おける入試対策としての日本語とは別に隣

国共生としての言語教育意識へと改善して

いくことが考えられる。また、商業校にお

いては、職種に合わせた日本語会話や学生

の希望を考慮した授業内容が求められるだ

ろう。 
 ３）２）とも関連するが、進学校と商業校の日本

語授業を区分し、会話を中心とした教科書

作成が求められる。 
 ４）日本人教師とのチーム・ティーチングの授

業を極力多くもつ必要がある。具体
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的には、在住の日本人にボランティ

アとして授業に入ってもらう、交流

の場を作ることなどが挙げられる。 
  

 

くらもち かおる／同徳女子大学大学院 

mochi_27@hotmail.com 

稿末資料１ 

アンケート調査結果  

 
１ 内容について 
1 日目 （日本について及び各地域紹介） 
       ・地図をみながらの授業で良かった。  ・各県についてより詳しい説明があったらもっと良かった。 
       ・資料も説明もよかった。  ・ＰＣで地図を見ながらしたらもっといい。 
       ・地域についてもっといろいろな資料と地図など知りたい。 
       ・サイトで見られて良かった。  ・韓国にない歴史文化遺産を見られて良かった。 
       ・日本旅行経験を再度確認できた。 
２日目 (着物について及び浴衣試着体験） 
       ・実際に着てみて良かった。授業で準備がどれだけ大切かわかった。 
       ・始めての体験だった。  ・着方を習えて良かった。 
       ・とても良かった。  ・授業でしてみたい。  ・着物に親近感をもおぼえた。 
       ・本物の着物が着てみたくなった。 
３日目 （慣習） 
       ・いろいろな物が見れて良かった。  ・分からなかったことがわかって良かった。 
       ・実際に挨拶状を書いて発表しても良かった。  ・いろいろな見本が見れたら良かった。 
       ・今度は年賀状を書いてみたくなった。 
４,5 日目 (年中行事） 
       ・資料が多いので勉強になった。  ・生徒も興味深い分野なのでとても良い時間だった。 
       ・サイトでの説明と写真がとても良かった。  ・お祭りがとても多く、子供たちのための行事が多い。 
6 日目 (食） 
       ・あまり好きではないが実際食べて見てよい体験になった。 
       ・納豆を始めて食べれて良かった。今度、機会があったら日本人がよく食べるものを食べてみたい。 
       ・今度機会があったら和食について深くしりたい。 
7,８日目 (作法) 
       ・茶道も書道もとてもよい体験だった。授業でとりいれてみたい。 
       ・直接目でみて食べたので本当に良かった。日本の作法は難しい感じをうけた。 
9 日目 (宗教） 
       ・結婚式のビデオなどみれたらいい。天皇の式典などみてみたい。 
       ・いろいろわかって生徒にも説明しやすい。 
10 日目 （まとめ） 
       ・直接、百人一首ができて楽しかった。  ・紹介してもらったゲームなど授業に取り入れたい。 
       ・かるたについてよくわかったし直接できて楽しかった。 
       ・いろいろなゲームや教材などがわかって授業でぜひ活用していきたい。 
その他  
       ・先生の日本の生活の話しがとても楽しかった。 
       ・研修前にこんな機会があったらとても役にたつと思った。 
       ・遊び半分の授業はとても楽しく頭に簡単に入っていくからいいですね。 
       ・教える熱意がまたわいてきた。 
       ・今後頑張って指導していきたい。 
       ・レベルをわけてくれたらうれしい。 
       ・新聞のコピーやニュースをＰＣでみながら翻訳の練習もできてよかった。 
       ・もっと多く、時間も長くしてもらいたい。 
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２ 研修について 
    時期 
          ( とても良い     良い     良くない     悪い ） 
             13        ７  
 
    場所 
          ( とても良い     良い     良くない     悪い ） 
             12        ７       １       
       理由・・暖房がうるさい     
               
    時間 
          ( とても良い     良い     良くない     悪い ） 
             12        ７       １ 
 
    人数 
          ( とても良い     良い     良くない     悪い ） 
             13        7 
 
    今後も参加したいですか。 
          ( とてもしたい    したい    あまりしたくない    したくない） 
             15        5 
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国際交流と日本語教育の可能性 
                                                          黄 圭仙  

                    
 

要    旨 
世界中の国々が今、国際化をめざして、国際交流を行なっている。このような国際交流を通して何が可能で、何をすべ

きだろうか。現在、韓国で行なわれている青少年の国際交流の結果と問題点、そして国際交流における今後の課題として

国際交流を通した語学教育の可能性を考察する。 
 

【キーワード】国際交流の理念と目的、国際交流のジレンマ、日韓青少年交流、日韓交流と日本語教育、姉妹校 
 
 
１.国際交流とは 

1.1 国際交流とは 

国際交流とは、国境を越えた交流の総称で、一

国と他国の間で行われる様々な分野における活動を

意味する。これは人、物、金、情報などのあらゆる

国際移動を含む概念である。 
韓国、日本、欧米の国で行われている一般的な

国際交流活動として次の三つの活動が挙げられる1。 
➀学術交流…学者、研究者同士の交流、学術情 

報の交換、共同研究、研究会議など 

の助成、図書の寄与及び交換。 

➁教育交流…学生、教師、研究員、他の教育関 

係者の交換派遣及び招聘。教材及び 

教育器材の開発、教育施設及び器具 

の供与、外国語の指導及び教育、教 

育関係の情報の交換。 

➂芸術交流…文化財の修復及び保存、演劇• 舞 

踊、オペラ、音楽などの上演及び 

演奏、映画、ラジオ、テレビのプ 

ログラムなどの上映及び放送など。 

また、最近の傾向として政策対談及び政策研究、

民主化のための支援等のための知的交流、文化面で

の国際開発協力（文化協力）などが国際交流に含ま

れる場合もある。（国際交流基金 2003：1） 
1.2 国際交流の理念と目的 
第二次世界大戦後、国連、ユネスコ等の発足が

きっかけとなり、恒久的な世界平和を守るためには

国家間の相互理解と信頼関係の構築が不可欠である

いう考えから国際交流は始まり、今日のような国際

交流の理念が生まれた。 

国際交流は、全ての文化にはそれぞれ独自の形

態があるが、全ての文化にそれぞれ同等の価値があ

るという文化相対主義的な立場から、これを通して

国家間の相互理解と親善、さらには人類の福祉と世

界平和を目指すものである。 
しかし、国際交流の目的は、時代を追うごとに

変化を遂げていった。そのため、国際交流の目的を

厳密に定義することは難しい。 
現在の国際交流の目的としては、次の三つが挙

げられる2。 
➀国益に関する目的…政治的影響力を行使する 

手段の一部と見做して国 

益につなげること。 

②理想主義的な目的…ユネスコ憲章に基づいて 

人類共通の普遍的な機能を

追求すること。 

③合理的な目的…①と②の目的を融合したもの。 

1.3 国際交流のジレンマ 
 外交とは、国家間の協商であり、自国の対外政策

を相手国に提示して了解させ、それを受諾させるこ

とである。また、外交協商の目的は、利益の追求で

あり、自国に損を被る協商をする場合はない。また、

数年かけて自国の要求を最大限に相手国に受諾させ

ながら、相手国にも利益があるように協商を行うこ

とが外交のポイントである。国際交流も国家間の協

商と同様に数年かけて行うものであり、その成果が

物理的に、或いは、目に見えない形で現れるのが普

通である。このような共通点から、国際交流を対外

政策のある目的を達成するための手段に過ぎないと

見做す向きもある。これが国際交流のジレンマであ
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る。政府が外国との平和的な関係の構築を目指して、

国際交流を進めようとしても、国際交流が国家戦略

の一部として行われる限り権力的な側面も強調され

るため、国家は国際交流を行うにあたり、このジレ

ンマを抱えることになる。 
1.4 国際交流における事業 

 国際交流における事業として以下の６つが挙げら

れる。 

①人的交流事業 

②自国語の学習と自国の関する海外研究活動の 

支援 

③各種の展示や公演の海外への派遣及び国内に 

招く 

④知的階層を対象とした文化及び歴史書の製作、

配布事業 

⑤一般大衆を対象とした視聴覚資料の製作、配

布事業 

⑥情報の収集や国際交流の実態分析等、調査研

究事業 

1.5 諸外国における国際交流担当機関とその形態 

 諸外国における国際交流担当機関とその形態は以

下の通りである。 

 ＜担当機関＞ 
◐ フランス• イタリア• ドイツ…外交部 

◑ イギリス…イギリス文化院 

◑ 日本…国際交流基金 (1972 年設立） 

◑ 韓国…韓国国際交流財団（1991 年設立） 

◑ アメリカ…USIA(1999 年設立、国務省の傘 

下機関) 

＜形態＞ 

①政府統制モデル…フランス• イギリス•

アメリカ• 発展途上国がこの形態をとっ

ている。 

②自治組織モデル…政府から支援資金を得

るが事業は独立機関が行う。イギリス、

日本、韓国がこの形態をとっている。 

③混合モデル…政府の統制はあるが、非政

府機関から支援金を得て、独立的に運営

する。ドイツがこの形態をとっている。 

 
2．韓国と日本の青少年国際交流事業の実態 
一章では、国際交流の概念と目的、国際交流に

おける事業等について述べた。本章では、韓国と日

本において政府或いは、自治団体の主管で行われて

いる青少年国際交流事業の実態について述べていく。 
2.1 韓国における青少年の国際交流の実態 
2.1.1 政府による青少年の国際交流政策 
韓国政府は、開放化• 情報化• 世界化時代にそ

なえ‘国際感覚を身につけた青少年’の育成を目指

すと同時に、地域、階層、世代間で青少年の交流を

行うことで相互理解と共同体意識を涵養するために

青少年国際交流を行うことを明らかにしている。 

2.1.2 韓国における青少年の国際交流現状 

 韓国における青少年の国際交流の現状は以下の通

りである。 
＜青少年の国際交流の形態＞ 
①一般交流…政府、団体、組織間の定期交流及 

び親善交流。 

②研修…特定の分野のために行われる交流。 

③会議…国家間、地域間、或いは世界的な会議。 

④国際行事…キャンプ、大会、フェスティバル。 

稿末資料の表１は 1995 年から 2002 年まで文化

観光部の主管で行なわれた Working Holiday Program
の現状を示している。韓国の青少年の出国が諸外国

の青少年の韓国への入国より非常に高いことがわか

る。 
次に、自治体における青少年国際交流の現状に

ついて述べていく。 
韓国における自治体の 63.8%が国際交流活動を行

っている。この国際交流活動の中でも青少年の国際

交流が最も高く、国際交流活動を行う自治体の

21.8%が青少年の国際交流を行っている。自治体が

行う青少年の国際交流は、主に小、中学生を対象と

している。国際交流を行う為に海外の都市、地域と

姉妹協定を結ぶ自治体が増えているが、まだ表面的

なレベルに留まっているのが実情である。活動もわ

ずか一回か二回の親善訪問程度である。 

姉妹関係にある外国の都市、地域もアジア(得に

日本と中国)とオーストラリア、ニュージーランド

に集中しており、交流期間も 7-10 日程度の短期的

な交流が最も多く、一年以上の長期的な交流は殆ど

見られなかった。 
稿末資料の表２は、自治体における青少年の国

際交流の現状を示している。 
2.2 日本における青少年の国際交流の実態 
2.2.1 政府による青少年の国際交流政策 
日本では、内閣府が中心となり総務省、外務省、

文部科学省が協調をはかりなら青少年に関する政策
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を担当しており、毎年青少年に関する諸施策と統計

から青少年の国際交流の方向性を以下のように報告

している。 

①国際交流事業の推進 

…青少年に日本の国際的な立場を認識さ

せながら、国際的な連帯感と協調を習

得させる。 

②国際理解教育の実施  

…日本と世界各国の歴史・文化の学習と外

国語の教育の促進。 

③施策、事業を担当する国家と行政機関の相互

連帯の強化と交流プログラムの企画・開発、

指導者の研修、交流に必要な国内外の情報・

資料の収集、資料の作成及び提供など。 

④事後活動の促進 
…帰国後、参加者の国内交流活動を奨励す

る。具体的には評価会を開き、参加報告

書を発刊(ホームページにて掲示)する。

国家別に参加者サークルを作り、活動す

る。訪問国から交流団が来日した際、ホ

ームステイ先として受け入れ、親善交流

会へ参加する。 

2.2.2 日本政府による青少年の国際交流の現状 
日本政府による青少年国際交流の現状は以下の

とおりである。 
稿末資料の表３は、日本政府による国際交流事

業を通して海外の招聘事業に参加した人数を示して

いる。 
また、JET プログラムを活用した外国語教育と国

際理解教育の強化も進められている。1987 年から

JET プログラムによって招聘された国際交流員を 
ALT(Assistant Language Teacher)として活用し、外国

語教育と国際理解教育の強化をはかっている。ALT
の言語圏は稿末資料の表４の通りである。 
 

3.韓国における姉妹校との国際交流と日本語教育の

可能性 

3.1 韓国の高校における姉妹校との交流の現状 
日本語教育が行なわれている韓国プサンの高校

54 校、慶尙南道にある高校 104 校、計 157 校を対

象に、日本との国際交流についてアンケート調査を

行ったキム(2002)に基づいて、その問題点や改善策

を述べていく。 

 まず、問題点として交流のあり方が挙げられる。

日本の高校との国際交流は、韓国の学生訪日する学

校が 21%であり、韓国の学生が訪日、日本の学生

が訪韓する高校が 79%であった。韓国と日本の相

互交流が 79%であるのに対し、21%は韓国からの一

方向的な交流であった。 

また、韓国の高校における国際交流の目的は、

異文化体験が 50%、韓日間の理解と友好増進が

50%であり、語学能力の向上という回答はなかった。 
しかし一方で、教育者における国際交流の目的

は、異文化体験が 50%、異文化体験をして見聞を

広めることが 36%、語学能力の向上と日本語の教

育の円滑な進行が 7%であった。 
最後に問題として、国際交流活動後に、再度活

動を行う学校がないことが挙げられる。稿末資料の

表 13 が示すように、姉妹校との交流は短期間で準

備が行われ、一度きりの活動で終わる場合が大部分

であった。 

3.2 国際交流と日本語教育の可能性 

韓国における日本の姉妹校との国際交流の現状

を概観したところ、姉妹校との交流を行っている学

校とその学校で勤務する日本語教師とが交流を通し

て目指すものは異文化体験であり、語学能力の向上

はあまり考慮されていなかった。その原因として稿

末資料の表７が示すように、姉妹校協定を結んだき

っかけから、学校関係者の目的を窺うことができる。

しかし、実際に交流を行なった結果、円滑な交流の

ためには相互理解の努力と語学力が必要であった。

また、交流後、多くの参加者は日本語への興味が高

まったと回答している。 
日本と韓国では、青少年の国際交流の目的と交

流の進め方に共通点が多い。 
しかし、日本の場合は施策事業を担当している

国家、行政機関が交流プログラムの企画、開発、指

導者の研修、交流に必要な情報·資料の収集、資料

の作成及び提供と事後活動の促進をはかっているが、

韓国の場合は、現在の時点で、日本と同等の働きか

けが行なわれていない。 
国際交流を通して日本語教育の向上を目指すに

あたり、以下の６点が求められる。 
第一に、政府や自治体、社会団体の支援と連帯。 
第二に、新しいプログラムの開発と専門家の養

成。 
第三に、姉妹交流関係の締結の段階から徹底し

た目的意識。 
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第四に、交流の前後の入念な準備、姉妹校同士

の協力。 
第五に、交流後の持続的な努力が必要。 
第六に、高校の場合、受験の負担で円滑な交流

が難しいという学校関係者、教師、学生、保護者か

らの意見があるが、交流の機会を外国語学習の場と

して活用すること。また、訪問期間の調節や中学校

からの国際交流のための教育の実施。 
以上の事項を備えれば、より円滑で中身の濃い

国際交流と語学能力の向上が期待されると考える。 
しかし、諸外国との交流とは異なり、日本との

国際交流を行う際には、歴史問題、領土問題、政治

的な問題などの障壁が生じる。これらの問題から国

際交流を持続的かつ長期的に計画することは難しい。

これらの問題の解決策を積極的かつ持続的な国際交

流のために模索しなければならないと考える。 
 

注 

1 内田寛(1974)「国際文化交流に関する一考察」『外

務省月報』 

2 杉並恭(1984)「わが国に於ける文化交流の現状」

斎藤真也〔編〕『国際交流に於ける文化交流』日本

国際問題研究所 

3 入国人数は法務部『出入国管理 統計年報による

入国人数である。出国人数は駐韓外国公館を通して

確認したビザ発給した人数である。 

4 チョ・ヨンスン他(1999)『青少年交流の製作模型

開発に関する研究』ソウル：文化観光部 
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稿末資料 

 表1 韓国の青少年の出国及び外国の青少年の入国の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表2 韓国の自治体の青少年国際交流 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
表 3 日本政府主管の青少年国際交流事業の参加者人数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4 ALT の言語圏 
 
 
 

オーストラリア   カナダ   日本 ニュージーラン

ド 
   計 国家

年 
出国 入国 出国 入国 出国 入国 出国 入国 出国 入国 

1995    250    15 ─ ─ ─ ─ ─ ─    250    15 
1996    999    52   50 ─ ─ ─ ─ ─ 1,049    54 
1997   1,677    65   50 ─ ─ ─ ─ ─ 1,727    65 
1998   1,479    35   50 ─ ─ ─ ─ ─   1,529    35 
1999   1,568    19  100 ─ 1,000    45   200 ─   2,868    64 
2000   1,438    25  100 ─ 1,000 287   200    4   2,738   316 
2001   1,600    25  100   33 1,000 434 400   20   3,100   512 
2002   4,305    67  100   41 1,776   665   400   24   6,581   797 
合計 13,316   303  550   74 4,776 1,431  1,200   48 19,842  1,856 

     派遣      招聘       計 自治体名 
回数  人数 回数  人数 回数  人数 

慶尙南道   3    55        3     55 
プサン     1    13      1     5      2     18 
インチョン     1    22        1     22 
全羅南道     1    14      1    21      2     35 
濟州島     1    14        1     14 
合計     7   118      2    26      9 145 

   2000 年 2001 年 
事 業 名 

派遣人数 招聘人数 派遣人数 招聘人数 
国際青年教育交流     72    116     72     119 
日本·中国青年親善交流     30     26     30      30 
日本·韓国青年親善交流     38     40     40      40 
世界青年の船    117    135    119     139 
東南アジア青年の船     40    285     37     278 
アジア太平洋青年招聘 ─    112 ─ ─ 
21 世紀ルネサンス青年リーダー招聘 ─ ─ ─     160 
外国青少年指導者招聘 ─      9 ─       8 
青年日本研修 ─    641 ─     589 
青年招聘「21 世紀のための友情計画」 ─   1,658 ─   1,749 
青年海外協力団   1,273 ─   1,116 ─ 
留学生交流    596   8,930    571   9,173 
農業実習生海外派遣事業など    131     67    141      61 
語学指導者などを行なう外国青年招聘事業 ─  6,078 ─   6,190 
青少年団体の交流活動 632   570    555     643 
        合 計 2,929 18,670   2,681  19,179 

    英語圏   非英語圏    合計 
  1998 年        5044        20       5064 
  1999 年        5230        21       5251 
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表 5 2002 年日本との姉妹校交流施行現状 
 
 
 
 
 

   交流している  交流していない    合計 
  学校数        14        94       108 
  比率        13%        87%       100% 

157 校にアンケート用紙を配布、用紙を回収できた 108 校を中心に 

表 6 姉妹校の取り決めた期間 
 

 

＊ 
 

 2 年未満 2～5 年 5～8 年 8～10 年 10 年以上 合計 
   学校数     1    5    4    2    2    14 
   比率   7% 36% 29% 14%   14%   100% 

表7 姉妹校の取り決めたきっかけ 
 
 
 

 ①   ②  ③   ④   ⑤ 合計 
  学校数    10     1    1     1     1    14 
  比率    72% 7% 7% 7%     7%   100% 

※①学校長の才両で ②自治団体の後援で ③地域団体の後援で ④日本からの要求で ⑤その他 

 
表 8 姉妹校との交流の頻度 

 年 1 回 年 2 回以上 2 年に 1 回  毎年協議  合計 
  学校数    10     3    0     1     14 
  比率    71.5% 21.5% 0% 7%    100% 

 
 
 
 
表 9 交流期間 

 1 週間未満 1~2 週間   合計 
  学校数      12      2      14 
  比率      86%     14%     100% 

 
 
 
 
表 10 交流参加者の選抜の基準 

  
 
希望者 

 
日本語能力 
優秀者順 

日本語＋ホ

ームステイ

提供可能者 

希望者の中

でホームス

テイ提供可

能者 

 
全体成績 
優秀者順 

 
 
その他 

 
 
合計 

  学校数     4     2 

 
 
 

    2     2     1     3    14  
   29%    14%    14%    14%     7%    22%   100%   比率  

 
表 11 姉妹交流のカリキュラム 
 カリキュラム 学校数  比率 

 13    93%   ホームステイ  
  13    93%  文化遺跡地訪問（観光）  
   9    64%  文化紹介（着物•飲食•伝統的な遊びなど） 

    8    57%  文化体験（伝統的な遊び•伝統的な食べ物作り） 
    6    43%  買い物 
    5    36%  授業参加 

   5    36%  韓日学生討論の場  
   4    29%  役所見学  
   2    14%  その他 
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表 12 姉妹交流における通訳 
 
  

 学生が解説 引率教師 専門通訳   合計 
     5      8      1      14   学校数 
    36%     57%     7%     100%   比率  

 
表 13 交流の事前の準備期間 

  1 ヶ月未満 1～2 ヶ月 2～3 ヶ月 3～4 ヶ月 4 ヶ月以上 合計 
    3     7    3     0     1    14   学校数  
   21.5% 50% 21.5% 0%     7%   100%   比率  
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日本語教育理念 
 

佐野 澄子 
 

要    旨 
グローバル化を迎えた現在、日本語教育は過去の強制的な日本語教育の時代とは違い、学習者中心の日本語教育に向か

っているように思われている。しかし、果たしてそうだろうか。日本語教育は過去の強制的な日本語教育を本当に清算で

きたのであろうか。先行研究を中心に、現在の日本語教育の姿を探り、今後の進むべき道について考察する。 
 
【キーワード】日本語教育理念、 国際交流基金、 国際文化振興会、 グローバル化 
 
 
1. はじめに 

2005 年の夏、立教大学院との合同セミナーで、

早稲田大学大学院日本語教育科の平畑奈美氏の、国

際交流基金日本語教育専門家プログラムでの活動報

告を聞く機会があった。 
その発表によると、「日本語教育専門家」の仕事

の建前は「国際交流のため」、「現地のニーズに答え

るため」、「世界の文化の多様性への貢献」だが、現

実としては、プログラムは外交的手段であり、教師

は外国で教えたいなどの自分の都合、学習者は日本

と日本語への過剰な期待、各地の「日本語熱」から

プログラムに参加しているとのことであった。その

後日本に留学した学習者は、留学後に自信喪失や愛

国主義的傾向を示し、「日本語は何の役に立つの

か」という日本語学習への疑問を抱くようになる場

合があるということも発表を通して知ることになっ

た。 
私が日本語教師になったきっかけは、自分が英会

話を学ぶことが楽しかったことからスタートし、学

習者にも同じ楽しみを感じてもらいたいと思って、

日本語を教えてきたわけであるが、日本語を学ぶこ

とが学習者にとってマイナスになるという現実があ

るとはその時まで想像もできないことであった。 
 
2. 先行研究 
 日本語を学ぶことが学習者にとってマイナスにも

なり得るという視点に立ち、日本語教育を見つめ直

していくうちに、今日の日本語教育が戦前・戦中の

日本語教育のイデオロギーから抜け出せていないこ

とを指摘するいくつかの文献に出会った。 

田中は姜との対談（1998）の中で、「アジアでは、

戦前から戦争中にかけての日本語教育は、完全に植

民地化の一つの手段として行われていた。それが戦

後、一回完全に解体され、考え直されたかというと、

実は考え直されずに、戦後はなにか国際交流とか異

文化交流とか、そういう交流という名のもとで、そ

れにうまくすり変わって、構築されたものを根本的

には見直さずにきている。今のアジアの国々との関

係に関して、それをどうしてももう一回解体しない

と、国際交流パラダイムというところをもう一回見

直しておかないと、どうもうまくいかないんじゃな

いかと思います。結果的に今はやっぱり上手くいっ

ていないと思うのです」と語っている。 
木村(2002)は、戦前から今日に至るまでの文献を

もとに、国際交流基金の前身「国際文化振興会(Ｋ
ＢＳ)」の「日本語普及理念」を明らかにし、国際

交流基金の国際文化交流における日本語普及理念と

比較し、「発展主義的な中央―周辺観にもとづく同

化政策としての「日本語教育」の惰性は、今日の日

本語教育のなかにも根強く息づいている。20 世紀

という文脈のなかで、「日本語教育」のあり方を問

い直すことの意味はきわめて大きい」としている。 
例えば、『国体の本義』1には、「今や我が国民の

使命は、国体を基として西洋文化を摂取醇化し、以

て新しき日本文化を創造し、進んで世界文化の進展

に貢献するにある」とあり、一方、国際交流基金の

国際文化交流における日本語普及理念、「海外にお

ける日本語普及の抜本的対応策について」において

は、「文化を中心とする多面的な交流においては、

日本語も含め多様な言語が使われることが自由で活
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発な交流と相互理解の前提になる」との判断がまず

提示され、さらに、「我が国が、東西文化の影響の

下に蓄積した高度の文化的・文明的所産を、日本語

を通じて国際社会に還元していくことも、世界の中

の日本の責任である。日本語の普及によって、我が

国の諸情報の海外への伝達が容易となり、我が国の

文化が外国人に、より深く理解されるとともに、日

本人も、日本語を通じ諸外国の文化に接し得ること

になる。諸国民が言語の背景にある異文化に、より

深く接することは、それだけ新しい人類文化の創造

と発展を期待させることになる」と記されていると

のことである。木村はこれを「日本文明・文化の国

際的優位性を定立することによって、日本語の普及

が＜人類文化の創造と発展＞に寄与し得るものであ

る、と言明するのである」とまとめている（下線は

発表者による）。以上のように、『国体の本義』と、

国際交流基金の日本語普及理念には非常に似た部分

がある。 
また、李（2004）は、「近代日本における言語的

近代化と言語イデオロギー」について、「言語と近

代との関係」、「「国民語」の形成－言語とネーショ

ン」、「近代日本における言語イデオロギー」に分け

て分析している。 

「言語と近代との関係」においては、近代の見

逃してはならない側面として「国民国家」の成立を

挙げ、「近代とは全世界が「国民国家」の網の目で

おおわれ、あらゆる空間がどこかの国民国家の領土

となった時代であると言ってもよい」としている。

そして、言語にとっての近代を「言語が国民国家の

内部に囲い込まれた時代」ととらえることもでき」

るとし、「「国民語(national language)」の成立が重

要になる」と考察している。 
「「国民語」の形成―言語とネーション2」におい

ては、「国民語」という概念に含まれる二つの要素、

言語とネーションの関係に注目し、近代国民国家を

支える「ネーション」とは、「民族」のような自生

的な人間集団ではなく、自立的な国家を構成しうる

集団を指しており、ほとんどの近代国家では、国家

が樹立されされた後になって「国民構築(nation 
building)」の作業が始まるとし、ベネディクト・ア

ンダーソンが『想像の共同体』の中で行った「言語

こそが「想像の共同体」3 をつくりあげる根源的な

力をもっている」、「ネーションを構成するすべての

人びとが、「ひとつの言語」を話していると意識す

ることが、「想像の共同体」が生まれるための必要

条件になっている」という考察を引用し、また、言

語が「国民語」へと形成される過程を次のようにま

とめ、「言語とネーションとの関係は、どちらかが

一方的に他方を規定するのではなく、相互的なもの

だと考えることができる」としている。 
(１)言語使用領域の拡張：話しことばでしか 

使われなかった言語や一定の地域でしか 
使われなかった言葉の使用領域を拡張す 
ること 

(２)規範化：そうして現われた言語様式に一 
定の規則をあたえ、「国民語」としての 
公的な規範をつくりあげること 

(３)同質化：国家の領土内で話される多様な 
方言や異言語を排除し、「国民」の言語 
を同質化、均質化する過程 

(４)純化主義：言語のなかから「不純」とみ 
なされた要素―それは方言の場合もあれ 
ば外国語の場合もある―を排除し、「純 
粋」な「国民語」を作ろうとする過程 

(５)威信付与：「国民語」に対して政治的イ 
デオロギーを注入する過程 

「近代日本における言語イデオロギー」におい

ては、「国語」という概念に注目し、「｢国語｣という

用語が一般化する過程は、近代日本の国家的イデオ

ロギーが膨張する過程と軌を一にしている」とし、

言語政策に、「標準語」の設立、｢言文一致｣の必要

性など様々な提言を行った国語学者上田万年(1867
～1937)を取り上げ、国家を支えるイデオロギー的

要素のひとつとして｢国語｣を制度化することの意味

を、天皇制国家を支えた家族国家観と位置付け、次

のようにまとめている。 
「グローバリゼーションの危機に日本が襲われ

ているという意識が強まれば強まるほど、そして、

グローバリゼーションによって日本の固有性が失わ

れるのではないかという危機感が増せば増すほど、

この言語意識（国民的伝統としての「国語」を自然

的実態としてみなす言語意識）」は新たなかたちで

復活するにちがいない」。 
 
3. 日本語教育におけるジレンマ 
私は今まで「もう時代は変わった、学習者は自

由に日本語を学ぶことができる、日本語が身につけ

ば学習者の役に立つ」と考え、教える技術を磨くこ
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とに力を注いできたが、自分でも気づかないうちに

「同化政策としての「日本語教育」」に加担する可

能性があることは非常に恐ろしいことだと思う。日

本語教育に携わりながらも日本語教育に恐ろしさを

感じるというのは、大きなジレンマとなる。 

木村(2002)は、「戦後の日本語教育が戦前のそれ

から学ぶべきことは、日本語を、「日本人」に帰属

させない道をひらくことであろう。それは、日本人

だけではない―学習者のアクセントを住まわせる―

われわれの日本語によって、日本の「日本語」の均

質性を、内側から溶解していくことにほかならな

い」としている。 

 
4. 今後の課題 
今後の課題としては、様々なことが考えられる

が、まず「日本人だけではないわれわれの日本語に

よって日本の「日本語」の均質性を、内側から溶解

していく」ためには、多様な日本語を認めつつそれ

でも残る日本語の共通点を探る、「様々なバックグ

ラウンドを持つ人の日本語の共通点に関する調査」、

また、「日本語教師ではない、一般の日本人が非母

語話者の日本語をどう評価するか」という母語話者

評価研究も興味深いところである。私自身の経験か

ら言うと、日本語教師は学習者の誤用について厳し

すぎる傾向があるような気がする。また、学習者に

対する調査としては留学後に日本や日本語に関する

イメージがどう変わったか、日本語を学んだことに

対する意識調査が、日本語教師に対する調査として

は、日本語を教えることに対するビリーフの調査、

などが考えられる。 

不十分な発表であるが、「グローバル化と日本語

教育」という今回のセミナーに当たり、日本語教育

の意味を再度考える機会になれば幸いである。 

 
注 
1. 1937 年文部省が発行した国民教化のための出版物。記

紀神話にもとづき国体の尊厳、天皇への絶対服従を説き、

社会主義・共産主義・民主主義・個人主義・自由主義を

排撃。（『広辞苑第五版』 岩波書店） 
2. nation[the ～；集合的に；単数・複数扱い]国民《people

は文化的・社会的統一体を、nation は政治的統一体を強

調する》（『ジーニアス英和辞典第３版』 大修館書

店） 
3. アンダーソンによれば、近代国家を支える「ネーショ

ン」は、自生的な人間集団とは異なる。ネーションが

成立するには、たがいに会ったこともなく、これから

も会うことのない人々どうしを一つの「国民」を構成

する仲間と感じさせなくてはならない。つまり、ネー

ションを構成するひとりひとりが、同一の空間と同一

の時間の枠組みに所属すると意識しなければならない。

アンダーソンはこうした近代的ネーションの特質を指

して、ネーションとは「想像の共同体」であるという

有名な定義を引き出した。（李研淑（2004） 「近代日

本における言語的近代化と言語イデオロギー」 『建

国大学師範学部日本語教育科創設 30 周年記念国際学術

シンポジウム予稿集』） 
 
参照文献 
姜尚中・田中望（1998）「対談 日本にとっての「多言語

主義」」『言語』 Vol.27 No.８ 大修館書店 

木村哲也（2002）「｢日本語教育｣の執拗低音」『間文化の

言語態』東京大学出版会 

李研淑（2004）「近代日本における言語的近代化と言語イ

デオロギー」『建国大学師範学部日本語教育科創設 30 周

年記念国際学術シンポジウム予稿集』 

小林ミナ（2004）「母語話者研究と日本語教育」『建国大

学師範学部日本語教育科創設 30 周年記念国際学術シンポ

ジウム予稿集』 

 

さの すみこ／同徳女子大学大学院 日語日文学科 修士課程 
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海外大学院とのジョイント教育2005年度報告書                         【研究発表】 

 

交流と対日観 

～東アジアの日本語教育「異文化理解・交流型」授業の試み～ 
 

磐村文乃 
要    旨 

グローバル化によって、日本国内外で総合的な日本語教育の実践が求められ、コミュニケーション能力に加え、マルチ

メディアなど駆使した自律的学習能力、異文化理解・交流をはかるための資質養成が重視されている。それには異文化間

コミュニケーションを意識した授業が大切だと考える。韓国、中国など東アジアの日本語教育の理念、また北京のネイテ

ィブ教師による異文化理解・交流を目指した授業の実践例を報告する。 
 
【キーワード】グローバル化 総合的日本語教育 多文化共生 異文化間コミュニケーション 異文化理解 交流 

 
 
1.グローバル化と総合的日本語教育 

情報化、グローバル化の進展によって、日本の

国内外を問わず総合的日本語教育の実践が求められ

ている。中国や韓国においても総合的な言語能力と

して、コミュニケーション能力の向上のみならず、

インターネットなどさまざまなメディアを駆使し、

適切に情報を収集・判断する力、自律的に日本語を

学習する力、異文化を理解し人的な交流をはかるた

めの資質を養成することが重視されるようになった。

そのため、教師の教育理念、意識の変革が求められ、

さまざまな教育方法の開発が積極的に進められてい

る。 
残念ながら、一昨年より歴史認識や日本の首相

の靖国神社参拝などを巡って中国や韓国では対日感

情が非常に悪化している。李（2005）は「現代は、

交流を通じて地域の共生、共栄を目指した平和のた

めの日本語教育の時代へ傾斜しつつある」と述べて

いるが、今こそ中国や韓国の日本語教育の場におい

ては、人的交流を通して能動的な対日態度を養うた

めの試みがより積極的に求められるといえよう。 
本稿では、東アジアの総合的日本語教育に異文

化理解・交流の視点が重視されるとの見解から、

「異文化理解と交流」をどう捉え、教室活動に取り

組むかについて考察したい。実際に北京において日

本語のネイティブ教師が、異文化理解と交流を目指

し、どのような授業を実践しているかについて報告

する。 

2. 交流と異文化間コミュニケーション 
2.1 交流の定義 
李(2005)は、日本語教育活動における交流を「異

文化間の学習者同士が互いに触れ合うこと」とし、

「経験を共有すること」と定義付けた。李に習って、

ここでは交流を「異文化間の対人コミュニケーショ

ンによる経験の共有」と捉えることにする。 
日本語教育の教室活動に交流を取り入れるため

のアプローチとしては、異文化間コミュニケーショ

ンの視点が重要ではないかと考える。 
2.2 異文化間コミュニケーションと多文化共生 
異文化間コミュニケーションの要は言語と文化

であり、人と人との直接的な対人コミュニケーショ

ンをベースにしている。国境を越えて情報を伝える

マスメディアを介した間接的な体験は国際コミュニ

ケーション、また主にマスメディアを通した国と国

の関係、国際社会を理解するための教育は国際理解

教育と呼ばれ、対人コミュニケーションである異文

化間コミュニケーションとは区別されている（辻

村,1982、浅野,2002）。 
ボーダーレス化が進展し、民間交流が盛んにな

っている昨今、異文化理解、異文化間コミュニケー

ションを阻害する要因はどこにあるか、どうすれば

文化的背景の異なる人とのコミュニケーションがう

まくいくかを日本語の言語と文化から探り、その研

究方法と研究成果を明らかにすることは、日本語教

育に大きな示唆を与えるだろう。 
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一方、「多文化共生」をキーワードに、アメリカ

に代表され世界的潮流になりつつある多文化共生の

ための教育、多文化教育(カール他編,2002、ジェー

ムズ,1996)も注目される。多文化共生と異文化間コ

ミュニケーションは「異文化の人との相互交流のた

めの言語やスキルを身につけること」「異なる文化

的背景を持った人々と共に生きていく資質や能力の

育成」を目指すという点でリンクしている。いずれ

も文化的偏見を捨て、ステレオタイプを是正し、自

文化の認識と相手文化を尊重する態度を養うことが

教育の目標となる。 
2.3 グローバル化の進展とグローバル教育 
そもそも「グローバル化」とはどのような現象

をいうのであろうか。日本語では「国際化」からグ

「グローバル化」へ、段階的に言葉を使い分けてき

た。一般的には国際的な規模から世界的な規模への

広がり、またはそのような視点を意味するが、浅野

（2002）は、21 世紀は競争社会から脱却して協動

社会になるとし、グローバル化時代の社会を（「地

球的規模の国際情報化社会」）と呼んでいる。そし

て、グローバル教育を「国家間という枠組をとりは

らい、グローバル地域レベルを含めての地球という

自然そのもの、平和・人権・環境・開発・ジェンダ

ーなどへの意識的取り組み」と定義し、そうしたグ

ローバルな世界平和の視点を教育に入れこむことを

提唱している。グローバル教育を通して、地球の一

員としての「グローバル・アイデンティティ」を養

うことが肝要だとし、「人種、民族、文化などが異

なる人々との交流を通して、自分の価値観が必ずし

も普遍的でないことを理解し、自分とは異なるもの

の見方を尊重する資質が要求される」と述べている。

浅野によると、グローバル・アイデンティティとは、

自らの「日常」を問い直すことを出発点として、

「異質との共生」を目指し、「地球の未来」に主体

的に関わるもの、世界の人々と共に生き、「持続可

能な地球の未来」に主体的にかかわることであり、

「国家への帰属」「同質性の強調」「過去志向性」に

よって特徴付けられるナショナル・アイデンティテ

ィとは明らかに異なるものだと説明されている。  

即ち、グローバル化とは、「地球規模の国際情報社

会となる現象」と考えることができる。21 世紀、

グローバル社会においては、地球市民としての意識

を持ち、地域社会における共存・共栄が求められる。

そのため人種、民族、文化などが異なる人々との交

流をはかる異文化間コミュニケーションがより重要

になるといえよう。グローバル化の時代、日本語教

育にも平和と「多文化共生」を目指し、異文化コミ

ュニケーションを意識した授業の取り組みが求めら

れる。 

 

韓国の日本語学習者は前回調査よりも 5.7%減少

しているが、53 人に一人が日本語を学習している

計算になり、人口当たりの日本語学習者の比率は群

を抜いている。そのうち９割は第二外国語として日

本語を選択している中高生である。2001 年、第 7
次教育課程の適用により、中学校に日本語など第二

外国語が選択科目として導入され、翌年には、それ

まで 2 年生から第二外国語が行われていた高等学校

において１年生から第二外国語が必修となった。反

2.4 異文化間コミュニケーションを意識した教室活

動 
具体的な異文化間コミュニケーションの視点を

入れ込む方法としては、異文化トレーニングによる

コミュニケーション活動の導入などが考えられる。

異文化トレーニングは、学習者中心の協同学習によ

り、セルフエスティームを高め、社会的スキル、異

文化に対する知識、態度を養うことを目指して実践

されるものである(GUDYKUNST& HAMMER,1983）。
対人場面でのコミュニケーションを想定すること、

ペアやグループ学習、ロールプレイやシュミレーシ

ョンなど学生中心の活動によること、感情的な部分

も扱うことが特徴といえる。実際の日本語の教室活

動への導入については、別稿（磐村,2003）に詳し

く述べた。 

 
3.東アジアの日本語教育 
東アジアの日本語教育は、文法・読解中心の学

習から社会的言語能力を重視する方向へと変わって

きている。国境、文化をまたいで人が行き交う時代

のコミュニケーションとして、“伝達→交流→変容”
へ、物事を伝達し合うばかりでなく、人的交流を通

して相互変容をはかる方向に変化を遂げている。 
国際交流基金の日本語教育機関調査（2003）に

よると、教育機関で学ぶ日本語学習者の約６割

（61%）が東アジアに集中している。最も日本語学

習者が多いのが韓国の 89.4 万人で世界の約４割

(37.9%)を占め、２番目に 38.8 万人で中国が続く。

日本国外の日本語教育の主流地である東アジアにお

いて韓国と中国はその中心国となっている。 
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面、2002 年以降、大学の第二外国語選択の首位で

あった日本語は中国語に追い抜かれ、高等教育での

学習者は減少している。第７教育課程には初めて日

本語独自の指導要領が示され、高度情報化、グロー

バル時代の日本語教育として、日本文化理解や日韓

の相互理解、日本に対する能動的かつ積極性な態度、

コンピューターによる情報処理能力の養成が明示さ

れた。李(2002)は、「韓国の日本語教育においては、

言語の社会的機能に着目した機能シラバス中心の教

材開発やインターネットやメディアの活用、異文化

体験・交流を取り入れた授業が求められ、言語運用

の総合性を生かした総体的言語教育への質的変換が

課題」と述べている。 
一方、譚(2001)によれば、21 世紀に入って、中国

の大学日本語専攻の人材養成は新しい要請を受ける

ようになり、中国の日本語教育と学生にも変化がみ

られるようになったという。中国においては、韓国

とは逆に中等教育の日本語学習者が減少する反面、

高等教育の日本語学習者は増える傾向にある。2001
年の『大学日本語専攻基礎段階教学大網』（修正

本）には、「社会文化への理解能力を養成する」こ

とが教育目的として明確に示され注目を浴びた。譚

は「実用性が重んじられ、映像やマルチメディアな

どを活用して学生の学習意欲を掻き立て学生の学術

的興味と創造意識を養成し、学生が問題を独立で分

析し、解決する能力を鍛えるこことが特に要請され

ている」と中国における新たな日本語教育のありか

たが示されている。 
中等教育の教育理念でもある韓国の「第７次教

育課程」および中国の「普通高中 日語課程標準」

をみても、言語知識や技能のみならず、自律的な学

習の促進、異文化理解・交流のための資質養成が重

視されていることがうかがえる。 
 

4.北京の大学における日本語ネイティブ講師の異文

化理解、交流を目指した授業の実践例 
異文化理解や交流を意識した授業の実践には、

日本語ネイティブ教師の役割が非常に重要だと思う。

日本人教師自ら異文化適応のダイナミズムの中で、

現地の人、また現地に住む日本人のサポートを得な

がら適応をはかっている。まずは教師自身が学習者

にとって人的資源・ソーシャルサポートの提供者と

なりうるからである。 
そこで、北京の大学において、ネイティブ講師

が異文化理解、交流を目指し、どのような授業を展

開しているかを調査した。 
時期：2006 年１月 
対象：北京の大学の日本語ネイティブ教師１０名

（北京大学、清華大学、人民大学、北京外国語大学、

中央民族大学、郵電大学、北京科技術大学、中国伝

媒大学、林業大学など） 
方法：質問紙およびインタビュー 
項目：授業の内容、時間数、中国人教師との授業の

分担、学生の日本人との交流状況、異文化理解・交

流を目指した授業の実践状況、問題点や提案など。 
結果：＜授業の分担状況＞ 
 会話・聴解・作文・日本事情は日本人教師、精

読・文法は中国人教師担当と分担している学校が目

立つが、特に固定化されていない学校もある。3、
４年生の高学年になると、日本人教師が精読などの

授業を担当するケースもあり、卒論指導を担当して

いる教師もいる。 
  ＜学生の日本人との交流状況＞ 
 北京の大学は学期中全寮制で、同じキャンパス内

に本科生の寮、（中国語専修班のある学校などは）

留学生寮があり、留学生との相互学習が活発である。

日本語科の学生の場合、週 1、２回日本人留学生と

交流しているケースが多いようだ。その他、姉妹校

交流との定期交流、留学生会のイベント開催や交流

会、姉妹校との交流、日本語教育実習生、各種訪問

団、講座、来客の通訳・案内・食事会、各種イベン

トなど、複数回の直接交流の機会がある。 
日本人留学生のいない学校では、日本人のゲス

ト招いたり、国際交流基金が月１回定期的に開いて

いる日本人との談話交流の場「日本語サロン」への

参加を促すなど、教師が積極的に働きかけているよ

うだ。 
ネイティブ教師が同じキャンパス内に居住して

いるケースも多く、教師自ら学生たちと授業外にも

交流の時間を作っていることがうかがえる。 
 ＜異文化理解・交流を目指した授業＞ 

概ね次の４つのアプローチに分類される。 
・コミュニカティブ・アプローチ 
（ロールプレイ、スピーチ中心） 
・異文化間コミュニケーションのアプローチ 
（異文化トレーニング）  
・グローバル教育のアプローチ  
（開発教育のワークショップなど）  
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・ヒューマニスティック・アプローチ 
（交流分析、エンカウンターグループなど）  

  
 以下、いくつかの例（概略）を挙げてみたい。 
・スピーチを取り入れている。毎回ではないが、日

本人のゲストを呼ぶ。他後者との合同授業、2 学

年合同授業を年数回おこなっている。司会、討

論など全て学生に任せている。評価には学生や

ゲストの視点も入れる。（北京大学） 
・授業は他者の視点を共有できるようにはからい、

ロールプレイを中心に活動している。学生によ

る会話を MD に録音、会話終了後に学生数名に

コメントを求めた後、それに注意しながら録音

した会話を聞かせている。（民族大学） 
・機能・場面・定型句・日本語的表現を重視したロ

ールプレイ、生教材（雑誌、新聞、ドラマ、チ

ラシなど）を用いた授業。ニュース・時事問題

を扱うことにより日本社会の特徴を捉えること。

ゲストを招いた授業をしている。（清華大学） 
・視聴覚教材、ワークショップ、バルンバ人、開発

教育の手法を用いている。擬似的な異文化体験

をさせ、異文化接触のショックにどう対処すれ

ば多文化共生が実現するのか考えさせている。

日・中・韓の留学生、企業の人などがゲストと

して参加する授業、学年や学校を超えて質疑応

答戦、アフレコ大会などイベントの開催、合同

授業や交流授業、出張授業なども行っている。

（北京外国語大学） 
スピーチやロールプレイなど、コミュニカティブ

なアプローチを重視しているケースが多いが、日本

のメディア映像を積極的に使い日本人の行動様式、

非言語行動への気づきを高めるなどの方法も積極的

に取られている。また、他校との合同授業を行った

り、イベントに参加したり、留学生や企業の人、他

校の先生をゲストに招いたりと交流授業も活発だ。 
学生の口頭能力の向上、日本語力の養成ばかり

でなく、文化的気づきを高め、活動に取り組む姿勢

や交流するスキルの養成にも力を入れていることが

うかがえる。評価には、他の学生の評価、ゲストか

らの評価を入れるなどの工夫がされている。 
こうした活動を通して「学生たちは会話が上達し

たばかりでなく、自分の意見を自信をもって表明で

きるようになった」、「積極性が増し人間的に成長し

た」という報告もあった。

＜教師同士の交流と研鑽＞ 
 北京の場合、大学が北京北西部に集中している。

距離的に他大学との合同授業や授業へゲスト参加し

やすいなど環境的な要因もあるが、北京のネイティ

ブ教師たちの積極的な“交流の場作り”は注目に値す

る。お互いの授業に参加・見学することで学び合い

授業の質を高め、学生に対してより多くの交流と研

鑽の場を提供しようと尽力していることが分かる。

日系企業に交渉し、スピーチコンテストのスポンサ

ーやゲスト審査員を依頼するなど、人的資源も活用

し、単に一つの教室に留まらず、授業の内容によっ

て人の輪を広げ、交流の場を拡大させている。また、

こうした試みに啓発される中国人の日本語教師や北

京駐在のビジネスパーソンもいる。 
 国際交流基金の日本語サロンと北京教師会主催の

イベントもほぼ月１回行われているが、月ごとスピ

ーチ、朗読、アフレコ、カラオケ大会、質疑応答戦

と趣向を凝らし、日本語学習者に多様な日本語の表

現の機会と交流の場を提供している。北京教師会定

例会もほぼ月１回の割合で開かれているが、授業報

告や研究発表のみならず、自らの授業を振り返るア

クションリサーチを行うなど研修の場を設けている。 
このように、まず教師自らが教師間、学校間、

異業種間など他者の交流を通して、教育実践してい

くことは、異文化理解・交流を目指した発展的な教

室活動につながるといえよう。グローバル化時代の

「総合的」日本語教育は日本語教師のネットワーク

をつくることはもとより、さまざまな分野との提携、

交流しながら実現されるものと考える。北京のネイ

ティブ教師たちの試みも一つのモデルになるのでは

ないかと思う。 
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海外大学院とのジョイント教育2005年度報告書                            【講義】 
 

グローバル時代の日本語教育 
 

森山 新 
 

要    旨 
世界は今、国際化時代を越え、グローバルな時代へと進みつつある。このようなグローバル時代に日本語教育は何がで

き、何をすべきか。また、国内外の日本語教育現場ではどのような日本語教師が求められているか。2005 年度から文教

育学部でグローバル文化学環がスタートしたが、後期授業「グローバル文化学総論Ⅱ」で行われた日本語教育に関する授

業をふり返りながら考察する。 
 

【キーワード】グローバル時代、日本語教育、日本語教師、東アジア、日本語教育史 
 
1. グローバル文化学環の設立 

2005 年度 4 月から、本学の文教育学部において

新たに「グローバル文化学環」がスタートした。グ

ローバル文化学環は、図 1 のように、学際的なカ

リキュラムを編成し、文教育学部の 4 学科のいずれ

からも進学できるばかりでなく、他の学部からも転

学部の手続きを経ることで進学ができるようになっ

ている。また副専攻制度を新設しているため、所属

コースの専門を主専攻としながら、グローバル文化

学を副専攻にできることが特徴である。 
グローバル文化学環設立の目的は、第一にグロ

ーバル化する現代社会の中、さまざまな地域がどの 
 
図 1 グローバル文化学環への進学 

ように変わっていくのかを学ぶこと、第二に、将来、

国際協力や国際化するビジネス・学校教育・地域社

会の場で活動するための知識と態度を育成すること 
にある。 
担当教員は 2005 年度現在、文化地理学（石塚道

子）、異文化間心理学（加賀美常美代）、社会地理

学・オセアニア地域研究（熊谷圭知）、労働経済学

（篠塚英子）、イスラム史・中東地域研究（三浦徹）、

日本語教育学（森山新）を専攻とする、合わせて６

名の専任教員がおり、2006 年度からは国際協力学

の新任の専任教員 1 名が加わる。 
 
 
（グローバル文化学環ホームページより） 
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図 2 グローバル文化学環のカリキュラム 

2. グローバル文化学環への進学 

グローバル文化学環へ進学する学生は図 2 のよう

な課程を経ることになる。まず進学振り分け前の 1
年次に「基礎科目」を受講する。この基礎科目は、 
グローバル化」により、国家を単位とした政治、経

済、文化はどう変わりつつあるのか、またその中で、

個人と社会の関係はどう変わってきているのか、グ

ローバル時代における日本が置かれた位置など、グ

ローバル化という現象の全体像を、様々な切り口か

ら学ぶものである。基礎科目としては、以下のよう

な科目が開設されている。 
 
グローバル文化学総論Ⅰ・Ⅱ 
国際関係論  
グローバル・メディア論  
グローバル化と経済  
国際ジェンダー論  
比較法文化論  
グローバル・ヒストリー  

 
2 年次になり、グローバル文化学環への進学が決

まった学生は、グローバル文化学環の 3 本の柱で 
 

（グローバル文化学環ホームページより） 

ある、「地域研究・地域文化」、「多文化交流・多文

化共生」、「国際協力・民際協力」のそれぞれの科目

の中から希望する専門科目を横断的に受講していく

ことになる。 
本稿では私が担当する「多文化交流・多文化共

生」（担当：加賀美常美代、森山新）について説明

する。ここで目指されている点は以下の 2 つである。 
 
①国内外での多様な接触や交流が個々人の行動にど

のような影響を与えるか、言語的、心理的な側面も

加味して考えていく。 
②国や文化、価値観を超え、対話を通して相互理解

と協調・共生には何が必要かを、知識と実践の両面

から学ぶ。 
 
開講されている科目としては以下のとおりであ

る。このうち日本語教育に関するものは私が担当す

る「言語と文化」、「グローバル化と日本語教育」の

ほか、「共生日本語」などの科目があり、関連科目

としては「多文化間交流論」、「文化と人間関係」な

どの科目がある。 
 
多文化間交流論 
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言語と文化 
文化と人間関係 
グローバル化と日本語教育 
共生日本語 
文化と心理 
身体文化論 
言語と社会 
多文化共生論 
国際交流論 
 
3、4 年次になると実習に参加する。これはそれ

ぞれの専任教員を中心に行われる様々な国内外の実

習で、次の 3 種の実習がある。 

 

多文化交流実習 

地域研究実習 

国際協力実習 

 

これらのうちから学生は自らの研究テーマに合

わせた実習を選択する。実習では準備（基礎知識や

スキルの習得）、実習、報告書の作成、その評価の

4 段階を踏むことになっている。また 4 年次に行わ

れる卒業研究は、これを基盤に行われるのが原則で

ある。 
例えば日本語教育学を学び、研究しようとする

学生の場合には、「多文化交流実習」に参加するこ

とになる。具体的には本学と韓国の協定校、同徳女

子大学校との間で毎年開かれている「日韓大学生国

際交流セミナー」に参加する。 
また、日本語教師を志望する学生には日本語教

師養成のためのコースである「日本語教育基礎コー

ス」が準備されている。これは日本語教師養成 420
時間課程に相当し、28 単位を受講すると修了証が

授与される。したがってグローバル文化学環を経て

日本語教師になるためには、まず１年次に「グロー

バル文化学総論」のⅠ・Ⅱ、またはそのいずれかを

受講し、2 年次にグローバル文化学環に進学、3、4
年次に「多文化交流・多文化共生」の実習と研究を

行い、学部時代の間に「日本語教育基礎コース」を

修了し、大学院博士前期課程言語文化学専攻日本語

教育コースなどに進学するのが 1 つの道筋となるで

あろう。 
 

3. グローバル文化学総論Ⅱ 
 次に今年度行われた基礎科目うち、私が担当して

いる「グローバル文化学総論Ⅱ」の科目について紹

介する。この科目を担当したのは、私を含め 4 名の

専任教員で、2005 年度後期（10 月～1 月）に実施

された。このうち私が担当したのは、12 月 15 日、

22 日、そして年をまたいで 2006 年の 1 月 12 日の

計３回の授業であった。 
12 月 15 日の授業では、植民地時代から今日に至

るまでの韓国における日本語教育史に関する講義を

行った。 
これに続く 12 月 22 日の授業では、アジアの日

本語学習者の学習動機を知るため、韓国、台湾、中

国の留学生を招き、それぞれの国の日本語教育史、

学習者の学習動機、自らの体験談などを聞いた。 
 1 月 12 日の授業ではこれらの授業をもとに、「グ

ローバル時代の日本語教育に求められるもの」と題

したグループディスカッションを行った。討論の内

容は以下の 3 点である。 
①1、2 回目の授業の感想 
②よい日本語教師とは、その条件 
③グローバル時代に日本語教育は何ができるか 
①の 1 回目の韓国における日本語教育史、2 回目

の留学生たちの話を聞いた感想を大別すると、

以下の 3 つに分けられる。 
第一に今まで知らなかったことに単に気づいた

り、ショックを感じたりしたというものである。こ

の場合には過去の責任という点には触れられていな

いものである。 
第二は、気づきやショックにとどまらず、その

責任をどちらかというと日本や日本人である自己に

求めたもので、反省の念や、克服する道を模索して

いる場合である。 
第三には、意外さや違和感を抱いているものの、

第二の場合のように自己の反省や克服を解決の方策

とするよりも、状況や相手にも責任があると分析・

解釈しているものである。 
なお、その後グローバル文化学総論Ⅱの授業は、

1 月 19 日に、グローバル文化学総論Ⅱの最後の授

業として、担当した 4 名の教員が一同に会し、パネ

ルディスカッションが行われ、翌週の 1 月 26 日に

期末試験が実施された。 
期末試験では、4 問の問題が出題され、2 問を選

択し記述する問題であったが、うち日本語教育の問
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題は、以下のようなもので、51 名中 43 名の回答が

あった。 
 

「あなたが東アジア（韓国・中国・台湾）において、

日本人日本語教師として日本語教育に携わることに

なったとします。その際に求められると思うことを、

内容に重複がないように 5 つ列挙し、簡単に説明し

てください（1 つにつき、20～30 字程度）。留学生

の方は、自国で日本語教師として日本語教育に携わ

る場合のことを書いてください。」 
 
回答は、①日本語に対する知識や教育的な経験・

能力、②日本文化に対する知識と理解、説明能力、

③相手の文化に対する知識と理解力、④教師として

の人間性、の 4 項目に加え、東アジアがかつての日

本の植民地政策や侵略行為の被害国であるという特

性から、正しい歴史認識とそれに対する説明能力が

加えられ、5 つの項目が評価の対象となった1。そ

の結果が図 3 である。 
 

図 3 期末試験答案の項目別点数の合計 

 
この図から明らかであるが、授業の 1、2 回目で

日本語教育史について言及していたこともあって、

⑤の歴史認識に関する点数が最も高く、続いて④教

師の人間性、②日本文化理解、③相手文化理解の項

目が続き、日本語の知識や経験・能力が最も低かっ

た。これは、本授業がグローバル文化学環の授業で

あり、日本語教師としての言語教師としての側面が

強調されていなかったことによるものと思われる。 
 

4. おわりに 
 以上、グローバル時代における日本語教育のある

べき姿を考えるため、新設されたグローバル文化学

環の中での日本語教育の授業について検討した。学

部生を対象として行われるこのカリキュラムは、グ

ローバル時代にふさわしい人材育成の責務を担って

いるが、その責務を遂行していくためには、何より

も我々自身の思考をグローバルな時代にふさわしい

ものにしていく必要がある。また今回の授業では東

アジアに特化して日本語教師に求められる素質につ

いて検討したが、その際に①～④という普遍的な側

面に加え、⑤のような個別な側面が加わる場合もあ

り、普遍的な側面と特殊な側面の両面を考慮するこ

とも大切であろう。私自身の日本語教育史を振り返

ってみても、1991 年から 2001 年までの韓国の教育

現場においては、日本語教師としての普遍的側面と

ともに、やはり韓国という環境に特化された形で、

あるべき日本語教育、あるべき（日本人）日本語教

師像というものを模索してきたつもりである。しか

しながら、そうした経験をもとにしつつ、「グロー

バルな時代にふさわしい日本語教育・日本語教師と

はどのようなものか」という点について十分に整理

されているかというと、まだまだ十分とはいい難い。

今後グローバル文化学環の他の先生方とも連携しつ

つ、考察を深めていきたい。 
 
注 各項目の点数合計
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１ 今回のセミナーとほぼ同時期に行われた「韓国日本学

会第 72 回学術大会」で発表された平畑（2006）では、

アジアにおける日本語母語話者教師に望まれる資質に

ついて研究がなされており、「教育能力」、「人間性」、

「社会的視野」の３つが挙げられている。「教育能力」

は「日本語教育の実践力」（41％）、「学習者とのインタ

ーアクション」（28％）、「学習者の動機づけ」（13％）、

「高い専門性」（9％）、「日本語・日本語教育に関する

基礎的な知識」（5％）、「経験」（4％）などをさし、お

おまかに言って本稿の①に相当し、「人間性」は「よい

人柄や性格」（28％）、「コミュニケーション能力」

（25％）、「対等性の重視」（25％）、「意欲・粘り強さ」

（9％）、「柔軟性」（７％）、「社会人としての成熟」

（6％）など、本稿の④に相当している。さらに「社会

的視野」は「現地に対する理解と愛情」（27％）、「日本

語教育の理念」（24％）、「日本に対する知識と日本人と

しての認識」（23％）、「異文化理解能力」（17％）など

が含まれ、本稿における②、③に相当している。した

がって本稿と平畑（2006）との違いは本稿⑤の「正し

い歴史認識」である。これは本文中でも述べたように、

本稿が対象を過去に日本の植民地化を被った韓国・台

湾・中国という 3 国に限定していること、授業でもそ

の点が強調されたこと、平畑（2006）では調査の対象

を上記 3 カ国以外にロシアやウズベキスタンにまで拡

大し「アジアにおける日本語教師像」を考察している

ことなどによるものであると言える。 
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日本語に関わる経験によって韓国人学習者の認識は
どのように変わるか 

－韓国人留学生に対するインタビュー調査から－ 
 

河先 俊子 
 

要    旨 
本稿は、日本語学習や日本留学は韓国人学習者にどのような心理的、社会文化的な変化をもたらすのかという問題関心

に基づき、2 人の大学院生にインタビュー調査を行った結果を報告するものである。インタビュー調査から、①日本語学

習動機が消極的・他律的なものから、積極的・自立的なものに変化していたこと、②韓国に所属していることを意識して

いる反面、距離感も感じるようになったこと、③国家を基準として人を見ることに違和感を持つようになったこと、④日

本語や日本人との関係に基づいた役割認識を形成していることが確認できた。また、このような認識変容には、日本人と

の直接接触の経験、日本人及び韓国人の自分に対する視線や態度が関係していることが分かった。 
 
【キーワード】動機、 役割認識、 直接接触、 歴史認識、アイデンティティ 
 
 
1. はじめに 
韓国は、周知の通り日本語学習者の最も多い国で

あり、日本語教育の歴史も古い。また、日本語、日

本語教育に関する研究も盛んであり、多くの日本語

教師、研究者を輩出している。韓国における日本語

教育は制度的に行われ、重層的な人材に支えられて

いるという点で世界をリードしているといっても過

言ではないだろう。その一方で、韓国と日本との間

には、未解決の歴史問題が横たわっており、日本政

府の言動をめぐって、韓国のマスコミなどで反日機

運が高まることもしばしばである。また、韓国社会

には、日本の大衆文化が広く受け入れられている反

面、日本に対して否定的な感情を持っている人が多

いという現状もある。このような環境において、韓

国の人々は何をきっかけとして日本語学習を開始す

るのだろうか。特に、日本語を学習し、それを長期

間継続して、自分の職業と結びつけている人々は、

どのような心の葛藤と戦い、それを克服しているの

だろうか。日本語学習経験、日本留学経験は韓国人

学習者にどのような心理的、社会文化的な変容をも

たらすのだろうか。 
本稿はこのような問題関心に基づき、韓国の大学

の日本語関連学科を卒業して日本の大学院に進学し、

現在博士課程に在学中の留学生２名を対象としたイ

ンタビューを行った結果を報告するものである。 

2. インタビューの概要 
インタビュー対象者は、日本の大学の博士課程に

在籍する 30 代の女性二名であり、筆者とは大学で

同じゼミに出席する関係である。インタビューは、

あらかじめ質問項目を渡し、考えてきてもらった上

で行った。対象者に渡した質問項目の要約は下記の

通りである。 
① 日本語学習経験について：機関、場所、動

機など 
② 日本滞在経験について：場所、目的、期間

など 
③ 日本人との接触経験について 
④ 「日本」/「韓国」と自分との関係につい

て：「日本」/「韓国」は自分にとってどんな

存在か。「日本」/「韓国」は自分をどのよう

に見ていると思うか。「日本」/「韓国」に対

してどんなイメージを持っているか 
⑤ 日韓関係について：どのような立場で日韓

関係を見ているか。力関係についてどう思

うか 
⑥ 日本語のコミュニケーションについて：ど

のようなコミュニケーションの型が日本語

らしいと思うか。それを自分は使っている

か。使うことに対してどのように感じてい

るか 
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インタビューは、この順番に添って行ったが、④、

⑤に関しては、対象者の認識に影響を与えた体験も

具体的に話してもらった。この点、半構造的なイン

タビューに、ライフストーリー法を取り入れること

も試みた。なお、一人あたりの所要時間は 1 時間半

から 2 時間半である。 
インタビュー結果は書き起こし、日本語学習開始

後今までどのような認識の変容があったか、またそ

の認識変容に影響を与えた出来事は何であったかと

いう観点から分析した。 
 

3. インタビュー結果 
3.1 日本語学習に対する関与度の深化 
まず、日本語学習を始めたきっかけや動機につい

てたずねたところ、両留学生とも（以下留学生 A、

留学生 B と表記）自らの意志で始めたわけではな

いと答えた。留学生 A は（大学で日本語を専攻し

たのは）「自分の意志とは一切関係ありません」と

した上で、もともと小学校の教員になりたくて大学

を受験したが、失敗し、翌年もう一度チャレンジし

ようとしたところ、母が心配してレベルを下げるよ

うに勧めたため、あきらめて日語日文学科に進学し

たと語った。もともと関心がなかったため、１、２

年生の時は、全く勉強せず、ボランティア活動に夢

中になっていたという。留学生 B は高等学校から

日本語学習を始めているが、それは大学受験のため

に家庭科か第二外国語のどちらかを選ばなければな

らないという状況があり、家庭科は嫌いだったので、

入学した高校の第二外国語であった日本語を選んだ

ということであった。彼女はもともと英語が好きで、

英語で仕事をしたいと思っていたが、大学入試の際、

日本語の方が偏差値が低かったので、次の選択肢で

あった日本語にしたということである。彼女は日本

語教育学科に入学したのであるが、語学を専攻でき

る学科に進みたいという希望があり、また、語学を

教えることに興味を持っていたので、その対象が英

語から日本語に変わったという認識を持っていたと

いうことであった。 
このようにどちらかというと消極的、他律的な動

機づけによって始めた日本語学習であるが、両留学

生とも大学在学中にそれに積極的に取り組むように

なっている。留学生 A は大学 3 年次、ボランティ

ア活動ばかりしていた自分を反省し、自分の意志で

はなく始めたのではあるが、後悔しても母を恨んで

も仕方がないから、自分の専攻を頑張ろうと思うよ

うになったという。そして、小学校の教員になれな

かったから、大学院に進学して大学の先生になろう

と思うようになったということである。そして、彼

女は交換留学生の選抜試験を受け、合格して日本に

留学することになる。交換留学生に選ばれることは、

その学科でトップであることを意味し、誰もが目指

していたという。一方、留学生 B は、3 年生のとき

に、弁論大会で優勝し、報奨として日本旅行に招待

された。それをきっかけとして日本に興味を持つよ

うになり、日本留学を考え始めたということであっ

た。 
このように、日本語学習の動機は自律的なものに

変化しており、積極的に日本語に関与するようにな

っている。そして、この変化には、自分の日本語学

習への取り組みが評価されるという経験が関係して

いるように思われる。 
3.2 日本語・日本人との関係に基づく役割認識の形

成 
韓国において「日本語」とは、植民地時代に母国

語である「韓国語」を抹消するまでに強制された言

語であり、日本への同化の象徴でもあったため、否

定的な感情を伴って捉えられることが多い。また、

韓国語と日本語は言語学的に類似していることから、

日本語を学んでも、異なった思考方式や価値観を学

び視野を広げることには役立たないと言われること

もある。このように、日本語学習は、韓国社会にお

いて否定的に評価されがちであり、学習者に対して

も「なぜよりによって日本語を勉強しているのか」

といった問いが投げかけられることが多いようであ

る。この点、日本語学習者は他の外国語学習者以上

に、「なぜ日本語なのか」ということを強く意識せ

ざるを得ない状況にあると考えられる。 
今回のインタビューでは、日本語学習の動機の変

化を話題とした文脈で、留学生 B が「なぜ日本語

なのか」という問いとの対決について言及した。彼

女はこの問いに対して以下のように対処したと話し

た。 
日本語よりも教育の方にウエイトがある。楽しく勉強

できる方法に興味がある。「よりによってなんで日本語

なの」と言われることがあったが、「教育だから」と考

え、詳しく自分に問いかけることはなかった。 
このように留学生 B は、教育に重点を置くこと

によってこの問いに対処してきたのであるが、この
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問いは、「なぜ日本語を教えようとしているのか」

という形でずっと続いていたという。それに対して

は、以下のように対処し解決していた。 
非母語話者が日本語の正しさについて言っていること

の滑稽さを感じていた。だから、教え方がうまいとい

うことにかけようと思っていた。でも、それだけはな

いような気がしていて、その言語をどう見ていて、ど

う捉えていて、何を伝えようとしているかということ

をどれだけアピールできるかということも大切なのか

なと思うようになった。韓国語が話せる一人として、

もう一つの道具を持った人間としてこれを使ってこん

なことができるという一つのサンプルとして私自身が

表象できればいいと思ってきた。 

このように留学生 B は「なぜ日本語なのか」と

いう問いと対決し、それの答えを見つけ出すプロセ

スを経て、日本語との関係に基づく自分の役割を明

確化していると考えられる。 
一方、留学生 A の語りには「なぜ日本語なの

か」という問いに対する言及は表れなかった。しか

し、日韓関係における自分の位置についてたずねた

際に、以下のように述べている。 
以前は帰国して日本語教師になり、日本で経験したこ

とを教えることばかり考えていたが、韓国語を教えな

がら去年から日本人に韓国のことを教えることにやり

がいを感じるようになった。私が知っている日本より

は私が知っている韓国のことの方が多い。日本人が韓

国のことを分かってくれるようになり、民間レベルで

親密になるということが、私のやるべきことなんじゃ

ないか。 

このように留学生 A は「なぜ日本語なのか」と

いう問いとの対決というプロセスは経ないものの、

日本人との関係に基づいて、韓国のことを教えると

いう自分の役割認識を形成している。このような役

割認識を持つようになった具体的な出来事について

たずねたところ、自分がチマチョゴリの着方など韓

国のことを教えている時、みんなが目をきらきらさ

せて興味を持って聞いてくれるのを見たら、教えが

いや喜びを感じたという。留学生 A の場合、韓国

人としての背景が日本社会で積極的に評価されるこ

とが、役割認識の形成に寄与していると言える。 
一方、留学生 B は前述の語りからもうかがえる

ように、非母語話者として日本語を教えることにつ

いて悩んだ結果、韓国語に加えて日本語という道具

を持った人間として、できることが増えた自分を提

示するという役割認識を持つようになったと言える。

「自分に何ができるのか」悩んだという語りは、日

本は自分をどう見ていると思うかについてたずねた

際にも出てきており、「最近は、（日本語教育業界の

人が）私自身のアイデンティティをはっきり持ちつ

つ、マルチな見方ができる人としてだったらなんか

できるかもしれないというふうに見てくれているよ

うな気がする」と答え、それに加えて自分が貢献で

きる分野が前よりはっきりしたと語っている。この

ように留学生 B も悩みながらも日本における自分

の役割認識を肯定的に形成していくが、それには、

2 つ以上の視点を備えているという利点が彼女の所

属している社会で肯定的に評価されているという認

識が関与しているようである。 
3.3 「日本」及び「韓国」と自己との関係 

3.2 の役割認識に関する語りでも表れたように、

留学生は自分の中の韓国的な部分を意識すると同時

に、それを日本語や日本人と接合させて役割を認識

している。この点、彼女たちは、韓国的なものと日

本的なものを自己の中で接合させていると考えられ

る。 
「韓国」が自分をどう見ているか意識したこと

はあるかという問いをきっかけとして、留学生 A
は以下のようなエピソードを語った。 

去年、韓国に帰ったとき初めて心が重くなって日本に

帰ってきた。私が日本に住んでいるからそうなのだと

思うが、竹島問題について「日本人はどうしてああな

の」とみんなに言われた。自信を持って、「それは日本

人はという問題ではなく、学校教育で洗脳されている

から。日本人は教わってないし分からない。日本人に

問題があるではなく、国の問題だ」と強く言った。昔

だったら、こんなことは言えなかった。 

このエピソードからうかがえるように留学生 A は、

日本を弁護するような発言を行っており、その点で

韓国にいる友人とは一線を画している。彼女はこの

ような発言をしたことについて「寂しかった」と語

り、またこのような発言ができたのは「日本でいい

人に恵まれているからだ」と話した。さらに留学生

A は、日本で勉強しているからこそ、「日本人はど

うなの」ということを代表して言うことを求められ

ているような気がすると語った。また、韓国の友人

は自分が日本人の考え方に近づいていると思ってい

るかもしれないということであった。 
このように、留学生 A は、韓国にいる友人から
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は、自分の中の韓国的なものを疑われていると感じ

ながらも、日韓関係の政治的な問題に関して韓国の

友人とは異なった見解を示す。しかし、以下の「日

本」が自分をどう見ているか意識したことはあるか

という質問に対する答えからうかがえるように、自

分が「韓国」に帰属していることを常に意識して生

活しているといえる。 
韓国にいると自分がもし間違いを犯したら親の顔に泥

を塗ることになると思うが、日本にいると自分が間違

いを犯したら、韓国人留学生みんながああなんだと思

われ、「韓国」に泥を塗ることになるような気がする。 

一方、留学生 B は、「日本」と「韓国」とに対す

る自分の立ち位置に関する質問に対して、内容によ

って少し変わるとした上で、一歩はなれたところで

発言し、どちらにもアプローチできる第 3 の立場に

立ちたいと語った。彼女がこのような立場を志向す

るきっかけとなったのは下記のような経験と関係が

ある。 
来日して 5 ヶ月後、一時帰国した時に飛行機である男

性と知り合い、日本に戻った後、その男性が経営する

貿易会社で通訳の仕事をすることになった。社長は、

保証人になってくれるなどいろいろな面で面倒を見て

くれた。それまで日本人の男性は怖いという根拠のな

いステレオタイプや偏見があったが、違うかもしれな

いと思うようになった。もしかすると一度も現地の人

と人間関係を持ったことがないのに、読んだり聞いた

りしたことだけで判断してはいないだろうかという問

いが始まった。仕事の際に、取引先の韓国人の社長か

らあなたは韓国人なんだからこれもやってよというこ

とを言われておかしいと思い、腹が立った。また、韓

国からの訪問客が社長に対して私が社長の彼女かとい

うふうに聞いた。意外にも社長は私に謝ったが、彼は

私の気持ちを読み取ってくれたのだと思う。 

また、留学生 B は、「韓国」に対するイメージに

ついてたずねた際に、来日して 4，5 年後に韓国・

中国の子どもたちに歴史を教える活動を行った時、

日・中・韓の歴史観の違いに気がつき、韓国での教

えられ方やそこで得てきた知識に対する疑問を抱く

ようになったという。そして「今まで何を教えられ

てきたんだ」と思い、ショックを受けたと語った。

彼女は、中国はどのように自分たちの存在を支えて

きたのか、それはなぜ必要だったのかを考え、自分

が両者の考え方や歴史を知るということは、ただ事

実を知る以上の意味があると考えるようになったと

いう。そして、次の世代に伝えていくとき、少なく

ても偏った伝え方だけは止めようと思ったと語った。

彼女は、このような認識に至る過程で、「何で日本

語を教えていかなければならないか」という問いと

結びついたと話している。 
さらに、留学生 B は、日本に対するイメージが

悪くなった原因について語る中で、「自分のことが

分かってもらえない」と話し、「韓国人はそうなの

ね」というように個人としてではなく「韓国」と結

びついている部分のみで評価され、それ以上の存在

としては見てもらえないことに対する不満を述べて

いる。 
このように、留学生 B は、自分の文化的なアイ

デンティティは韓国にあると認識している一方で、

「韓国」に対して違和感も持ち、一線を画そうとし

ていることがうかがえる。 
 このような留学生が意識する韓国人性は、日本人

と比較したときの自己の弱さに対する認識と結びつ

く場合もありそうである。留学生 A によれば、研

究生時代、レストランでアルバイトをした際に、き

つい仕事だけ自分に押し付けられたので、自分が弱

いこと、あるいは差別されているという感じを持っ

たということである。このような感覚は、その後の

コンビニでのアルバイトで、自分より長く働いてい

る日本人よりも高い時給をもらい、金庫の管理を任

させるようになったという経験を通して解消されて

いる。また、留学生 B の「ネイティブじゃないか

ら」という発話からも、マイノリティとしての自分

の弱さを意識していることがうかがえる。この感覚

は、周りの日本人から「マルチな見方ができる人」

として見られているという感覚、学内で様々な仕事

を任せられるという経験を通して和らぎ、現在は韓

国語母語話者として日本語を教えることに意義を見

出すようになったのは前に見たとおりである。 
3.4 国家を帰属先として人を見ることへの違和感 
両留学生の語りの中には、国家という枠組みで

人を捉えることへの違和感が表れる箇所があった。

留学生 A は、 
日本に来る前は、韓国・韓国人と日本・日本人と分け

て考えていた。今は韓国だから日本だからではなくて、

どこに行ってもこういう人がいる、一人の人間として

見るようになった。これが日本に来て考え方が一番変

わったこと。今私が会っている日本人は大好きだが、

日本がどんな国で、好きかと言われたらまだ分からな
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い。 

と語っている。このように思うようになったきっか

けについてたずねたところ、 
日本で生活しながら辛いこと、大変なことがあったが、

何かあったら自分のことをおいて走ってきてくれる。

日本人はこれ以上深く付き合えないというが私はそう

ではないと感じた。そういう人に出会ったことが考え

方が変わったきっかけだ。 

と答えた。彼女は、韓国語を教えることを通して、

知り合った日本人と家族ぐるみの付き合いを続けて

いること、大学時代の助手やチューターに勉強のこ

とで悩んでいたときに助けられたエピソードなどを

話してくれた。 
一方、留学生Ｂも、上述のアルバイト先での出

来事を話した際に、「どこどこの国の人だからとい

う枠はないかもしれない。それは幻想だ」と話した。

両者にとって、日本人との直接接触経験が、認識の

変容をもたらしたと言うことができる。 
3.5 歴史認識について 

3.4 までは、日本語学習開始から現在までの心理

的な変化をそのきっかけとなった出来事と関連づけ

ながら述べてきたが、最後に両留学生の語りの中に

出てきた、日本人の歴史認識に関する部分に触れて

おきたい。 
留学生 A は、日韓関係に対する認識についてた

ずねた際に、歴史問題に言及し、以前は政府＝日本

人と思っていたが、国民は何も教わっていない、日

本の国に問題があって国民ではないと述べた後、下

記のように述べている。 
従軍慰安婦の問題もやった側は分からないが、やられ

た側はいつまでも傷として残る。それをいつまでも言

ってもいても仕方がないし、過去は終わりで未来志向

になった方がいいと思う。でも過去のこともなかった

のではなく、認めることは認めなければならない。素

直な気持ちで謝罪すれば、韓国人も許せると思うが、

政府の行動は違っているので残念だなと思う。これを

付き合いのある日本人に話すと「日本政府はおかし

い」という人は多い。 

また、もし日本人に「それはただ過去の問題ではな

いか」と言われたらどう思うかという質問に対して

は、その人の根本的な考え方に問題があると思うと

答えた。 
一方、留学生 B は日本に対するイメージについ

てたずねた際に、歴史の問題に言及し、下記のよう

に述べた。 
例えば歴史の問題を考えてみても、日本人は「内政干

渉でしょう」で終わってしまうがそれでいいんだろう

か。知らないから葛藤していないだけ。葛藤をしない

と前に進めない。もうちょっと知りましょう。その葛

藤を表に出しましょう。正しい正しくないって誰が決

めるんだろうと思うようになって、どのくらい知って

いるか、何を知ろうとしているのかというメタからみ

た問いをしていかないと、話にならないという考え方

が強くなった。 

このように、両留学生とも日韓関係の歴史につ

いて日本人が韓国人にとっての歴史的事実を知らな

いことを問題視し、少なくてもそれを知り、それを

認めることを求めていることがうかがえる。 
 

4. 日本語教育の実践への示唆 
以上のように、二人の韓国人学習者は、日本語学

習経験、日本への留学経験を通して、日本語との関

わりを深化させ、日本語や日本人との関係に基づく

役割認識を形成させていた。そして、このような変

化には、日本語学習への取り組みが評価された経験、

仕事などを通して日本社会で必要とされた経験、自

己の構成要素としての韓国性が評価された経験など

と関係があることが分かった。また、自分と「韓

国」との結びつきを意識する一方で、韓国にいる

人々からは一定の距離感を感じたり、自分の所属先

である「韓国」に違和感を持ったりしていることも

分かった。この点、彼女たちに文化的アイデンティ

ティは日本と韓国との間で揺れていると考えられる。

このような文化的アイデンティティの揺れは、日本

人及び韓国人の自分を見る視線、つまり日本人から

は「韓国」を代表しているように見られ、韓国人か

らは「日本」に近づいているように見られること、

と関係が深いようであった。さらに、特定の日本人

との深い接触経験は、国家を枠組みとするステレオ

タイプ的な日本人観を崩し、一人の人として日本人

を見ることを促している。このような文化的アイデ

ンティティや人間観の変化は、留学生 A の場合は、

政府のやっていることには限界があるから、自分は

韓国語を教えるという民間の次元で頑張ろうという

役割認識、あるいは自分の周りの韓国人に積極的に

日本を理解してもらうように働きかけるという行動

に結びついていると考えられる 。 
このような二人の語りから、日本語教育の実践現
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場への示唆として何が読み取れるだろうか。月並み

ではあるが、以下の点を指摘したい。まず、日本人

との付き合いは認識変容に重大は影響を及ぼすとい

うことである。この点、日本語教育の現場でも、日

本人と直接接触する機会を設けていくことが重要だ

と言えるだろう。第二に、大学、アルバイト先など

所属する社会において必要とされているという感覚、

特に韓国という背景を背負っているからこそ肯定的

に受け入れられるという感覚を持つことが、彼女た

ちの肯定的な自己認識、役割認識の形成に関わって

いるようであった。従って、日本語教育の現場でも、

このような感覚を持つような場を提供することも重

要になってくるかもしれない。さらに、日本社会と

密接にかかわっていく韓国人留学生にとって、日本

人の歴史認識は重大な懸案事項であることに鑑みれ

ば、日本語教育の現場でもこの問題を積極的に取扱

った方がいいと考えられる 。 
 

5. 今後の課題 
筆者は、「①日本語学習及び日本留学の経験は、

韓国人学習者の日本語及び日本人との関わりを深化

させ、日本との関係に基づいた役割認識を形成させ

る。②またその過程で、文化的アイデンティティが

変化する。③認識変容には、日本人及び韓国人の自

己に対する視線や行為が重大な影響を及ぼす」とい

う曖昧な仮説を持って、聞き取り調査を始めた。そ

して日本語学習及び日本留学による心理的、社会文

化的な変容を、関係性に基づくアイデンティティ、

文化的アイデンティティの側面から捉えることを模

索し始めたところである。本稿は、聞き取り調査の

ごく初期段階の部分を報告したものであり、調査報

告としても不完全なものである。また、以下のよう

な論理的な枠組み、分析方法に関する問題点も山積

みである。 

まず、植松(1999)が指摘するように、全般的なア

イデンティティとその下位組織としての文化的アイ

デンティティを区別する必要がある。例えば、人は

自尊心を保つために様々な戦略をとるが、Crocker 
and Major(1989)が指摘するように、民族集団が否定

的な評価を受けている場合、民族集団と自分自身を

分けることで自尊心を保つという戦略がとられる。

従って、国家と人を区別する意識や自国集団との間

に一定の距離をおく意識も自尊心を保つための戦略

との関連において分析できるかもしれない。また、

アイデンティティの構成要素と役割認識との関係、

それに影響を与える要因などについての論理的な枠

組みを作ることも今後の課題である。特に、今回は

分析できなかったのであるが、日本語及び日本語の

コミュニケーションの型の習得とその実行もアイデ

ンティティに影響を与える要因として、論理的な枠

組みの中に取り入れたいと考えている。さらに、学

習者の認識変容をアイデンティティの側面から捉え

た時、心理的変容ないしは社会文化的変容の概念と

分析枠組みとどのように接合させるのかという問題

も残っている。それと同時に、認識・行為・感情の

どのレベルで分析するのかということも明確にして

おく必要があるだろう。 
これに加えて、インタビューとその分析に関する

方法論的、技術的な問題もある。本研究では、ライ

フストーリー法を用いようとしているが、それが研

究の目的に適っているかどうかは再検討の余地があ

る。さらに、ライフストーリー法も今のところ十分

に使いこなせているとは言えないため、技術的な訓

練も必要である。 
以上のように課題は山積みであるが、一歩ずつ解

決し、韓国人学習者に対する日本語教育が果たして

いる役割を明らかにし、今後の発展にも役立ててい

きたいと考えている。 

注 
1. 留学生 A は自分の両親や韓国に住んでいる友人に日本

人の友人を合わせているということであり、そうする

ことによって彼らの日本に対する認識が変化している

と感じている。 
2. フェリス女学院大学では、2005 年度の日本事情の授業

で日本人の歴史認識を取り上げ、その現状と要因につ

いて調べたり、日本人学生、欧米からの留学生を交え

て討論するという活動を行った。その結果、欧米の留

学生という東アジア外部の参加者の存在は、留学生の

意識を高めるのに有効であるという示唆を得た。 
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台湾における日本語教育の過去と未来 
 

張 瑜珊・孫 愛維・林 美琪 
 
 

要    旨 
 本稿は台湾における日本語教育史を時代順に沿って紹介していった。主に植民地になった時代と終戦後から現在までの

日本語教育事情に重点を置いた。まず、植民地時代における日本語教育は統治国である日本によって創立され、確立され

ることを説明した。その中でいくつかの教育政策が発表され、台湾の教育システムに貢献した。さらに、台湾人の日本語

習得のためにいくつかの教授法が使用された。次に、「哈日族」が流行している現在の台湾の日本語教育事情を概観した。

台湾における教育機関の種類、学習者と教師数から見た中・高等教育の日本語教育の現状と問題点について論じた。 

 
【キーワード】植民地、台湾の日本語教育の現状、中等教育機関、高等教育機関、学習者の減少 
 
 
1.台湾における日本語教育の時代区分 
台湾における日本語教育史は大きく 3 つの区分

ができる。それは植民地になる前、植民地になった

時代、終戦後から現在までである。本稿では、主に

植民地時代と終戦から現在の状況を中心にしていて、

時代順に沿って台湾における日本語教育を概ねに述

べる。 

 

2.植民地になる前の日本語教育 

日本語「教育」と言うと、「教育」の文字が入っ

ているために、近代の産物のように思われる。しか

し、日本の対外関係を考察してみると、物と物の交

流と同時に、人間の交流も始まっているはずである。

つまり、信長時代には入ってきたキリスト教の宣教

師たちは日本語を話さなかったのだろうか（泉）。

そのため、日本語教育は日本の歴史と同じ長さがあ

るといえるだろう。 

 
3.植民地時代の日本語教育史 

1895 年に日清戦争が終わって、日本が台湾を植

民地にした。同年の 6 月に台湾で日本語教育が始め

られた。しかし、ここで始められた日本語教育は日

本語教育というよりも植民地教育と呼ばれる説もあ

る。この時代の日本語教育で大変重要なことは、日

本語教育を近代教育の 1 つとして、組織的に体系的、

しかも植民地の皆に日本語で日本語を教え始めた最

初だった。この教育は日本の終戦まで続いた。 

台湾の日本語教育史を研究する蔡茂豊氏

（1989）によると、台湾殖民地時代の教育は更に次

のように再分類されている。 

①まず、台湾の教育にはどんな政策を取ればいいか

を模索し続けていた 24 年間である。 

②次に、24 年間模索してから、日本統治者は教育

面において、台湾の日本語教育における政策が

やっと確立した時代である。 

③続いて、新台湾教育令を出して、台湾人は日本人

と同じ教育機関で授業を受けられるようになっ

た時代である。 

④最後は共学時代が更に一歩進んで、日本人小学校、

台湾人公学校など一律国民学校と統合した時代

である。以下この 4 つの時代についてそれぞれ

の政策、成果を検討する。 

3.1 日本語教育の模索時代（1895－1919） 
台湾は日本にとって初めて植民地経営を行った

ところである。そのため、この時代は台湾人にど

のような日本語教育をすればいいか、という試行

錯誤を繰り返した時代だったといえよう。 

3.1.1 芝山巌事件 
1895 年に日本語教育は規模・組織・目的の点で

本格的に開始された。その創始の中心人物は伊沢

修二である。伊沢は下関条約により日本の領土に

なった台湾の総督府学務部長として、6 人の教師

を率いて渡台した。伊沢はすぐ台北の近郊にある

「芝山巌」で芝山巌学堂を創立し、通訳を使って、
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生徒集めに取り掛かった。その目的は新領土にお

ける教育の開拓と同化政策であった。 
しかし、翌年、日本語教育史上のみならず、日

本近代史上の一事件としても広く知られている

「芝山巌事件」が起きた。それは伊沢とともに芝

山巌で日本語教育を始めた 6 人の日本語教師が反

日蜂起した台湾人に殺害されたという事件である。

当時、伊沢は日本で講習員を募集するために、一

時帰京中だったため、命拾いをした。 

事件の直接の原因についてはまだ決定的な説が

ないようである。当時、日本統治に対する台湾民

衆の激しい抵抗があり、台北だけでも数千人の民

衆が蜂起したといわれる。日本語教育に携わる日

本語教師が抗日運動の標的にされたことは十分に

考えられるが、それ以外にも、日本政府が課した

鑑札税に対する不満、日本兵たちの乱暴に対する

報復、日本人の頭に懸賞をかけて起きた暴動など、

いくつかの原因が推測されている（関 1997）。 

その 6 名の先生の命をかけて教育に当たる芝山

巌精神は、その後、美談化され、長く台湾教育の

指針とされた。さらに、1930 年に芝山巌神社が創

建された。 

3.1.2 国語伝習所の設立 
国語伝習所規則により、1896 年に各地に国語伝 

習所を設立された。その中には、台湾漢民族と原住

民の国語伝習所が含まれる。 
国語伝習所規則の内容を見てみると、第一条には、 

「本島人二国語ヲ教授シテ其日常ノ生活ニ資シ、且

本国的精神ヲ養成スルヲ以テ本旨トシ」と明記され

ている。その本国精神とは、皇室を尊び日本を愛す

ることである。 
さらに、総督府国語学校に師範部と語学部も設

置された。師範部では、教員の養成に当たるとも

に、台湾における普通教育の方法を研究するもの

である。語学部では、通訳・役人を養成するため

に日本語を教授した（関 1997）。 
3.2 日本語教育の確立時代（1919－1921） 
台湾統治から 24 年間、日本の統治者は教育の面

において、模索を試行し続け、1919 年に「台湾教

育令」を出した。これをもって、台湾の日本語教育

における政策が確立したと見なされる。 

台湾教育令は六章三十二条から構成され、台湾

の各級学校における目的と修業年限及び入学資格が

確立され、模索時代の試行錯誤から抜け出し、体系

された教育システムを見せた。 
3.3 日本語教育の内台人共学時代（1921－1943） 
台湾教育令が発布してから間もない 3 年後の

1922 年、新台湾教育令を発布した。新台湾教育令

を発布する前には台湾人は公学校、日本人は小学校

に分けて別々に教育したが、新台湾教育令によって、

台湾人は日本人と同じく机を並べて、授業を受けら

れるようになった。なぜ新台湾教育令を出したのか、

その理由は時代の推移で台湾人の政治的、社会的自

覚が盛り上がり、日本統治者はその雰囲気に応じた

ためである。 

しかし、日本人小学校に入学するのは日本語を

常用する台湾人児童のみだった。当時、日本語を母

語とする台湾人家庭は極めて少数で、日本人と共学

を許された台湾人は限られた者だけだった。 

3.4 日本語教育の義務教育時代（1943－1945） 
1943 年から 1945 年の終戦までの期間を台湾日本

語教育の義務教育時代と称し、1943 年から初等教

育を義務教育として実施した。 

台湾人の小学校、台湾人の公学校など一律国民

学校と改称した。当時、太平洋戦争がますます激し

くなり、台湾の戦略地位と日本への忠誠心の養成が

必要だと見られ、台湾人の同化を狙ってのことだと

思われる。しかし、実施して 1 年半ぐらい終戦を迎

えた。 

3.5 殖民時代における日本語教育政策 

①国語伝習所規則（1896 年） 

この規則によって、各地と原住民の国語伝習所

が設置されて、つまり漢民族だけではなく、原住民

にも日本語教育を行うことになった。 

②台湾教育令（1919 年） 
この教育政策によって、台湾における日本語教

育の基盤は固められた。 

③新台湾教育令（1922 年） 
新台湾教育令を出す前、内地人つまり日本人と、

本島人つまり台湾人が別々の学校で勉強したが、こ

の法令によって、共学することになった。また、本

島人にも中等教育機関へ進学するための日本語力が

要求されるようになった。 

④国民学校（1941 年） 
国民学校に変える前の日本語教育は、35 年間も

実施したが、日本語理解者の割合は 10％にも満た

ない状態だった。しかし、教育に対する軍政の締め

付けが厳しくなり、公学校も国民学校と変えられ、
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日本語理解者率は 57％に達した。 
3.6 殖民時代における教授法の流れ 

①二言語併用対訳法 
台湾における日本語教育の教授法は伊沢修二が

使用した二言語併用対訳法から開始した。 
伊沢は当時使用した会話書は各ページが上下 2

段に分かれ、上が日本語で、下が台湾語で書かれて

いる。また、上下段とも読み方はカタカタで表示さ

れている。配列は「語から句、そして文」の順番に

なっている。台湾人に日本語を、日本人に台湾語を

学ぶことを目的とした（藤井 2002）。しかし、この

対訳法の効果はあまり見えなかった。 

②グアンの教授法 
第二回講習員である山口喜一郎は、フランス人

のグアンの教授法を応用した直接法を開発し、実践

した。グアン式教授法とは、幼児の言語習得過程を

観察して生まれた教授法である。「本を出します、

本をおきます。本をあけます。本を読みます」のよ

うな一連の行動を教師が動作しながら発音し、次に

学習者がそれを反復や問答の形で練習して、覚えさ

せるというものである（藤井 2002）。 
③ベルリッツ法とイェスペルゼン法 
ベルリッツの方法は日常会話を主体としたもの

で、会話中心教授法とも言われる。ベルリッツ・メ

ソッドの原理は目標言語の音声とその概念との直接

連合と目標言語のみの使用である。イェスペルゼン

法とは、音声教育を重視した教授法である。 
④構成式言語教授法 
イェスベルゼン法の後に、構成式言語教授法が

取り入れられた。構成式法とは、問答法を取り入れ

た文型練習的な要素が盛り込まれた教授法である。

殖民時代では、日本語教授法は様々に試みられたが、

残念ながら、その中で唯一定着していた方法が文型

練習である（泉）。  
3.7 成功した殖民時代の日本語教育 

以上、1895 年から終戦までの 50 年の日本語教育

の成果をまとめてみると、台湾での日本語教育が成

功したと言えるだろう。その原因は日本側の教育に

対する熱意と総督の清廉が上げられる。さらに、漢

民族特有の柔軟性と適応性も日本語の学習を容易に

すると推測される。最後に漢字という文字の利点も

挙げられた。 

そこで、日本語教育の実施によって、日本語は

漢民族と原住民の共通語になって、全島のコミュニ

ケーション言語になった。日本語教育は台湾で深く

浸透したことで、日本語は台湾人にとって、コミュ

ニケーションの言葉だけではなく、物事を考えたり

する言語にもなっていた。これは、反日本植民地の

文学作品は主に日本語で書かれていることから分か

った。 
最後に台湾教科書は日本統治を再評価したこと

がある。現在の中学の新教科書『認識台湾』は、日

本殖民時代について「日本語による基礎教育は台湾

人が現代知識を吸収する手段となり、台湾の現代化

を促進した」と前向きな評価をした（蔡 2003）。 
4.終戦後から現在までの日本語教育 
4. 1 戦後の日本語教育 

戦後の日本語教育はまた以下の 3 つの時期に分

けられる（蔡 2003）。 

①日本語教育の暗黒期（1945－1963） 

最初、殖民地色彩を抹消するため、新たに台湾

の新統治者になった国民政府は日本語使用の禁止令

を出して日本語教育の暗黒期に入った。 

②日本語教育の転換期（1963－1989） 

転換期とは 1963 年、私立大学に日本語学科がは

じめて設置され、戦後以来抑えられた日本語が正式

に大学で勉強ができた。それをもって台湾は正式に

日本語抑制の枷を外すのを迎えようとした時代とな

った。 

③日本語教育の飛躍期（1989～現在） 
飛躍期は私立大学だけではなく、国立大学にも

日本語学科が設置し、全面的に日本語に開放する姿

勢を見せた。また、1996 年に一般教育体系の「銘

伝大学」に「応用日本語学科」が設置されたのを皮

切りに、短大、専門学校にも続々と「日本語学科」

を設置した。4.2 からは飛躍期での日本語教育を紹

介する。 
4.2 飛躍期における「哈日族」という現象 
台湾では 1994 年以降、ケーブルテレビが普及し、

日本の番組を見ることができるようになった。それ

によって、1990 年代後半からは日本のサブカルチ

ャーが若者の間に大流行し、「哈日（日本が大好

き）族」という言葉が誕生した。 

また、この 10 年間政治的環境の変化及びマスメ

ディアや交通手段などの発達により、台湾社会に大

きな変化をもたらしている、と藤井（2005）は言う。

こうした変化によって日本語教育も盛んとなり、日

本語の学習者人口も世界で 5 番目に多いという1。 
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5. 現在の台湾の日本語教育機関 
5. 1 日本語学習者と教師の数及びその現状 
現在、台湾2では中等教育、高等教育及び一般の

語学学校などの機関で日本語教育が行われている。

表 1 を見ると、その学習者数はそれぞれ中等教育機

関が 36,597 人、高等教育機関が 75,242 人、学校以

外の教育機関（ここでは、語学学校などを指す）が

16,802 人で、合計 128,641 人である。その中に、高

等教育機関の学習者数が一番多く、全体の 58.49％
占めている。 

教育機関によって、日本語教師数の差も見られ

る。中等教育機関の 1 機関あたりの平均教師数は

3.0 人で、高等教育機関の 9.0 人と学校教育以外の

機関の 5.8 人に比べると少ないことが分かった。ま

た、専任教師の割合については、中等教育では専任

教師は全体の 33.1％を占め、高等教育の 42.2％と語

学学校の 34.3％に比べ、やや少ないことが分かった。

それによって、1 人の教師が担当する学習者数の違

いも見られる。中等教育機関では 1 人あたりの教師

が担当する学習者は 70.1 人で、高等教育機関では

57.7 人で、語学学校では 25.1 人である。中等教育

機関の教師の負担がいちばん大きいということが明

らかである。 

 
表 1 段階別教育機関における日本語教師数と日

本語学習者数 

 
学習者数 

1 校あたり

の教師数 

1 人あたりの教師

が担当する学習者 

中等 

教育 
36,597 人 3.0 人 70.1 人 

高等 

教育 
75,242 人 9.0 人 57.7 人 

語学 

学校 
16,802 人 5.8 人 25.1 人 

 
教師面においては、ほとんどの教育機関では日

本語非母語話者教師（以下、「台湾人教師」）以外に、

日本語母語教師（以下、日本人教師）を採用してい

るのが一般的である。しかし、日本人教師の数は表

2 で示している通り、少ないことが明らかである。

つまり、台湾人教師が専任及び兼任している割合が

日本人教師より高いということである。また、段階

別で見ると、中等教育機関の日本人教師の割合

6.09％は高等教育の 25.09％と語学学校の 20.75％に

比べ、少ないことが分かった。その理由の 1 つは、

日本語学科が設けられている中等教育機関が少ない

からだと思われている。もう 1 つは、台湾の教育部

の規定により、教師免許を持たない人は中等教育機

関で働くことができないという事情があるからであ

る。 
 

表2 段階別専任及び兼任教師の数とその割合 
 機関

数 
専任  （人） 

[日本語母語話者] 
兼任 （人） 

[日本語母語話者] 
中等 
教育 175 173 

[12] 
93.06% 
[6.94%] 

349 
[43] 

87.68% 
[12.32%] 

高等 
教育 145 550 

[138] 
74.91% 
[25.09%] 

754 
[83] 

88.99% 
[11.01%] 

語学 
学校 155 723 

[150] 
79.25% 
[20.75%] 

1,103 
[169] 

84.68% 
[15.32%] 

 
なお、日本人教師は主に次の 3 つの理由で台湾

に滞在しているものが多い。1）結婚や留学という

事情、2）日本語教師養成講座の実習の目的、3）日

本語教授経験を積むためである。また、台湾人教師

は、主に日本に留学した者或いは日本語学科の出身

者となっている。 

現在、高等教育機関で日本語教師養成の科目を

設けているのは、わずか 20 機関だけである。開講

される科目は「日本語教授法」、「第 2 外国語教材

教授法」などがある。しかし、それを履修しても中

等教育機関での専任日本語教師の採用枠は極めて限

られているので、就職にはなかなかうまく結びつか

ないというのが現状である。 

5. 2 日本語教育機関で使用されている教材 

教材について、現在日本で販売されている『み

んなの日本語』や『文化初級』などの台湾版教材が

簡単に手に入る。中には、特に『みんなの日本語』

Ⅰ、Ⅱと『文化初級』が初級者向けの教材として多

く使われている。しかし、これらの教材のほとんど

は日本国内にいる留学生向けの教材であるため、機

関によって、教師自ら台湾人学習者に合う教材を作

って教えるケースもよく見られる。また、生の日本

語に近い会話教材あるいは中上級者向けの教材はな

かなかないという声も挙げられている。 
 

6. 段階別日本語教育機関の現状と問題点 
6. 1 中等教育機関の現状と問題点 
6. 1. 1 中等教育機関の現状 
表 33で示しているように、現在台湾の中等教育

機関では機関数、教師数及び学習者数ともに大幅に

減少している。その理由は 2 つ考えられる。 
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表3 年度別教育機関数、教師数、学習者数 

 中等教育 高等教育 

11 年度 277 132 
15 年度 175 145 

教育機関数

（校） 

増減率 ▲36.8% 1.0% 
11 年度 611 1,022 
15 年度 522 1,304 
増減率 ▲14.6% 27.6% 

教 師 数

（人） 

11 年度 57,029 73,505 
15 年度 36,597 75,242 学 習 者 数

（人） 増減率 ▲35.8% 2.4% 

 

その 1、普通高校以外の職業高校は大学進学対策

のための科目を重視した総合高校へと改編したため、

従来の応用外語科日本語コース、応用日語科、観光

学科等が廃止されたのである。このことにより、多

くの職業高校が定員割れを起こしている。その 2、
中学校では、教育部による年一貫制（小中学校一貫

教育）の導入により、日本語教育は一部の学校でサ

ークル活動として行われるのみとなったからである。 

しかし、普通高校では授業に第 2 外国語教育が

取り入れられていて、日本語の人気は群を抜いてお

り、他のフランス語、ドイツ語、スペイン語を大き

く引き離している。また、全国高校生日本語スピー

チコンテストや第二外国語連合（日本語）成果発表

会なども毎年盛大に行われているため、日本語自体

はまだ人気があると言えるであろう。 
6. 1. 2 中等教育機関の問題点 
中等教育機関の問題点として 6 つ挙げることが

できる。 

その 1、日本語教師の養成の問題である。これは

先ほども述べたように、約 20 の高等教育機関で日

本語教師養成の科目を設けて教師の養成に力に注い

でいるのだが、就職になかなか結びつかないという

のが現状である。その 2、基準となる教育目標がな

い問題である。これに関しては、1999 年に始まり

2004 年に終了した 5 年計画終了後、教育部がその

後の第 2 外国語教育をどのように継続していくのか、

はっきりとした方針を定めていないことに起因して

いる。その 3、良い教科書・教材がないという問題

である。5.2 で述べたように、中等教育機関の学習

者に合う教材は少ないという声が挙げられている。

その 4、学習者の動機や意欲が希薄という問題であ

る。これは高等教育機関では既習者の受入れ態勢が

整っていないため、一部の学校では 2 年次からの履

修者が減っていることが原因である。その 5、高等

教育とリンクされていない問題である。台湾の大学

受験では英語を重視して日本語は入試科目に指定さ

れていないため、日本語の学習を継続するのが難し

いのである。その 6、日本の社会や文化についての

情報が得にくいという問題である。 

これらの問題を解決しない限り、中等教育機関

の学習者が減っていくのに歯止めをかけることがで

きないであろう。 

6. 2 高等教育機関の現状と問題点 
6. 2. 1 高等教育機関の現状 
表 3 を見ると、台湾の高等教育機関では機関数、

教師数 、学習者数ともに増加している。その理由

としては 4 つ挙げることができる。 

その 1、台湾では高学歴化が進む中、ここ数年中

南部を中心に新しい学校が相次ぎ開設され、多くの

専科学校が技術学院や管理学院（ともに単科大学）

に昇格した。その 2、日本語関連学科も特に 1996
年頃から急激に増え、現在台湾全体で 43 の大学に

設置されている。新設される学科のほとんどは応用

日本語学科で、日本語を技能として育成する実務志

向の傾向が強い。その 3、従来からある日本語文学

科の学生たちの間では、日本語以外の専門を身につ

けようと、英語、企業管理、法律など他の科目も履

修し、ダブル主専攻、副専攻とする者も増えている。

その 4、日本・日本語関連の大学院も増えつつあり、

現在 9 校に開設されている。しかし、博士課程が開

設されているのは、私立東呉大学だけで、定員も 2
名だけと少ないため、多くの日本後学習者は日本に

留学しているのが現状である。 

6. 2. 2 高等教育の問題点 

高等教育機関の問題点として、まず、教師数の

不足という問題が挙げられる。しかし、表 3 を見る

と、教師数はやや増加傾向にあり、中等教育機関に

比べて決して不足しているようには見えない。この

理由としては、台湾では学歴が大変重視されている

ため、高等教育機関の教師の採用条件としては原則

的に博士学位を取得しているものに限られているこ

とにある。台湾人博士号取得者の中には日本留学経

験者も多く、教師の平均的な日本語力は非常に高い

のである。しかし、学位を優先させる結果、関係分

野の専攻ではない者も採用してしまい、全く日本語

教育の経験を持たない日本語教師が教壇に立つこと

も珍しくないというのは現状である。次に、教材・

教授法情報不足と日本文化情報不足という問題であ
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る。これは現在の中等教育機関も同じ問題を抱えて

いる。 

6.3 学校教育以外の機関 の現状と問題点 

日本語は英語に次ぐ人気外国語であり、学習者

も少なくない。そのため、学校教育以外にも「補習

班（語学学校）」、「大学推広部（社会人向け講

座）」、学校教育附属機関の「進修班（夜間部）」、

「社区大学（カルチャーセンター）」、放送講座、

インターネット講座等の日本語を学ぶ機関や講座が

ある。 

まず、「補習班」の大部分が営利を目的としてい

るため、普通の学校機関よりも選択肢が多い。学習

者のニーズに合わせ、50 音、会話、ビジネス日本

語、観光日本語、日本語能力試験対策などが開講さ

れる。学習者によっては、日本への観光旅行のため、

今の仕事に必要等の理由で学習意欲も比較的高い。

しかし、ここ数年政府の英語重視、日本経済発展の

失速、台湾の不景気などの影響もあり、日本語学習

者の伸びが止まっており、学習者数は減少傾向にあ

る。 

次に「社区大学」とは、1999 年に台北市で始ま

り、地域社会の人に教育の場を提供する学校として

始められた。そのメリットというのは自分の好きな

科目を選択できることである。平日の夜間や土曜日

に小中学校の校舎を利用して行い、日本語は常に人

気科目である。 

それから「推広部」とは、主に社会人を対象に

した大学の夜間講座を指す。大学に属する教員が分

担で授業を持つことが多い。一部の公的機関・民間

企業は職員に語学教育を奨励するため、「推広部」

の日本語の講座を受けてもらうところもある。また、

政府機関から委託された公務員を受け入れ、定期的

に日本語コースを開講している。 

それ以外に、財団法人交流協会でも各省庁の職

員に日本語クラスを開講することもある。 

 

7.おわりに 
台湾の高等教育機関では、学習者数が増加して

いるにもかかわらず、中等教育機関では、機関数、

教師数、学習者数ともに大幅に減少しているという

問題を抱えている。また、教育段階を問わず、日本

語学習者の主な目的が「日本文化と知識の吸収」、

「日本語そのものへの興味」などが挙げられる。教

育現場の問題点としては「教材・教授法情報不足」

や「日本文化情報不足」等のリソースの問題が挙げ

られている。これらの問題点は、教育機関と教師が

連携して真剣に取り込まない限り、学習者の減少と

いう問題の解決にはならないであろう。 

 
注 

1.これは 2003 年に国際教育基金日本語教育センターの調

査によるものである。

2.本稿は、藤井（2004）「台湾における日本語教育調査」

の内容に基づき、まとめたものである。この調査書は

財団法人交流協会日本語センターの情報交流事業の一

環として、全台湾の日本語教育機関を対象に平成 15 年

度に実施したもので、 その目的は台湾の日本語教育の

現状を把握することである。調査期間は 2003 年 11 月 1
日～2004 年 2 月 29 日である。また、調査対象は台湾教

育部（日本の文部科学省に相当する）のホームページ

で最新の学校リストに基づき、中等教育機関（普通高

校・職業高校 478 校、中学校 718 校）が全 1,196 校、高

等教育機関（大学、専科学校）が 159 校だった。なお、

今回初めて補習班（語学学校）を調査対象に含めた。 

3.この表は財団法人交流協会日本語センターが行った平成

15 年度の調査に基づいたものである。 
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海外大学院とのジョイント教育2005年度報告書                         【研究発表】 
 

中国における日本語教育 
―過去・現在・未来－ 

 

王 冲 
要    旨 

今回は過去・現在・未来という三つの観点から中国における日本語教育を考察した。まず、中国の日本語教育史を振り

返ってみた。そして、現在の中国における「日本語教育機関」「日本語教師の資格条件」「日本語教育のカリキュラムと教

材」「日本語学習者の学習動機」「日本語教育の特徴」についてそれぞれ紹介した。最後に中国の日本語教育の過去と現在

を踏まえた上で、中国における日本語教育の今後の課題を指摘した。 

 

【キーワード】日本語教育史、日本語教育、日本語教師、学習者、中国 
 
 
1. 中国における日本語教育史1

1.1 満州国成立以前の日本語教育 
満州国以前、日本の租借地「関東州」や「満

鉄」付属地で日本語教育が行われていた。 

1.1.1 関東州での日本語教育 

【都市部を中心に設けられた公学堂】1904 年に

設立された金州の南金書院民立小学堂で開始された。

1906 年発布された「関東州公学堂規則」の本旨に

は「支那人の子弟に日本語を教える」と制定された。

その後、第一次世界大戦前後の不安定な国際情勢の

中で、中国各地で起きた反日運動は日本語教育にも

影響を与えているため、日本語授業の時間数も減少

した。 

【地方の農村部に設置された普通学堂】1915 年

に制定された「関東州普通学堂規則」では、日本語

教育をその主目標には置いていないが、1941 年ま

でに 122 の普通学堂が設置され、関東州の各地で日

本語が教えられた。しかし、農村部では日本語能力

のある教師や必要な教科書・教材が整わず、日本語

教育の普及は低調であった。 

1.1.2 満鉄付属地での日本語教育 

満鉄の日本語教育の企図は従業員に多くの中国

人を有する関係から業務の必要上行ったものであっ

た。教授法は対訳法から教授細目の設定を行い体系

化がはかられていった。その後激しい排日運動に見

舞われ、日本語教育受難の時代でもあった。 

1.2 満州国における日本語教育（1930 年頃～      

1940 年頃） 

 1932 年の「満州国」建国によって、満州におけ

る日本語教育は隆盛を極めていった。 

初級小学校では一年生から日本語の授業を取り

入れた。教授用語は日本語と学習者の母語に分かれ

ている。中等教育機関ではすべての科目が日本語に

よって教えられ、日本語能力の有無が卒業後の進路

の可否を左右した。一般人に対する日本語教育は、

1937 年に国家試験として制度化された「語学検定

試験」がその推進の大きな原動力となった。 

1.3 中国大陸占領地における日本語教育 

日本の中国侵略以前にも、中国各地で日本語を

教える機関が次々に作られていたが、1915 年以降

は、中国国内で反日運動が起こり、日本語教育は火

の消えた状態になった。1937 年、日中戦争へと日

本軍の中国侵略が拡大していくと、中国での日本語

教育は軍政傀儡の教育として息を吹き返すことにな

る。華北では初等学校一年次から日本語が必修科目

（週 6 時間）となり、中等学校や大学でも必修科目

として教えられるようになった。一方華南、華中で

も日本語が必修科目として教えられるようになった。 

このときの日本語普及政策は、科学的な言語政策に

基づいたのもではなく、軍部の言うがままのもので

あった。また、このときの日本語教育における大き

な問題は有能な日本語教員の不足であること。日本

語教師の採用試験も行われた。 

1.4 現代中国における日本語教育 

【模索期 1949－1965】1949 年の新中国成立後は
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50 年代から 60 年代前半にかけて外国語専門学校や

総合大学に日本語専攻が設置された。 

【停滞期 1966－1972】1966 年からの文化大革命

により全く途絶えることとなった。 

【回復、発展期 1972－1986】1972 年の日中国交

正常化により第 1 次日本語ブームとなり、多くの大

学で日本語教育が開始された。 

 【成熟期 1987－2000】80 年代半ばには第 2 次日

本語ブームとなった。1990 年代には、コンピュー

タ時代を背景に社会の英語志向が高まる中、日本語

は一時ほどの勢いはないものの、英語に次ぐ第二の

外国語の地位を確立している。2003 年の調査（国

際交流基金）では、学習者数約 39 万人、世界の第

3 位の規模であるが、13 億人という総人口に対する

学習者の割合は決して高いとは言えない。 

【改革期 2001 年以来】 

 
2. 日本語教育機関2

【初等教育】外国語教育は小学校 3 年から始ま

るが、英語が中心である。日本語教育を実施してい

る機関は現在のところ遼寧省大連市に集中しており、

学習者数は約 1 万人といわれている（1999 年大連

市教育学院調査）。その他の地域でも日本語教育 

を特色とする小学校が存在する。 

【中等教育】中等教育では外国語が必修である。 

第一外国語は英語中心であるが、日本語が第一外国

語の場合もある。この段階の学習者は日本語学習者

全体の半数近くを占め、日本語を第一外国語科目と

して教えている普通校と、日本語の専門教育を実施

している外国語学校および職業校に大別できる。ま

た、最近は第二外国語として日本語を教える学校も

出てきている。中等教育での日本語学習者で直接日

本の大学への進学（留学）を希望するものが増えて

おり、それを目的とした教育を行う高校もある。し

かし、中国では、近年国策として英語教育を第一に

推進しているので、学生たちの成績優秀者は、英語

を学ぶという風潮が席捲している。中学・高校がこ

ぞって日本語コースを廃止し、英語コースを新設し

たり増設したりして英語教育に力を入れているため、

中学・高校での日本語教育衰退している。 

【高等教育】高等教育での日本語教育は主に専 

攻科目、第一外国語、第二外国語という三つに分け

ている。 

日本語専攻 

大学入学定員の拡大政策の中で日本語学科の新

設や既存学科の定員増で、学生が急増している。全

体的に研究志向よりも実務志向（ビジネス、観光

等）が高まっている。 

非専攻第一外国語 

現在、中国の大学で第一外国語として学べるの

は、中学・高校で学んだ外国語に決められている。

中学・高校での日本語教育の衰退と連動しているた

め、大学で語学が専門でない学生たちが必須科目と

して取らねばならない第一外国語も、現在では、ほ

とんどが英語である。 

非専攻第二外国語 

 第二外国語というのは、他に専門分野を持つ学生

が、必須の第一外国語を修得した後、選択科目とし

て学習する科目である。現在のところ第一外国語で

の英語履修者を中心に日本語を選択する者が最も多

い。第二外国語を履修せずに英語学習を継続する学

生も多い一方で、大学進学率の増加傾向、多言語教

育政策の推進ともあいまって、今後、高等教育段階

の日本語教育において開設学科数、学習者数とも一

層の増加が期待される。ところで、最近日本語より

フランス語、ドイツ語のほうには人気が集まってい

るようである。 

大学院 

 大学院修士課程で日本語専攻を設置する大学は

20 数カ所、博士課程を設置するところも 4 カ所あ

る。社会全体の高学歴志向で大学院進学希望者が急

増しているので、今後も設立が相次ぐと思われる。

なお、日本語非専攻の修士・博士課程でも必修の第

一・第二外国語科目として日本語を設置する所も多

い。 

【学校教育以外】 

一般社会人コース 

 留学コース 

資格取得ためのコース 

日本の大学への進学コース 

日系企業における日本語教育コース 
 

3. 日本語教師の資格条件  

【初等・中等教育】最近北京、上海等の都市部

ではすべて大学学部卒の学歴を要求している。 

【高等教育】最近では修士修了以上の学歴が必

要とされている。また、最近の傾向として、日本語

専攻では、日本で修士や博士の学位を取得して帰国
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した教師が定着しはじめている。今後は学部卒の教

師にも、修士以上の学位取得が求められ、教師の再

教育が課題となっている。 

 【学校教育以外】特になし。 

 

4. カリキュラムと教材（日本語専攻） 

教育部が定めた日本語専攻大学生用の指導要領

がある。『高等院校日語専業基礎階段教学大綱』は

1,2 年生（基礎課程）用、『高等院校日語専業高年級

階段教学大綱』は 3,4 年生（専門課程）用となって

いる。「教学大綱」には 1.平均的な授業時間数や開

設するべき授業の内容 2.具体的な到達目標 3.語彙や

文型のリストが記載されている。これらの内容は、

大学で設置される科目や授業内容の基準となるほか、

教育者が教科書やテストを作成する際の指針ともな

る。 

 

5. 学習動機 

1998 年海外日本語教育機関調査結果は以下のよ

うである。 

初等・中等教育では学習者の主な目的は「大学

や資格試験の受験準備のため」などである。高等教

育では学習者の主な目的は「将来の就職のため」

「日本の科学技術に関する知識を得るため」「日本

の文化に関する知識をえるため」などである。学校

以外の機関では学習者の主な目的は「今の仕事で日

本語を必要とするため」「日本との親善・交流を深

めるため」「日本に留学するため」などである。 

このように、「日本語という言語そのものへの

興味」という目的が少ないようである。最近、日本

語を学習動機について、「本当は、英語を専門に学

びたかった。でも、成績が足りなかったので、やむ

なく、大学で日本語を専門にした。」のような声も

少なくないようである。 

 

6. 日本語教育の特徴  

学習者の全体数は中・上級段階に達する学習者

が非常に多いということである。日本語能力試験の

基準で言えば、中等教育あるいは大学の第二外国語

教育で 3 級、第一外国語教育で 2 級、専門教育では

在学中に 1 級レベルに達する。また、日本語専攻の

学習者は全体的に「話す」能力が極めて高いのに対

して、「書く」能力はそれほど高くないという。 

教師のレベルも全般に高く、大学では日本で学

位を取得した者が少なくない。また中等教育の教師

は訪日の経験はほとんどないが、日本語で十分意志

疎通ができる。 

その一方、問題点としてよく次の四つが取り上

げられている。第一は人口当たりの日本語学習者数

は意外に低いこと、第二は初中等教育における日本

語教育が減少傾向にあること、第三は西部では、地

域の教師のネットワークもなく、日本語教師間の情

報交流が不足していること、第四は日本語教師の養

成・研修不足の問題が依然として残っていることで

ある（徐 2003）。 

 

7. 最近の動向及び今後の課題  

①これまで、中国国内における外国語専攻の学

生は、しばしば単一な人材であると言われてきた。

これに対して、最近の傾向では各大学の日本語学科

に言語文化専攻だけではなく、ガイド専攻、国際貿

易専攻、旅行管理専攻、科学日本語専攻、情報科学

専攻などの専攻も設けられている。そして、他の総

合大学の経済学部、コンピューターソフトウエア学

部、医学部などと連携して、「共同教育プロジェク

ト」（5 年）を実施して、日本語と経済学等の 2 つ

の学位を与えるコースも出ている。 

 ②今まで外国語教育では文法を中心にして、詰め

込み式教育が一般的であった。最近の外国語教育で

は聞く、話す、読む、書くという四技能の養成及び、

コミュニケーションの能力の養成に目を向けるよう

になった。また、詰め込み式教育ではなく、考えさ

せるという教え方も強調されている。教師の研修も

増えて、教授法の重視も要求されている。 

③これからの日本語教育は、単に日本語を言語

的な観点からのみ教えるのではなく、背景にある日

本文化を解説し、日本文化と日本語の一体化も求め

られている。 

④最近の都市部に住む中国人一般に対して行っ

た「日本語の好き嫌い」のアンケート調査の結果に

よれば、「日本語が嫌い」と答える人が「好き」と

答える人を上回っているという。この状況の中で、

日本語教育普及のためには、日本・日本語のイメー

ジアップも、今中国で最も求められていることであ

ろう（山口 2001）。 

 

8. おわりに  

以上、中国での日本語教育の過去、現在につい
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て見てきた。果たして、中国での日本語教育の将来

はどうなるか。現在よりさらに需要が低下していく

か、それとも、現状維持で進んでいくか。両国は隣

国に位置するといった地理的状況に恵まれているた

め、今後ますます日中交流が盛んになり日本語習得

の必要性が高まると推測される。中国での日本語教

育の需要は、譚ら（2005）でも述べたように、おそ

らく、当分の間現状維持の状態で歴史の歯車は回っ

ていくであろう。 
 

注 

1.本報告書では、1949 年新中国成立する前における日本

語教育史は関（1997）を参考するものである。 

2.現在の中国における「日本語教育機関」「日本語教師の

資格条件」「日本語教育のカリキュラムと教材」「日本

語学習者の学習動機」「日本語教育の特徴」については

国際交流基金ホームページを参考するものである。 
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中国の朝鮮族における日本語教育の歴史及び未来1

 

文 鐘蓮 
 

要    旨 
中国人日本語学習者の大部分は中学校・高校及び大学で学習している学生であり、その中で最も大多数を占めているの

が中高校の学習者である。また、地域的にみると、日本語学習者は主に中国の東北地方（黒竜江省、吉林省、遼寧省）に

集中しており、中でも朝鮮族の学習者が主な人数を占めている。本稿では中国東北地方で行われている中高校における朝

鮮族の日本語教育事情、問題点などを視野に入れながら、朝鮮族学校における日本語教育の歴史、現在と未来、学習の場

及び教員研修など幅広い面での課題を論ずることにする。 
 
【キーワード】朝鮮族日本語教育史、中高校、日本語学習の動機、学習の場、教員研修 
 
 
1.朝鮮族学校における日本語教育の歴史 
中国での日本語教育の歴史は、明代に端を発するが、

近代以降は清末から民国初期（1900 年前後）から更

に 1930 年代にかけて、当時の日本から先進的な技

術、思想を学ぶ必要から日本語学習のブームが訪れ

た。この時期にすでに多くの日本語教材、辞書、研

究書が出版されている。 
 その後 1930 年代後半から 1940 年代は、抗日戦争、

国共内戦、新中国成立の時期に当たり、東北地方

（旧満州）の一部の地域を除いては、日本語教育は

停滞することになる。故に、中国の東北地方に最も

集中している朝鮮族学校における日本語教育は中国

の他の地域より歴史が古いといっても良いだろう。 
1.1 第一外国語として日本語を学ぶ中高校生 
 2003 年の調査では、学習者数約 39 万人のうち、

全体の 70％以上が初等・中等・高等教育機関での

学習者であり、中でも半分以上が朝鮮族中学である

と言われている。地域的な特徴をみると、殆どが東

北三省と内蒙古自治区に集中しているが、学校以外

で行われている学習者については正確な把握が難し

く、テレビ・ラジオ講座の受講者や独学者も含めれ

ばかなりの数に達すると思われる。 
大学での外国語教育では日本語が必修科目である

かどうかは大学によって決まっており、場合によっ

ては個人的な選択が可能である。しかし、初等・中

等・高等外国語教育は殆どが自分の意思と関わりな

く、学校の体制によって決まることになっている。

最近は英語教育の重要視により、部分的な朝鮮族学

校では英語教育と日本語教育を同時に行う学校もあ

るが、僅かな一部分の都市部の重点学校にだけ行わ

れており、教師不足などにより、英語の学習ができ

るかどうかは生徒の意思だけではなく、成績や抽選

によって決まる場合が多い。 
初等日本語教育は中国東北地方の大連に限られて

おり、殆どの地域では英語教育が中心として行われ

ており、中学や高校での日本語教育は朝鮮族学校を

中心とした一部分の学校に限られている。  
1.2 中高校で日本語教育が盛んになった主な動機 
大学入試や日本留学、あるいは今後の就職のため

など、各人がそれぞれ将来に対するしっかりとした

学習動機が考えられる。 
 大学入試や日本留学の角度から、日本語学習の意

義について分析してみよう。 
 朝鮮族学校の日本語教育は比較的歴史が古く、ほ

かの外国語教育よりも盛んである。朝鮮族の学校は

すでに 20 余年の日本語教育の経験と大学入試指導

の経験があり、しっかりとした教授法体系が形成さ

れており、優秀な教師陣も揃っている。また、日本

語は朝鮮語と語順が似ており、朝鮮語母語話者にと

って日本語は母語と似ているので朝鮮族が学ぶのに

大変習得しやすいことで、朝鮮族生徒は母語と漢語

の２つの言語を学習しているため、外国語科目とし

て負担の軽い日本語を選択することが多い。最近の

大学入試の日本語と英語の成績を比べると平均 10
～20 点の差があると言われている。1 点の差で大勢

の生徒の合否が分かれる大学入試で、これは驚くべ

き数字である。学力、学位で人材を判断してきた中

国の現体制で、大学進学は依然として個人の出世の
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近道であるから、朝鮮族の生徒たちにとっても日本

語の学習は大学進学やその後の進路において非常に

有利であるといえる。 
しかし、最近、大学入学時に一部の専攻の選択に

おいて、日本語履修者は制限を受けているため、日

本語と英語の２科目を開設している一部の朝鮮族中

学校では、どちらの外国語を選択するかで迷ってい

る生徒がいる一方で、途中で日本語から英語に変え

てしまう生徒もいる。それは、単に生徒の学習の質

的向上に影響を与えるだけでなく、せっかくの努力

も時間の浪費になってしまう。そのため、日本語の

受験生が英語の受験生よりもはるかに少なく、また

いろいろな大学で徐々にその制限をなくしているた

め、日本語を選択する影響は徐々に良くなる傾向で

あるが、まだ昔の状態には回復していないのが現実

である。 
現在の就職状況を見ても、日本語を流暢に操るこ

とができることで、大学には進めなくとも活路を見

出す生徒たちが多い。特に中国の南方には、多くの

日本企業が進出しており、就職の機会が比較的多い。

日本語ができることで、就職のチャンスが広く且つ

待遇の良い会社に就職できるメリットがある。朝鮮

族は日本語学習での優位を十分に生かし、独自の特

性で社会的地位を固めることが容易にできる。英語

は世界の共通語であるだけに、学習条件や機会の面

でその他の言語よりもはるかに環境が整っているの

で、今後、仕事や学習の過程で必要に応じていくら

でも学ぶことができる。 
英語教師が不足していた反面、日本語ができる人

材が豊富だったことが考えられる。 
満州国時代に日本語を学んだ世代の教師が退職し、

現在は 30 代の日本語を選考した教師が活躍してい

る。しかし、都市部を離れている辺鄙な中高校では

日本語を専攻した教師が少なく、簡単な会話をする

のも困難な教師まで、教師の日本語能力もさまざま

である。 
 

2.朝鮮族学校における日本語教育の今後 
 近年、中高校での日本語学習者数、教育機関数は

ともに激減し続けている。その理由は①英語の生徒

のみ募集する大学が増えて日本語の生徒の進学先が

狭められてしまっていること、②IT 化に伴い英語

重視の風潮があること、③小学校で英語教育が始め

られつつあることがあげられる。 

 その厳しい現状の中、各学校で日本語の生き残り

のためにさまざまな取り組みが行われている。中に

は日本語を特色とした学校づくりを模索している学

校もある。第一外国語としての日本語教育の主な動

きを以下にあげる。 
① 第一外国語が日本語の生徒に、第二外国語と

して英語も勉強させる。 
② 日本の日本語学校や大学と提携し、高校卒業

後の日本留学への道を開拓する。 
③ 英語と日本語の両方を第一外国語として勉強

するクラスを一学年に１～２クラス限定でつくる。

外国語を同時に二つ学べるので人気が高く選抜試験

を実施する学校もある。 
 第二外国語としての日本語教育の動きはまだま

だ少ない。激しい受験戦争で生徒の負担は相当重く、

英語の勉強だけで精一杯というのが現状である。 
 

3.日本語学習の場 
 学習者がどのような機関を利用して日本語を学

んでいるかというと、①正規の中高校、大学など 

②民間の日本語学校 ③企業内 ④ボランティァや

テレビ、ラジオ講座を利用した個人学習など４つに

分けられる。 
3.1 学校が関与する機関 
 これは中高校、日本語学校、大学といった場で、

大学受験や留学、或は単位取得、日本語能力資格取

得のために、専門的に学習している人や教養科目と

して学習している人など様々なニーズに合わせて学

習を行っている学習者がみられる。これは日本語学

習者の中で最も多い人数を占めており、レベルも比

較的に最も高いと言えると考えられる。 
3.2 民間による学習機関 
 現在、中国には民間経営による様々な学習機関

がある。1999 年以降は台湾や日本の資本による学

校も開設されている。これも大きく外資による日本

語学校と個人経営の日本語学校という２つに分けら

れる。 
3.2.1 外資による日本語学校 
 台湾を拠点としたチェーン展開をしている学校

で、充実した教室設備を確保し、独自のカリキュラ

ムとテキストを使用しており、教師の教え方を徹底

的にトレーニングさせることにより統一した教え方

を保持している。学習者は主に収入の高い OL や経

済的に恵まれている家庭の子供、或は日本への留学
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を希望している学習者が殆どである。このような学

校での学費は驚くほど高いが、教師陣のレベルも比

較的高く、大勢の教師は日本での留学経験のある教

師である。 
3.2.2 個人経営の日本語学校 
個人経営の日本語学校はまさに玉石混交といった

様相で、経営者の方針次第でそのレベルには大きな

開きがある。小資本であるがゆえに、学習者のニー

ズに細かく対応できず、カリキュラムがきちんとで

きていない学校も稀ではない。その上、教師のレベ

ルも様々で、色々な問題点を抱えている。最近は日

本での留学を終えた人たちが経営する日本語学校も

増えており、好評を受けている。 
3.3 企業内での日本語教育 
 日系企業が現地のスタッフを採用する時、日本

語ができることを条件としている企業もあれば、社

内での共通語を英語としていて、採用時に特に日本

語を必要としない企業も多い。しかし、メーカー・

IT 系では現場でのコミュニケーションに日本語が

必要であるだけではなく、日中間の行き来も頻繁で

あるため、日本語習得が急務となっており、入社後

に日本語を学ばせるケースがかなり増えている。企

業の中には日本語能力試験の受験を推奨し、合格者

には手当てを支給するところも少なくない。また、

旅行社やサービス業等の職業分野でも様々な形式で

社員への日本語教育を行っている。 
3.4 その他の日本語教育 
 日系企業の中国進出のブームに従い、中国に滞

在する駐在員、留学生、そしてその家族など多くの

日本人がおり、中国人に向けてボランティアで日本

語を教えているケースもあり、また中国人とお互い

に日本語と中国語の交換学習を行っている人も数多

くある。この他に、中国のテレビ番組やラジオ番組

で行っている日本語学習のプログラムに従って日本

語学習を行っている学習者が数多くいるが、その統

計はかなり難度のあることで、学習者がどれぐらい

いるかまだはっきり分っていない。 
 

4.日本語教師現職者研修の概況  
―初・中高等教師研修を中心に― 

4.1 中国側主体による教師研修活動 
 中国の初等・中等教育において現職者を対象と

した教師研修会を担っているのは、各地に設置され

ている教育学院や教師進修学校という機関である。

このうち、省・市レベルの教育学院・教師進修学校

は特に中高等レベルの教師に対する研修を担当して

いる。 
 日本語教員が実施する現職教師研修活動として

は、巡回指導、研修会の開催、授業コンクールの開

催などが挙げられる。このうち、巡回指導とは、日

本語教育実施校に対し視察・指導を行うものであり、

研修会の開催とは、国際交流基金派遣の青年日本語

教師や青年海外協力隊員らと協力しながら企画・実

施するものである。また、授業コンクールとは、地

元の教師が、中高校生を実際に学習者として行う模

擬授業の発表会であり、教師の技術面と待遇面の向

上を目的に定期的に開催されるものである。 
 東北三省と内蒙古自治区では、日本側機関との

共催により、「中国中高校日本語教師研修会」を数

年にわたって開催されている。 
4.2 国際文化フォーラムの教師研修活動 
財団法人国際文化フォーラムを主体に、1996 年か

ら「中国中高校日本語教師研修会」が毎年夏休みに

開催される。これは日中双方の日本語教育関係者の

協力、日本側による資金援助のもとで行われている

もので、2002 年までの 7 年間にわたって東北三省

と内蒙古から 600 名近い日本語教師が参加した。こ

の研修会が果たした役割はきわめて大きいと言われ

ている。 
 研修期間は１～２週間、研修生である日本語教

師は合宿することによって、各教師間の交流を促進

する。規模はそれほど大きくないものの、後の様々

な研修会のモデルになっている。また、この研修会

の成果は、教師研修用教材としても実を結び、2002
年度には『漢語話者のためのわかりやすい日本語シ

リーズ』（全 5 冊）が完成した。 
 なお、2003 年夏には新に、中国側教育機関と財

団国際文化フォーラムとの共催により、小学校で日

本語を教える教師を対象にした研修会の実施が計画

されており、今後の展開が一層注目される。 
4.3 国際交流基金派遣専門家の教師研修活動 
 1999 年に国際交流基金派遣の日本語教師専門家

として、国際交流基金北京事務所に「日本語教育ア

ドバイザー」のポストが初めて設置された。以来、

アドバイザーは日本語教育上の「調査」「セミナ

ー」「コンサルティング」を業務の３つの柱として

活動を行っている。 
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アドバイザーが企画するセミナーの１つに、北京

事務所で年に３～４回開催されている「日本語教育

セミナー」がある。これは中国人教師や在留日本人

教師を対象としたセミナーであり、また、中高校で

教える教師、大学で教える教師、民間の日本語学校

で教える教師などを対象としたセミナーであるよう

に、より幅広い層の、当地で教える教師全般に向け

た情報発信の活動として大変意味合いが強い。 
 一方で、対象の地域・受講者をより限定し、ニ

ーズに即したセミナーも定期的に開催されている。

例えば、2002 年には、大連地区で「小学校教師セ

ミナー」を、北京地区と上海地区ではそれぞれ「中

学校日本語教師セミナー」を開催し、「教案指導」

「コミュニケーション表現」「職業日本語クラスで

の教室活動」「文化の教え方」など具体的な教授活

動・教授法を中心とした内容による研修を行った。 
 今後は、東北三省など中国における日本語教育

の中心地だけではなく、中国西部を始め日本語教育

環境に比較的に恵まれていない地域の教師や、日本

人客向けの観光振興や日本企業進出などに呼応して

日本語教育に取り組み始めた新興の学校の教師など

に対する支援も課題にしている。 

 この他に、青年日本語教師の教師研修活動や青

年海外協力隊員の教師研修活動及び各地の教師会に

よる教師研修活動など様々な研修活動が挙げられる。 
 以上の教師研修会に参加して、レベルを一層高

くした教師たちが中国の日本語教育の現場で活躍し

ているのである。 
 
注 
1本報告書の内容は以上の参考文献を元に、自分が実際、

中国で受けた日本語教育及び現実の事情を考慮しながら

作成したものである。各地域、各学校の規制により多少

異なる事情がある場合も考えられる。 
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第１回大学院博士後期課程合同授業報告書                             【講義】 

 

韓国人大学生の対日観と学習動機の変化 
 

奥山 洋子 
 
1. 研究報告 
レジュメにあるように、前半は学習動機の研究

について報告し、私が考える日本語教育についてお

話します。後半は私とナヌムの家との接点について、

そして現在のナヌムの家についてお話します。 

まず、私と纓坂先生が行なっている韓国人学習者

の学習動機と対日観の研究について報告します。先

行研究、金・呉（1982）では若年層、高学歴、都市

部の否定的な対日観報告されていました。ところが、

纓坂・奥山（2001）の調査では、先行研究と同様に、

日本（人）に対する信頼性や親和性は低かったもの

の、対日観は肯定的に変化していました。20 年と

いう間に当時の若年層が成人層になっているわけで

すから、母集団が同じで比較ができると考えれば、

20 年の間に意識が変わったと考えられます。また、

纓坂・奥山（2001）の調査では、成人群（両親）と

大学生群との間に明らかな差異が認められました。

まず、大学生群においては、両国間の差異の認知が

日本に対する親和性の形成と関係があることが分か

りました。また、成人群は、子女に対する日本語教

育に関して、知識として吸収することを期待してお

り、異文化交流のような行動レベルを求めているわ

けではないのに対し、大学生群は、知識の獲得より

は日本人との接触、日本文化の理解を求めているこ

とが分かりました。 

一方、纓坂・奥山（2003）の調査では、2001 年

の調査と同じく、日本（人）について親和性よりは

先進性を強く意識していることが確認されました。

そして、今度は男女による違いが明らかになりまし

た。まず、女子よりも男子の方が、肯定的な認知を

行い、韓日間の差異を低く認知していることが分か

りました。また、大学生全体の学習動機としては、

2001 年の調査と同様に、「融合」動機が最も高かっ

たのですが、男子は対人関係のあり方に共通点を見

出すことで、日本に対する信頼性と親和性を形成さ

せることが分かりました。そして、信頼性が日本人

との交流を志向させていました。これに対して女子

の方は、日本人との異質性を認識することが信頼性

と親和性に結びつくことが明らかになりました。ま

た、親和性や信頼性は学習動機形成には関連がなく、

日本の先進性に対する評価が日本語知識の習得

（「教養」動機）に結びつくことが分かりました。

私たちの発見で一番大きかったのは、韓国人の大学

生の動機として実用動機が一番大きいのではないか

と予想していましたが、それに反して日本人との交

流が一番大きかったということです。 
 

2. 調査の際の留意点 
私がこの研究をするときに気をつけている観点

として 1 つ目は、短期的変化と長期的変化というこ

とがあります。つまり、メディアなどから入ってく

る情報に振り回されてはいけないのと同時に、国民

性は簡単に変わらないから学習動機も変わらないと

いうふうに、変化に鈍感になってはならないという

ことです。2 つ目は、目に見える変化と目に見えに

くい変化ということです。私たちはどうしても目に

見える変化に惑わされてしまいますが、それだけで

はなく、目に見えない変化を認知・感情・行動のす

べてから察知する能力を自己開発することが重要だ

と思います。3 番目は、韓国人の対日観ばかりが今

まで目についたかと思いますが、日本人の対日観に

ついてはあまり関心を払ってこなかったのではない

かと思います。これからは双方向から調査し、学習

動機の変化を予測する努力も必要だと考えています。

このような観点を常に確認しながら調査を行ってい

ます。 
 

3. 日本語教育及び外国語教育と、それらに近接す

る研究分野の研究者との連携は必要か 
まず、社会的弱者に対する外国語教育は現在で

も存在するかということです。例として戦後の沖縄

における国語教育があげられます。これはかなり強

制的なもので、教室でうっかり沖縄のことばを使う

と方言札を持たされて廊下に立たされるというよう
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なことがありました。また、これは私の意見ですが、

韓国の英語教育も親が社会的弱者である子どもに強

制している側面があると思われます。 
2 つ目は、教育する側の傲慢な態度の存在は自覚

されているかということを常に考えるわけです。自

分が傲慢な教師だと思っている人は一人ももいない

と思いますが、知らず知らずのうちに自分の教育観

を押し付けている可能性があるということを常に自

覚する必要があると思います。 
3 つ目は、学習者も学習動機を常に意識している

必要があるということです。 
4 番目は、他の外国語教育との関連性です。私は

外国語大学の出身なのですが、外大ほど外交問題な

どの影響を受けやすく、それは受験者数に顕著に現

れます。それだけ外国語教育は基盤が脆弱だという

ことです。でもだからといって外国語教育が社会か

らなくなることはないと思います。現在韓国では、

中国語教育に押されて日本語の学習者が減りつつあ

るということがあります。これは短期的な現象かも

しれないし長期的な現象かもしれませんが、それに

惑わされず、自分と日本語教育との関わり、自分と

外国語教育との関わりを常に意識化している必要が

あります。そうすれば、いろいろな問題に対処して

いくことができると思います。 
5 番目は、日本語教育に従事するものにとって社

会学的視点は必要かということです。もちろん答え

はイエスです。 
最後にもう一つ付け加えたいのですが、学習者

には教師の思想や人間性はすぐ伝わってしまいます。

外国語教育に携わる者はあらゆるものを学習者によ

って試され、観察されていることを意識化してほし

いと思います。逆に何も伝わってこない教師という

のは何か足りないのではないでしょうか。 
 

4. ナヌムの家との接点 
私は大学卒業後、延世大学の国際学大学院東ア

ジア学科に進み、修士論文で金活蘭の研究を行いま

した。金活蘭は梨花女子大学の韓国人として初めて

の校長だった人です。金活蘭は 1899 年にインチョ

ンで生まれ、小さいときからとても優秀だったそう

です。家庭は貧しかったのですが、母親が教育熱心

で、何とか優秀な娘を勉強させたいと思い、相談し

たところ、梨花女子大学の寄宿舎に入れて勉強がで

きるということで、入ったそうです。彼女は非常に

優秀で宣教師たちの期待を一身に受けて勉強し、ア

メリカのコロンビア大学に留学し、1928 年、教育

学の博士号を取得しました。この方はすばらしい教

育者としても有名ですが、親日派としても有名です。

私は彼女が本当に親日派として韓国に影響を与えた

のか、特に慰安婦の募集に関わっていたかという問

題意識を持って修士論文に取り組みました。残念な

がら修論でそれを明らかにすることはできませんで

したが、その後も伝で金活蘭女史の姪御さんのお宅

に伺ってお話をうかがいました。また、梨花女子大

学の同窓会名簿を見て、戦前に卒業した日本人がい

ることを知り、連絡を取ってお話をうかがいました。

このように金活蘭女史のすぐ近くにいた人に対する

聞き取り調査を通して、だんだん固まってきたので

すが、金活蘭は慰安婦募集に直接関わっていないと

いう結論を得ました。 
1943 年に梨花女子大学に女子青年練成所指導者

養成科が設置されますが、金活蘭は、家事科、音楽

家の学生を養成科の卒業生とし、強制的に農村の日

本語教師として送り出していたことが分かりました。

1943 年は養成科として学生を募集したのですが、1
年間の教育の後、やはり強制的に日本語教師として

農村に送り出していたそうです。養成科の卒業生に

聞き取り調査をしたところ、自分の出身地の農村に

赴き、高額の報酬を得ながら、農村女性に日本語教

育を行ったことが判明しました。ここから彼女が慰

安婦募集に携わったという話が出てきたのではない

かと考えられます。でも常識的に考えて、そこまで

周到に用意をして、慰安婦として連れて行くでしょ

うか。それよりもだまして連れて行った方が簡単だ

と思われます。卒業生に対するインタビューでも、

日本語を教えていただけで、その中から誰かがいな

くなったということはないということでした。ただ、

チェジュドではその可能性があるかもしれません。 
 
5. ナヌムの家と聞き取り調査（韓国挺身隊研究会

の聞き取り調査の指針から） 
私は 1993 年ころから韓国挺身隊研究会に所属し

て聞き取り調査を始めました（出版された証言集を

学生に提示する）。そこの聞き取り調査の指針です

が、まず誘導質問は禁止です。とにかくじっくり待

つことです。次に「さあ、話して」式の聞き取り調

査方法は厳禁です。そしてラポールの確立の重要で

す。特に私は日本人でしたし、すぐに打ち解けられ
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るタイプではありませんので、調査を始めるまで 3
回くらい通いました。また、研究会のメンバーは、

自分がとったデータを研究会の確認作業前に外に公

表してはいけません。基本は、時間を縦軸に場所を

横軸に繰り返し確認作業をして事実を確定していき

ます。つまり、おばあさんの話の内容を軍事史など

の公的記録とつきあわせて、記憶が物理的に可能か

どうか確認し、時間と場所を確定していくわけです。

そうしないと、おばあさんの証言が歴史的資料とし

ての価値を持ちません。それから、五感を活用する

ことが重要です。問題になるのはどんな人が連れて

行ったか、軍人か民間人かということなのですが、

これを知るために、どんな服を着ていたか絵を描い

てもらったり、絵を見せて選んでもらったりしまし

た。その結果、軍人だと思っていたのが、実は軍族

だったというケースが多かったです。それから、い

つ行ったかいつ韓国に帰ってきたのかも重要なこと

なのですが、それもはっきり覚えているはずがあり

ません。ですから視覚を利用します。すると、「戦

争が終わってからだいぶ経っていた」「コスモスが

咲いていた」「麦が青々としていた」などの証言が

得られます。そこから公的記録を元に船を確定し、

時間を確定していくわけです。また、あるハルモニ

（韓国語でおばあさん）は、ソンニム（韓国語でお

客さん）の中に韓国人、日本人、台湾人がいたとい

うのですが、それはにおいで区別できたということ

でした。そして、悲しい記憶ほど思い出しにくいの

ですが、悔しい記憶は思い出せるということです。

それから、プライバシーの尊重と研究者の使命の葛

藤ですが、おばあさんたちは家族のことなど隠して

おきたいことがたくさんあるのですが、私たちは戸

籍謄本を出してもらわなければなりません。すると

離婚していたり、正式な結婚で生まれた子どもでは

なかったりしたことが分かります。それを本人に確

認していかなければならないのは辛いことです。そ

して、客観性維持と感情移入のバランスをとること

ですが、話を聞いた後は間接的なレイプを受けたよ

うな気持ちになりますが、研究者としての客観性も

維持しておかなければなりません。そして聞き取り

調査の限界と利点をしっかり意識していなければな

りません。最後に、過剰な物品のやり取りはしては

いけないことが決められています。 

ナヌムの家は、引越しを繰り返し、現在の所に

落ち着いて約 10 年になります。現在は、ハルモニ

たちの老齢化と病気が深刻化しています。また、入

居を希望するハルモニたちが全員入居できるわけで

はないのですが、自由な生活を選択し、ナヌムの家

への入居を拒むハルモニもいます。現在のナヌムの

家は組織化し、社会法人化しており、社会福祉の仕

事の資格を持っている人が勤務しているそうです。 
 

 

                   おくやま ようこ／同徳女子大学校 外国語学部 

記録 かわさき としこ／フェリス女学院大学 留学生センター 

kawasaki@ferris.ac.jp 
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海外大学院とのジョイント教育2005年度報告書                         【研究発表】 

 

グローバリゼーションと日本語教育 
 

 

河先 俊子 
 

要    旨 
「グローバリゼーション」ということばが近年日本語教育においても使われるようになり、それに対応

していくことが求められるようになった。本稿では、「グローバリゼーション」とは何かについて、社会学

の領域における 4 つの議論（ウォーラスティーン、ギデンズ、ロバートソン、トムリンソン）を取り上げて

簡単にレビューする。そして、グローバリゼーションの諸相と日本語教育との関係について議論する。そこ

では、まず、グローバリゼーションの不平等性を考慮する必要性について述べ、自分が物理的に置かれた場

と遠くはなれた世界とを結びつけ、意識を変化させるという点で日本語教育がグローバリゼーションの文化

的な側面と関わることができることを論じる。 
 
【キーワード】グローバリゼーション、 ローカル、 弁証法、 文化的経験 
 
 
1. はじめに 

1980 年代に重要な概念となった「グローバリゼ

ーション」は、日本では 1990 年に入ってから知識

人によって多用されるようになった（ロバート

ソ:2）。今日のような「グローバリゼーション」の

流行前には、「国際化」（インターナショナリゼーシ

ョン）ということばが広く使われていたが、これは

一つの全体としての世界のもっとも顕著な単位が国

民国家であるという仮定を前提としている。また、

ロバートソンによれば、「国際化」の概念は、「ある

国ないしは何らかの共同体が、一つの全体としての

世界にもっと参画しよう、もっと影響を与えるよう

になろうとするやり方に言及するもの」であるとい

う。つまり、「グローバリゼーション」は一つの全

体としての世界そのもののあり様に注目する概念で

あるのに対し、「国際化」は一つの国や共同体と世

界全体との関係に注目する概念である。従って、

「国際化」は「グローバリゼーション」の一側面で

あるということもできる。日本語教育の文脈でも近

年、「グローバリゼーション」ということばが使わ

れ始め、それに対応していくことが求められている

ようである。それでは、「グローバリゼーション」

とは、一体どのような現象を指すのだろうか。それ

は日本語教育にどのような影響を及ぼすのだろうか。 
「グローバリゼーション」とは様々な側面を持っ

た複雑なプロセスであり、政治学、経済学、社会学

などの領域で広く議論されている。ここでは社会学

における「グローバリゼーション」に関するいくつ

かの説明を簡単にレビューし、それが日本語教育に

与える示唆について考察したい。 
 

2. グローバリゼーションをめぐる議論 
2.1 世界システム論－ウォーラスティーン 
世界を一つの単位として分析したものとしては、

ウォーラスティーンの世界システム論を挙げること

ができる。世界システムとは、複数の文化体(帝国、

都市国家、民族など)を含む広大な領域に展開する

分業体制であり、周辺の経済的余剰を中心に移送す

るためのシステムである。このシステム内において

は、中心・半周辺・周辺で国際分業体制が成立して

おり、この点で基本的に経済的不均衡を内在化させ

ている。このシステムは 15 世紀にヨーロッパで生

まれ、資本主義的な生産様式の拡大を原動力として

拡大しているとされる。このような世界システム論

に対しては、経済的、物質的な要因にだけ目をむけ、

文化的な要因は付随的にしか考慮していない（ロバ

ートソン:9）などの批判も多い。しかし、資本主義

とそれに付随する消費文化の拡大は、グローバリゼ

ーションの全てではないにしても、重大な側面であ

ることは確かである。 

60



言語に関しても世界システム論を応用したと思わ

れる議論があることからも、その影響の大きさを推

し測ることができる。ルイ＝ジャン・カルヴェの言

語生態学の重層的＜中心－周辺＞モデルでは、現在

の言語の社会的価値や使用の不平等性を前提として、

ハイパー中心言語としての英語、標準化された国家

語、群生言語という言語の三層構造が提示されてい

る。そして、グローバリゼーションによって言語が

消滅することを防ぐための政策や戦いの必要性が示

唆されている。この点、言語生態学から見た時、国

家語の教育は、国家語の地位を高める、あるいは保

護するための政策的機能を持つことになる。また、

言語のメタファーとして通貨が用いられていること

から、この議論においては、言語の道具として抽象

化された側面が強調されていることが分かる。 
2.2 近代性の帰結－ギデンズ 
次に、近代性という観点からグローバリゼーショ

ンを説明しているギデンズを取り上げたい。ギデン

ズはグローバリゼーションを「近代性の帰結」とし

て捉えている。近代性とは、17 世紀のヨーロッパ

に起源を持ち、資本主義、産業主義、監視、軍事力

という 4 つの特性をもつ制度である。ギデンズはグ

ローバリゼーションを「ローカルな出来事が何マイ

ルも離れたところで起こる出来事によって決定され

たり、その逆が起きたりするといった形で遠く離れ

た地域同士を結びつける、世界規模の社会関係の強

化」であると定義しており、近代性がその原動力と

なったと捉えている。近代のダイナミズムとしてギ

デンズが論じるのは、時間と空間の存在論的範疇の

変化であるが、それは、時間が午後 3 時、7 時間と

表現され地域の個別性から分離した抽象性を持つよ

うになったこと(｢時間の空白化｣)、相互行為の物理

的環境としての現場(ローカル)が、そこから遠く離

れたところにある社会的な影響力を徹底的に受けて

形成されていくこと(｢空間の空白化｣)である。この

点、近代性とは現場での顔と顔をつき合わせた関係

によって結ばれていない、遠く離れた人間同士の関

係を許すものと理解される（トムリンソン

2000:97）。ギデンズはこのプロセスを「脱－埋め込

み」という概念を用いてそれを説明しているが、

「脱－埋め込み」とは「ローカルな相互行為のコン

テクストから社会的関係を『引き離し』、無限に広

がる時間と空間の中でそれを再構築すること」であ

る。そして、「脱－埋め込み」のメカニズムとして、

通貨のような「象徴的トークン」と交通、通信など

の「専門システム」を挙げている。一方、ギデンズ

は、グローバリゼーションの不平等性にも言及して

いるが、これについては、グローバリゼーションを、

近代性がローカルから社会的関係を引き離そうとす

る力に対して、ローカルな行為主体が自己主張をし

返すという弁証法的なプロセスとして捉えるべきで

あると主張している。 
このように、ギデンズはグローバリゼーション

が個人の生活や経験を変容させる側面を重視してい

ると言える。しかし、トムリンソン(2000:108－109)
が指摘するように、制度的なコンテクストの分析に

留まっており、精神分析的な文化の分析までには至

っていない。この点、ギデンズは文化の概念に対す

る認識がほとんどなく、コミュニケーションのテク

ノロジーとしてのみ文化を捉えているという批判を

受けている。 
2.3 地球文化－ロバートソン 
グローバリゼーションを文化的な要因に注目して説

明したものとして、ロバートソン、トムリンソンが

ある。ロバートソンは、ギデンズの議論を、単に

「近代性を社会から世界へ拡大したもの」にすぎな

いとして批判し、グローバリゼーションは、「少な

くとも 2000 年前のいわゆる世界宗教の発祥を同じ

くらい古い」と主張する1 。ロバートソンはグロー

バリゼーションが本質的に「世界を一つの統一体と

して見る意識を強める」ことを強調している。ロバ

ートソンは、国民国家的な諸社会、諸社会の世界シ

ステム、個々の自我、人間という 4 つの要素が、そ

れぞれ自律を保ちつつも、他の 3 つによって束縛さ

れることによって生じる変容としてグローバリゼー

ションを捉えている。ここにおいて、個々人もグロ

ーバリゼーションのプロセスの一部であり、グロー

バリゼーションは個人の制度化された再構成を含む

とされる。この例として、合理化された社会組織へ

の参入に関する従属的アイデンティティの公認が個

人的および集団的アイデンティティの様々なマイノ

リティの形態を地球規模で確立するのに重要な役割

を担ったことが挙げられている。また、ロバートソ

ンは、普遍対個別の対立の問題に関して、グローバ

リゼーションを個別主義の普遍主義化、及び普遍主

義の個別主義化を含む二重のプロセスを制度化する

一形態として考察している。 
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2.3 経験的状況－トムリンソン 
トムリンソンは、個人の意味構築としての文化

という観点からグローバリゼーションを説明してい

る。トムリンソンは、グローバリゼーションを「複

合的結合性」という経験的状況であると理解し、グ

ローバリゼーションを意味構築のコンテクストを変

容させるプロセスとして説明すると同時に、文化に

よって促されたローカルな行動がどのようにしてグ

ローバルな結果をもたらすのかについても論じてい

る。前者に関して、トムリンソンは「脱領土化」と

いう概念を用いているが、それは、ローカル2 から

意識や経験を引き離すことであり、例えば自宅にい

ながら戦争や環境汚染や世界金融市場の規制緩和な

ど遠く離れた場所で起こった出来事に対して感情移

入したり、それを実際に自分たちの私生活にとって

重要な意味を持つものとして認識したりするという

日常的な経験の中に見られる。このような経験は、

アイデンティティにも多義的な影響を与えると考え

られる。 
一方、トムリンソンは、グローバリゼーション

が文化的な差異を圧殺し、資本主義文化、西洋文化

といった画一的な文化が生まれるという議論に対し

て、批判的である。その際に、トムリンソンが指摘

するのは、弁証法的に抵抗する「ローカル化」の動

きであり、現在いたるところで見られる文化の雑種

性である。また、普遍主義の問題に対しては、文化

は差異のうえに成り立っているわけではないとした

上で、文化と普遍性とは対立しないとし、「地球上

の全人類の底流に、文化的個別性とは関係なく、何

か共通の存在条件のようなものがあり、その共通性

に基づいて誰もが認める何らかの価値が構築され

る」ような有益な普遍性も存在すると主張している。 
 
3. 日本語教育への示唆 
3.1 グローバリゼーションの不平等性 
以上 4 つのグローバリゼーション論を見てきたが、

このようなグローバリゼーションの諸相は日本語教

育にどのような影響を及ぼすだろうか。 
まず、ウォーラスティーンが論じるグローバリゼ

ーションの資本主義の拡大としての側面は、日本語

教育に対して学習者の拡大という形で影響を及ぼし

ており、現在も及ぼしつづけているということがで

きる。日本を中心とした国際分業体制がアジア地域

に拡大していったことと、これらの地域で日本語学

習者が増えたこととは無関係ではあるまい。また、

現在でも就職機会の拡大のために日本語を学習する

人が多いことも、日本型資本主義の拡大の影響と言

えよう。従って、「グローバリゼーション時代に対

応する日本語教育」と言われる時、その中には日本

の経済力の浸透によって増大した学習者に対応する

ということも含まれているように思われる。学びた

いというニーズに応えていくという姿勢は正しいか

もしれない。しかし、そのニーズは自然に沸いて出

たもの、あるいは「日本が好き」というような無邪

気さから生じたものではなく、資本主義の拡大とい

う極めて現実的な背景から生まれたものであること

に留意しなければならない。そして、そこには経済

的な不均衡、あるいは権力関係が潜んでいる。グロ

ーバリゼーションの不平等性は全ての論者が指摘し

ているのであるが、これに目を向けず、単に海外に

学習者がいることを理由として、日本語を教えるこ

とを無条件に「善」だと考えるのは、戦前、日本の

領土の拡大に伴って海外で生じた学習者に対して善

意で日本語教育を行っていたこととあまり変わりな

いのではないだろうか。安易に時代の流れに迎合す

ることは避けなければならない。 
グローバリゼーションの不平等性は、アジアの言

語の母語話者は日本語を学ぶが、日本語母語話者は

アジアの言語を学ぶことはあまりないという現象に

も関係があるように思われる。また、日本に移住し

た日本語非母語話者が日本語を習得しても母語を失

ってしまうという現象もある。これに対しては、日

本語の優勢を歓迎するものとマイノリティー言語の

保護を主張するものとのイデオロギー的な分裂に陥

るのではなく、文化の画一化の問題に対してギデン

ズとトムリンソンが指摘する、グローバルに対する

ローカルな抵抗という弁証法的なプロセス、ロバー

トソンの個別主義の普遍主義化及び普遍主義の個別

主義化に関する議論を参考にして対応することがで

きるだろう。つまり、日本語教育において、日本語

の言語学的、社会言語学的規範に学習者を同化させ

ることに重点を置くのではなく、学習者がそれを批

判的に観察し、母語の規範との関連において独自の

様式を作り出していくプロセスに重点を置くことで

ある。ここにおいて、教師は日本語の社会的適切性

を固定化し、持続させる役割を果たすのではなく、

個別のバリエーションを作り出す役割を果たすこと

になる。ここでは、「日本語」は日本語母語話者が
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所有するものではなく、使用する人全てのものであ

るということが前提とされなければならない。 
3.2 グローバリゼーションの文化的

3
な側面 

一方、ロバートソンが「自己の言動を世界と結

びつけて考える」と主張していること、ギデンズが

「脱－埋め込み」ということばで、トムリンソンが

「脱領土化」ということばで説明する、ローカルを

超えて社会的関係を拡大させる制度やそれがアイデ

ンティティといった心理的な状態に影響を及ぼすこ

とは、日本語教育にどのような示唆を与えるだろう

か。結論から言えば、外国語教育は、ローカルとそ

こから離れた外の世界との結合性を深め、ローカル

と個人の文化的経験との絆を弱めるという点におい

て、グローバリゼーションのプロセスを促進すると

考えられる。学習者は、メディアや情報通信テクノ

ロジーの発達に伴って、既に多くの世界に関する情

報を得ているが、日本語教育を通して提供される情

報は、それを補強し、あるいは修正すると考えられ

る。また、学習者は、日本語の修得によって日本語

で発信される情報を自ら検索し、摂取することがで

きるようになる。このようにアクセス可能な外の世

界の情報量が増えることは、学習者と外の世界との

関わりを深め、学習者の文化的経験をローカルから

切り離すと考えられる。しかし、もっと重要なのは、

外国語教育を通して、単にメディアを通して情報を

得るだけの経験とは、質的に異なる経験も提供でき

ることである。 
メディアを通じた情報は、ある特定の価値観や

イデオロギーによって歪められている可能性がある。

また、トムリンソンがマクルーハンやジョン･トン

プソンを引用して指摘するように、テレビの内容が

どのようなものであっても、視聴者は実際に起きて

いる出来事の痛さや熱さから隔離された状態で映像

を見ているのであり、テレビで見る出来事に直接介

入することができないという限界がある。この点、

テレビはローカルな空間を外の世界から守るという

機能も持つ。さらに、視聴者は与えられる経験全て

に等しく関与するのではなく、自分に関係があると

認識される経験にのみ関与する。従って、世界に関

する情報にメディアを通してアクセスできるように

なったということは、人々を意識において世界から

遠ざけたり、かえって自文化中心的に考えるように

させたりする可能性もある。しかし、日本語教育の

場で日本を含む他の世界に関する情報を提供する時

には、それに介在するイデオロギーに対して批判的

に分析し、情報に対して積極的に関与するように促

すことができる。この点、日本語教育が介在するこ

とによって、外の世界の情報をより自分に関連づけ

て理解すること、自分のものにすることを促す、つ

まりメディアを通した経験を個人化することができ

るのではないだろうか。 
例えば、韓国では、関心を持つか持たないかは

別として、日常的にテレビを通して日本に関する情

報に接することがある。また、日本製の電気製品を

購入し、日本企業が製作した映画やドラマを鑑賞し、

日本風のレストランに行き、日本食を食べることも

ある。また、ある人は、日本で開発された技術を学

び、日本の資本が入った会社で働くこともある。こ

れは、顔と顔をつきあわせた関係の中に、実際に顔

を合わせることがない人、直接目にすることがない

物が入り込むことであり、日本の商品や技術が、そ

れが誕生した場から切り離されて、他の場所の文脈

において意味づけられることである。また、自分が

存在するローカルな場が遠く離れた場所の影響を受

けて形成されているであり、ローカルな場が遠い場

所と複合的に結びつけられていることを示す。脱領

土化の観点から言えば、このような経験は、自分が

物理的に置かれたローカルと自分との関係を変化さ

せる経験であり、個人の意識や生活様式を変える可

能性があるものである。このような日常的な経験が

あることを前提として、日本語教育の場で、例えば

日本政府が海洋資源保護の目的で密輸船の取締りを

強化した結果、日本に入港できなくなったロシアや

北朝鮮の船舶が、韓国で蟹を水揚げしているという

ニュースを扱ったとしよう。このニュースを批判的

に読むことによって、日本風レストランで蟹を食べ

たことがある学習者は、韓国という場（ローカル）

における自分の経験を、日本、ロシア、北朝鮮とい

う別の場やそこにいる漁民の生活と密接に結びつけ

て理解するようになるだろう。また、海洋資源の保

護というグローバルな問題を自分の生活と結びつけ

て考えるようになるかもしれない。そして、このよ

うに個人化された理解は、生活様式を変えるという

行動面での変化をもたらす可能性もある。このよう

に、日本語教育の場で扱われるような話題は、意図

的にも非意図的にも、グローバリゼーションの文化

的な側面を促進する可能性があると考えられる。 
 さらに、日本語教育では日本語を使った対話の経
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験を、電話やメールなどのメディアを介して、ある

いは「顔と顔をつき合わせた相互作用」として促す

ことができる。これは、上述のメディアを通した経

験とは異なった種類のものとして、学習者の経験を

豊かにすることができる4 。特に、日本人と直接顔

を合わせて対話する経験は、物理的な近さを伴って

他者と結びつくという点、肉体的な存在として相手

を感じるという点で特殊であると言える。このよう

な経験を日本語教育の場で行うことは、他者との間

に親密性を生み出すきっかけにもなり、他者の視点

を内在化させるきっかけにもなると考えられる。こ

のような経験がもたらす心理的な変化については、

異文化間教育の領域において詳しく論じられている

ので、ここでは説明しないが、学習者の内面を豊か

にし、ひいては他者とともに生きる意識や態度を導

き出すものだと思われる。 
最後に日本語の習得とグローバリゼーションとの

関係について述べたい。日本語を習得した結果、学

習者は日本語母語話者並びに日本語理解者、日本語

文化圏に対して、日本語で発言する機会を持つこと

になる。発言する内容は、当然、個人化された内容、

ローカル性を帯びた内容になるはずである。このよ

うな発言が、学習者の個人的な生活環境、ひいては

日本語文化圏に与える影響は決して小さくない。例

えば、日本語非母語話者が、首相の靖国神社参拝に

関する意見を述べることによって、この問題に対す

る日本人の意識を変えることもありうる。また、性

暴力について非母語話者の女性が語ることにより、

日本語理解者の女性との間に、国という単位を超え

た女性という単位の連帯意識を生むことになるかも

しれない。このように考えると、日本語教育の場で、

日本語理解者者に対して非母語話者が発言する機会

を作ることによっても、日本語教育はグローバリゼ

ーションのプロセスに関わることができるのではな

いだろうか。 
 

 
注 
1. ロバートソンが文化の中でも特に重点を置くのは宗教

である。 
2. ローカルとは相互行為が生じる物理的環境のことであ

る。ギデンズによると、前近代においてローカルは顔

と顔をつき合わせた社会的関係に独占されていた。 
3. 「文化」という概念は、研究の目的によって個人の外

に存在しているとみなす場合と、個人内にあるとみな

す場合がある（細川）。トムリンソンは厳密に定義して

いるわけではないが、ここでは「文化」を個人の認識

として論じている。 
4. ジョン･トンプソンは、メディアによって生成される相

互作用を、①顔と顔をつきあわせた相互作用、②電話

やメールなどメディアを通じた相互作用、③マスメデ

ィアを通じた擬似相互作用の 3 つに分類している。 
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日韓ジョイント授業に参加して 

＜日本側＞ 

王 冲（お茶の水女子大学大学院） 

今回、私は初めて海外の大学院との共同授業に参加した。共同授業を通じて、

母国の中国における日本語教育の過去、現在、未来をより一層客観的に見直すこ

とができ、日本、韓国、台湾などの国と地域における日本語教育の状況を知るこ

とができ、広く意見を仰ぎ、大変貴重な経験になった。 

 中国、韓国、台湾において、それぞれの歴史と文化があるが、これらは日本語

教育の背景になると思われる。グローバル化時代における日本語教育を考える場

合、その背景にある歴史、文化などを配慮しなければならない。今回の授業は歴

史、文化などの内容が取り上げられており、形式は発表、質疑応答、ディスカッ

ションで行われた。韓国、中国、日本の間には、歴史問題について明らかに問題

意識に差があり、お互いに考え合えることができた。これは日本では得ることが

できない成果である。 

 日本語教師になろうとしている私は、共同授業を受けて、グローバル化時代に

おける日本語教育のあり方、海外で日本語教師になるための努力などいろいろ考

えさせられた。とても有意義であった。 

 これからも、中国などの海外の大学院との共同授業を期待する。機会があれば、

ぜひ参加したいと思っている。 

 

 

孫 愛維（お茶の水女子大学大学院） 

２月６日から１２日までの期間、日韓合同セミナー、韓国日本語教育学会に参

加する形で、韓国で様々な体験をし、多くのことを感じたり学習することができ

て、非常に楽しい期間であった。有意義に過ごすことができたことをこの研修に

関わった全ての方々に感謝している。この研修プログラムを修了して、韓国に対

する見方や考え方が韓国に行く前までとは、かなり異なるものになったことは確

かである。身の回りに韓国出身の留学生がいるが、実際に韓国に行ってみると、

自分の中でこれまでよりも韓国との距離が近くなったような気がする。以下に簡

単に今回の経験を通して私が感じたことを整理したい。 
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「歴史とは何か」という本の中に「歴史とは、過去と現在との対話である」と

いう言葉がある。歴史はただ昔発生したことだけではなく、それを理解すること

によって、現在の人々に知恵を与えてくれるものだと提示されている。「歴史と

の対話」を成立させるための唯一の方法は、一生懸命、過去に存在し、行動し、

発言した事柄を記録、積み重ねることだと思う。例えば、「慰安婦」の問題につ

いて、過ぎ去ったこととして見なされるのではなく、真相を後世に伝えるべきだ

と思う。それによって、誠意を持って解決策について取り組むことが可能であろ

う。勿論歴史を一面的に解釈して恨み、辛みを執拗に控訴するような醜態及び愚

行は慎むべきだと思うものの、過去は過去だ、すでに過ぎ去ったことだと「歴史

との対話」を拒否する如き冷酷、幼稚な態度は許せないと思われる。そんな先入

観、偏見を持って語られた歴史は退屈でうんざりするものでしかない。韓国人が

「旧植民地時代」における出来事について、詳細に探求することは日本に対する

敵意を持っていることを示すわけではなく、歴史に学んで新しい知識や見解を得

ること、未来への教訓となるものを汲み取ることである。それが人間の営みにと

って重要であることは、いわずして明らかである。自明のことではあるが、人は

時間の流れの中で生きている。過去から未来へと経過していく時間の流れの中に

現在の自分がある。過去がなければ、現在の自分も存在せず、未来もないと思う。

過去を知ることの重要性が、そこに浮き彫りにされる。 

また、歴史を理解することによって、文化の交流など順調に行うことができる

と思う。勿論、交流する前「あの人は○○人だから、」とその人の行動様式を紋

切り型に決め付けるのは問題がある。しかし、少なくとも交流する相手が自分と

異なる出身の人ならば、話題は自ずと出身についてのこととなった。相手の育っ

た文化土壌、歴史などを知ることによって、交渉を深めることが可能である。 

最後になったが、今回の研修で同世代のよき友に多く出会って、自分にとって

大きな収穫であった。今後様々な体験を積み重ね、多くのことを考え続けていく

過程で、少しずつ実感されていくのだろうと思う。 

 

高橋 薫（お茶の水女子大学大学院） 

近年、日本では韓流ブームが追い風となり、個人レベルでは日韓の交流が進ん

でいる。しかし国家レベルの話しになると日韓関係は決して良好とは言えない状
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況が続いている。「グローバル時代の日本語教育」と銘打たれ今回の研修である

が、日本語教育とグローバル化ということばが結びついたときに、そこには何か

しら微妙な緊張関係が生じる。日本で日本語教育をしているだけでは、このよう

な緊張関係を実感することは少ないが、ひとたび日本を離れてみると、日本語教

育は過去の歴史と切り離すことができないということを痛感する。 

たとえば、こんな出来事があった。同徳女子大との合同授業で、院生同士がデ

ィスカッションをおこなったときのことである。日本語教師でもある韓国人学生

が、次のようなエピソードを語ってくれた。彼女が日本語の授業で、「蛍の墓」

という日本のアニメを学生に見せたときのことである。「蛍の墓」は野坂昭如原

作の戦争体験を描いたアニメーションで、幼い兄と妹が戦争で親を亡くし、苦労

の末に妹が生活苦から命を落としてしまうという戦争の悲惨さを描いた映画で

ある。このアニメを見ていた学生が、授業中に突然怒り出したのだという。なぜ

なら、この学生は、「蛍の墓」を日本政府による一種のプロパガンダであると捉

えたらしい。映画を通して戦争体験の悲惨さを描くことで、日本が被害国である

ことを強調し、過去の過ちを正当化しているというのがこの学生の主張である。 

この話しを聞いたとき、私は少なからぬ衝撃を受けた。日本人学生にこの映画

を見せたとしても、日本が過去の過ちを正当化する映画だと捉える学生はおそら

く少数派であろう。しかし、コインの裏表のように、ひとつの事象も見る視点を

変えると、全く別のものとして解釈され得るのである。今回の経験を通して、自

分自身は過去の歴史認識についてあまりにもナイーブ過ぎると実感した。対話を

通して共通認識に至るのは理想論と言えるかも知れない。しかし、彼らと同じ土

俵にたって議論するためには、単に意見に耳を傾けるだけではなく、なぜ彼らは

そのように考えるのかという思想の背景を知る必要があるだろう。お互いがお互

いのことに関心を持ち、複眼の視点を持って物事を捉える、そんな小さな積み重

ねが双方の対話の糸口になると信じたい。 

 

張 瑜珊（お茶の水女子大学大学院） 

 日本に入学して以来、自分は日本の大学の学生として、海外へ交流しに行く、

あるいは合同授業を受けに行くとは想像もできなかった。留学生としての身分は

大学の国際関係の事業とは無縁の関係だと思っていたからである。今回のプロジ
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ェクトに参加することができて、とてもうれしかった。 

 海外へ行って、久しぶりの異文化体験をした。5年以上の日本滞在の上、日本

に関しては異文化という要因から受けたインパクトがすでに薄くなってきた。し

かし、今回、韓国に到着した瞬間、すぐその言葉が通じなく、右か左か方向を失

う無力感を再び経験した。留学生・外国人が異文化での心境を常に心に置かなけ

ればいけない日本語教育を勉強している私にとっては非常に刺激を与えられた。

さらに、韓国で日本語教育を勉強している人達との交流で、まず現地の日本語教

育事情を知ることができ、韓国の日本語教育の内容も概観することができた。そ

して、海外の日本語教育という立場の初心に戻ることができた。ずっと日本にい

るため、日本の立場から日本語教育を考えることしかできなくて、その間のギャ

ップを知ることもできなかったからである。 

 それぞれの国の日本語教育事情と将来の日本語教育像に関する授業の内容は

展開されていた。教師の教授テクニックに代わり、日本文化はどう扱うか、日本

と韓国の歴史問題、日本語教師が求めなれている能力は何か、について新しい観

点に触れることができた。今まで、自分の母国と日本の関係だけ注目してきたが、

アジアは共同体という認識が合同授業を通して始めて認識した。これから自分の

視野をもっと広げなければならないと思っている。これこそ今度の合同授業の一

番収穫だと考えている。 

 

林  美琪（お茶の水女子大学大学院）                            

日本語教師として、今回の日韓共同セミナーに参加することができ、大変よか

ったと思います。いちばん印象に残ったのは慰安婦施設「ナヌムの家」に訪問し

たことと、初日の総括として双方で討論した「歴史問題」でした。 

今回の参加者は日本語教師か、これから日本語教育に携わる人がメインとなっ

ているため、日本語教師の立場で見る歴史問題、特に「靖国神社」についていろ

いろな議論が交わされ、とても意味深い討論会だと思いました。 

このディスカッションで私がいちばんびっくりしたのは、同じく日本に侵略さ

れた歴史を持つ中国、台湾または韓国という3カ国は、日本という国または日本

人に対する感情がそれぞれ違うということでした。去年、中国で反日感情が起き

ていたことや「竹島」問題に対する韓国民衆の反発などの出来事は、台湾人の私
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にとって理解しがたいところがたくさんあります。何故かというと、これらの問

題は戦争が終わってから長い年月を経ても、今まだ解決されていないからです。

同じアジアの国として何故仲良くできないのであろうかという違和感さえ覚え

ています。 

今回の共同授業で私なりの国際観を出しました。自国の歴史を認識したうえで、

相手国のことを理解することです。それができないと、真の国際人といえないで

しょう。 

 

文 鐘蓮（お茶の水女子大学大学院） 

 今回、韓国同徳女子大学との共同授業への参加を通じ、大学での普段の授業で

は滅多に勉強できない大変貴重な内容を学ぶことができ、自分の視野が急に広が

ったような気がして、このような機会を提供してくださったお茶の水女子大学の

森山先生及び韓国同徳女子大学の李先生に心からの感謝の気持ちを表したいと

思う。またこのような機会に恵まれたことに対する嬉しい気持ちは言葉では表し

にくいものである。 

今回の日韓共同授業では主に日本、韓国、中国及び台湾などで行われている現

在の日本語教育を中心としてお互いに様々な討論を行っただけではなく、日本と

中国、韓関及び台湾などとの歴史的な問題も主な内容として各自激しい討論を行

われた。 

 悲惨な戦争が終わって既に半世紀が過ぎているが、過去の歴史問題はまだ残さ

れている重要な課題であるため、それは私の力ではどうすることもできない、私

たち個人とは距離のある国レベルの問題だと思い込んでいたが、今回の交流を通

じ、はじめてこれは国と国との問題だけではなく、私たち一人一人の正しい認識

を通じて解決していかなければいけない問題だということを初めてまじめに考

えるようになった。 

 今回の共同授業で得た成果は、今後の日本語教育の現場で大変役に立つと思わ

れる。現在まではただ名前通りの日本語教育だけに力を入れてきたが、今後から

は更に視野を広め、両国の歴史、文化などを中心としたもっと広い範囲での日本

語教育をしていかなければいけないという「使命感」をつくづくと感じるように

なった。 
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河先俊子（お茶の水女子大学大学院）

１）海外の大学院とのジョイント授業について 

 とても密度の高い、心に残る交流ができる方法だと思いました。今回のジョイ

ント授業を通して学問的にもいろいろ考えさせられ、刺激を受けました。「日本

語教育」という共通分野の学生が集まり、それぞれの意見を自由に述べたり、質

問できたりするという雰囲気が良かったのだと思います。また、授業後に設けら

れた食事会などの場で、研究者と目指す者として、また女性として共通認識を確

認できたことによって、同徳女子大学の学生さんたちをより身近に感じることが

できました。 

２） 授業の内容について 

 自由に何でも話せる雰囲気は良かったと思いますが、もう少し全体としてのス

トーリーがあった方が良かったような気がします。例えば、歴史問題に関して、

文化交流に関して、グローバリゼーションに関してなど、あらかじめテーマを少

し絞っておくとか、今回のように内容が多様だった場合、発表が終わってから共

通するようなテーマを取り上げて議論するとか、手順を工夫すればもっとプロダ

クティブな授業になったような気がします。 

 

岩井 朝乃（お茶の水女子大学大学院） 

 お茶の水女子大学と同徳女子大学の大学院ジョイント授業があると森山先生

が声をかけてくださり、ジョイント授業に飛び入り参加させていただきました。

私は、2002年に森山先生のご指導の下で初めて韓国を訪れ、同徳女子大との第一

回の合同セミナーに参加しました。李徳奉先生が韓国の日本語教育事情について

お話しくださったこと、同徳女子大の院生の皆さんが心温まる親睦会をしてくだ

さったことは、今も記憶に甦ります。この時の経験が一つのきっかけとなって韓

国での就職を真剣に考え始め、その後、縁あってソウルにある漢陽女子大学に赴

任致しました。現在もジョイント授業が継続して行なわれ、年々その内容が充実

していくのに立ち会うことができることを感慨深く思います。特に今回は、三年

の韓国生活を終えて日本へ帰国することが決まっており、一つの節目になる時期

での参加となりました。 
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 当日は、中国、朝鮮族、台湾の日本語教育史についての留学生の発表と、お茶

の水女子大学で新たに発足したグローバル文化学環での試みについての森山先

生の講演がありました。どちらも「グローバル化」という言葉に潜む、深さと難

しさを含んだ内容だったように思います。韓国での私自身の経験を踏まえて考え

ると、海外で、特に東アジアで日本語を教えるということは、明るく楽しいこと

だけではありません。ふとした瞬間に、国同士の歴史的な経緯と国際政治の枠組

みの中に自分が組み込まれていることを否応なく感じさせられます。その中で、

教師として、日本人として、また個人としてどう対応するべきなのか、考え込む

ことは少なくありませんでした。ジョイント授業の中で、李徳奉先生が「学生た

ちが日本語に関わることが、彼らに何をもたらすのか」という問いを投げかけ、

その結果は決して楽観的なものだけではない、とおっしゃったことが強く印象に

残っています。特に、日本人と韓国人の関わりの中では、相互に言葉と文化を学

び、友好的な関係を築いても、政治的な問題や歴史問題のために互いに深く傷つ

くことがあります。自分が日本語を教えることによって、学生たちの人生になん

らかの影響を与えている可能性がある、その責任は「学生の選択」と言って済ま

すには重過ぎるように感じます。 

今回のジョイント授業は、日ごろ避けてしまいがちな問題について、日本、韓

国、中国、台湾の学生たちが率直に互いの意見を聞ける貴重な機会でした。私に

とっては、韓国人日本語教師の難しい立場を知ることができたのも一つの収穫で

した。また個人的には、ジョイント授業での話し合いを通して、学生に対して教

師がすべきことを検討するのと同じように、外国で働く日本人教師の異文化適応

や精神的なサポートについても一考する必要があるのではないかと考えました。

教師が安定した状態であればこそ、学生たちに真摯に尽くし、教育に全力を注ぐ

ことが可能になるからです。 

 以上、とりとめなく感想を述べましたが、日本語教育に関わる者が真剣に取り

組まなければならない課題をいくつも提示されたジョイント授業でした。このよ

うな機会をくださった先生方に、心より感謝しております。 

 

徳間 晴美（韓国外国語大学、お茶の水女子大学大学院卒業生） 

同徳女子大学とのジョイント授業には、以前、修士１年であった 2003 年に一
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度参加させていただいたことがありました。当時は身近な国である韓国の教育事

情や、海外での日本語教育事情について学びたいという気持ちから参加したのを

記憶しています。それから3年後の今回は、現在自分が韓国内の大学に勤めてい

ることから、ジョイント授業の２日目に突然お邪魔することとなりました。現役

の大学院生や先生方の活発な意見の交換により、グローバル時代の日本語教育に

ついて考える貴重な機会となり、今この時代の中で、進むべき方向性について考

えられたことが収穫となりました。 

国境の枠組みを前提とした「国際化」から、その枠組みを取り払おうとする「グ

ローバル化」へ、日本語教育広くは社会が動きつつあります。その中で、韓国は

歴史認識問題などで両国間の関係が揺らぐことの多い国だけに、果たして東アジ

アにおけるグルーバル化が可能なのだろうかと思わせられることも多々ありま

す。話し合いの中ではグローバル化が可能であるのか、グローバル化することが

最善なのかという意見のある一方で、様々な試みを進めながら、それを目指す方

向へ模索しながら進んでいくことが重要なことだと感じました。日本語教育は何

ができるのか、また自分自身日本語教師として何が求められ実践すべきなのかを

再考する契機ともなり、今後もこのテーマを意識しながら日本語教育に関わって

いきたいと思いました。 

日本語教育の研究のグローバル化という意味でも、今回のようなジョイント授

業は双方にとって、普段触れにくいものあるいは見えにくいものを多角的に見る

という点で実りあるものであったと思います。 

72



＜韓国側＞ 

磐村文乃（同徳女子大学大学院） 

 今回、同徳女子大学とお茶の水女子大学の大学院とのジョイント授業には、日

本、韓国、中国、台湾といった東アジアの国々からの院生たちが一堂に会した。

東アジアの日本語教育について、互いの知見を情報交換し、多角的な視点から日

本語教育について考えを深めることができたのではないかと思う。各々の研究成

果を報告し、討論するだけに終始することなく、異文化間ワークショップを通じ、

日本語教育に携わるものとして、自らの態度を振り返る絶好の機会となった。 

 一日目の最後に発表させていただく機会を得たのだが、参加者の出身国、関心

などと照らし合わせて、あらかじめ用意していた内容を急遽一部変更し、発表す

ることにした。できれば、インターネットやＭＬなどを通じて、事前にオンライ

ンで発表の内容、互いの関心などを紹介し合い、ジョイント授業に備えることが

できれば、一層すばらしいものを持ち合うことができるのではないか。 

今後も、国境を越え、日本語教育を志す若き研究者の皆様方と、交流、研鑽す

る場を共有することがえきれば幸いである。 

 

倉持 香（同徳女子大学大学院） 

１）海外の大学院とのジョイント授業について 

今回のセミナーでは日本、韓国、台湾、中国からの生徒が参加したため、様々

な意見交流ができいろいろな角度から見て共に考える時間が取れたといえるの

ではないでしょうか。残念なことに普段から、お互いの院生の交流があればもっ

とたくさんの意見が聞けたと思います。またセミナーにあたって同徳側でしっか

りした予習と自分の意見、あるいはまとまった意見などまとめておかなかったこ

とが残念です。 

 今後、メールや掲示板などで研究内容や授業の内容など連絡をとりあって、活

発な意見交換ができたら思います。 

２）授業の内容について 

今回の「グローバル化と日本語教育」というテーマで、授業を通して過去現在

未来における日本語教育を見、それぞれの現場に携わる先生方(院生)のお話しか

らその教育現場について理解し、知りあえる貴重な時間であったと思います。た
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だテーマが大きいので漠然としてしまいよく見えてこないこともあるので、今後

のセミナーの際にはどのような見地から話しをすすめていくかがハッキリして

いる方がよい気がします。 

 

佐野 澄子（同徳女子大学大学院） 

 今回の合同セミナーは、私にとっては初めて個人で発表させていただく貴重な

機会になり、参加者の方からの温かいコメントに勇気づけられ、今後の研究の方

向を考える上でとてもよい励ましとなりました。 

 海外の大学院とのジョイント授業では、日本・韓国のみならず、中国や台湾な

ど、様々なバックグラウンドの院生たちの刺激を受けることができる、普段はな

かなか触れることのできない教授方の最先端の研究を聞くこともできる、韓国に

住んでいながら個人ではなかなか行く機会のない所に行ける、ということなどが、

私にはとても得るものがあったと思います。 

ジョイント授業での研究発表や特別講義などで学んだことがこのまま終わる

ことなく、今後につながることを期待したいと思います。 

 

水口 里香（同徳女子大学大学院） 

１）海外の大学院とのジョイント授業について 

海外の大学院との合同授業を行なうことによって、韓国の大学院で得た研究の

視点を、より一層広げることができると思います。今回の合同授業では、お互い

の院生がそれぞれテーマを出し合って、そのテーマに関する発表・討論を行ない

ましたが、発表を聞き討論に参加することによって、日頃、思いつかなかったよ

うな研究の視点を日本側の院生や先生から得ることができました。というのも、

韓国にいながら、日本国内での問題点をついて考えてみるという機会がなかなか

ないのですが、今回の合同授業によって、日本国内での問題と韓国をはじめとす

る日本国外での問題の両方について深く考えることができ、新たな問題意識を持

つようになりました。今後も定期的に、海外の大学院との合同授業が開催される

ことを望みます。 

２）授業の内容について 

今回の授業では「グローバル化と日本語教育」というテーマをもとに、参加者
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全員で、今までの日本語教育を考え直してみましたが、この授業によって、私自

身の今までを省みる時間を持つことができたと思います。私は日本人として、今、

韓国で日本語教育に携わっていますが、今回の授業で「何のために、韓国に来た

のか。」ということを改めて自分自身に問いかけることができ、また「日本人と

して、どのように韓国人学生と接していくべきなのか。」についての答え(また完

璧な答えではありませんが)を見出すことができたように感じています。 

 

森 伊作（同徳女子大学大学院） 

１）海外の大学院とのジョイント授業について 

海外の大学院とジョイント授業を行うことについては、賛成します。これによ

り双方の考えや意見などが広い視野で見ることができ、新しい発見も出来ると思

います。また、双方の教授の授業などももっと聞くことができれば、国際版ネッ

トワークエジュケーション的なものが実現しそうな感じを受けました。今回は、

２校で行いましたがもっと増やしての合同授業をしても予想できない結果が待

ち受けてそうで良いと思いました。 

しかし今回は、双方日本語でのジョイント授業であったので、スムーズに行え

たが、これがそうでない場合は、やはり発話の理解やレジュメの理解等の難しい

面も出てくるので、実際は、限られた中でしか行えないのが実状かとも思いまし

た。 

ただ、このような機会を１年に１回ではなく１ヶ月に一回程度の周期で行えば、

さらに研究する題材等が自然に出てくると思うし、テクニカル的な問題も回数を

こなしていけば解決できると思います。    

２）授業内容について 

今回は日本・韓国・中国等の日本語教育の現状についていろいろ把握すること

が出来たと思うし、自分自身の研究の材料になりました。今回も少し出てきまし

たが、今後日韓中の日本語教育の歴史認識問題についてもっとメスをいれること

ができるセミナーを開けば、いろいろな方向に発展できると思いました。 

ただ、普通の教育の実状を発表したところで、意見が出にくいというのが、一

般的だと思います。しかし、歴史認識に対しては、自分の意思を曲げたくないと

いう感情も出るだろうし、他の人がどう感じているのかというのも知りたくなり
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ます。特に韓国や中国の教育現場で日本人という立場で教えていると避けては通

れない問題だと思うし、自分の考えを尊重して伝えるのか、その国の立場に立っ

て自分の考えに反して言うのかというのもポイントの１つだと思います。 

今後の日本語教育発展の即戦力となるようなジョイント授業をもっと開いて

いければ良いと思います。 

 

黄 圭仙（同徳女子大学大学院） 

この前も海外の大学院とジョイントセミナーに参加した経験はありましたが、

同じ主題に対する考え方の差の壁がいつも問題点になって、結果的にセミナーが

終わってもまとめるのができませんでした。  

今回日本のお茶の水女子大学院とのジョイント授業に参加しながら、院生たち

と話し合ったのは、前より内容的につながりがあってまとめやすいということで

した。今回、参加者たちは、勿論お茶の水女子大学院生ですが、日本と韓国だけ

でなく台湾•中国からの留学生もあってnon nativeとして日本語教育を行ないな

がら共感できる悩みとか、台湾•中国で行なわれている日本語教育の現況をわか

るようになってよい機会でした。 

しかし、今までの全ての 海外の大学院とジョイントセミナーに参加しながら

問題点として感じたのは、ジョイントセミナーが１回で終わってしまって内容面

で連続性がなかったのです。それで、いつも現状の発表で終わってしまって、そ

の後の内容の発展がなかったのです。私自分も今回「国際交流と日本語教育の可

能性」を発表しましたが、今回の発表では韓国の国際交流の現況だけで、交流の

日本語教育の可能性はまだ課題として残っているのが実情です。今後は、今回発

表された内容とその問題点、解決策などを工夫し、どんな形式であっても、また

発表する機会が与えられたらもっと役に立つのではないかと考えてみました。 

 

張 恵貞（同徳女子大学大学院） 

 近年国際共通語としての英語使用域の急速な拡大を目の当りにすると、他の 

言語を苦労して学ぶ必然性が少なくなり、外国語といえば英語という時代が到達

しているのではないかと、不安感にとらわれる。それに対し、各地域間の關係を

均衡の取れたものに保つために、文化の多樣性を重視する宣言がユネスコによっ
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て掲げられた。つまり、文化の多様性が交流、革新、創造の源として人類に必要

であり、多様な言語と 文化も相互に接触しあうことによって平衡が保たれ、同

時に新しい発展の芽生えるということになる。言語は文化を反映するものであり、

言語の学習は言語が話される国・地域における生活樣式、認知体系、アイデンテ

ィティー、価値観の理解を促し、学習の過程で必然的に起こる自分の言語・文化

との比較対照によって、自分の言語・文化への気づきをもたらす。それで海外と

の授業を行うことも交流で人間や文化などの単なる混じりあいではなく、異文化

理解のプロセスであり、相互経験のやり取りであり経験の共有と言える。  

今回のセミナーははじめてだったけれども、グローバル化と日本語教育につい

ての発表を聞いて、異文化間コミュニケーションにより文化的背景が異なる人々

との交流を通して、自分の価値観が普遍的ではないことに気づき、自分とは異な

るものの見方を尊重する資質の養成になることが分かった。そして中国、台湾人

の発表も聞いて、歴史から現在の日本語敎育の現況について分かったし、日本語

教育の普及のためには言語的な観点からのみ教えるのではなく、日本文化を理解

させることが重要であることと教師のネットワーク作りのためでも、持続的な交

流ができるようにネットワークつくりを支援することが大事であると思う。今後

ともお互いに協力して合同セミナーを続けたいと思う。どうぞよろしくお願いし

ます。 

 

張 榮花（同徳女子大学大学院） 

今度のセミナーでは国際交流についてさまざまな研究が発表された。さまざま

な研究者達の研究の内容は日本語の学習者との立場からの私に大きいな影響を

与えた。特にお茶の水女子大学院からの日本で長い間勉強している中国人達と台

湾人達の研究の内容は私とは少し見解が異なった。  

その人達と日本語を研究している同じ学習者として持っている悩みと限界を

話しながらもっと勉強になった。韓国と日本と中国そして台湾の日本語教育の事

情を知ることができたので今度のセミナーは日本語教育のグローバ化に役に立

ったと思っている。  

 

鄭 在娟（同徳女子大学大学院） 

77



毎年、冬と夏になると、楽しみにしていることがあります。それは年中行事の

ような日本の大学院との共同セミナーであります。今回はお茶の水女子大で、こ

の大学院とは何度も一緖にジョイントしたことはありましたが、国籍のそれぞれ

違う学生達とは今回が初めてでした。うちの学校でも日本の方もいますが、お茶

大の方は台湾、中国、日本の３ヶ国の院生らがいらっしゃり、各国の日本語教育

の事情に関する活発な発表もできて「グローバル時代の日本語敎育」という今回

のタイトルにふさわしいセミナーになったと思います。  

 特に、特別講義であった李先生の「日本語教育を活かすリソースリテラシー」

を注意深く聞きました。今までリソースリテラシーという単語を何度も耳にした

ことはありますが、その意味がはっきり分かりませんでした。それで、今度その

概念をつかみました。李先生はリソースリテラシーを活かして「交流」の場を作

る日本語教育の実現が望ましいとおっしゃいました。それからリソース活用に関

する色々な方法もいくつか紹介してくださり、それはこれからの私の日本語教育

の方向に一つの提案になったと思われます。 

 また、興味をもっておもしろく耳を傾けたのは、３人のお茶大学院生らの「台

湾における日本語敎育」についての発表でした。それは台湾での日本語教育のよ

うなもので、全然知らなかった歷史を初めて接触する機会でした。その他に、韓

国のデク市の実践報告、中国の日本語敎育、中国の朝鮮族の日本語敎育の歴史な

どもよく聞かせていただきました。韓国での日本語教育にしか把握できませんで

したが、このセミナーを通して韓国以外の国の事情を少しでも分かったような気

がします。 

 本人は毎年開かれる共同セミナーに大満足しています。一つの方向にだけ走っ

て行こうとする狭い視野や考え方などをもっと広げてくれて、自分の日本語の教

え方も新しく見直す大切な時間だと思います。  

 

金 賢煕（同徳女子大学大学院） 

１）海外の大学院とのジョイント授業について 

今回、日本のお茶の水女子大学院生との共同セミナーは、いろいろな意味で考

えさせるものが多い授業でした。もちろん、以前何回か、日本の大学院生との共

同授業はありましたが、今回のセミナーのテーマが持つ働きかけは、とても印象
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に残るものでした。グローバル時代とはいえ、隣国である日本と日本人について

知る機会は、普通の学生たちにはあまりないと思います。そのため、日本語を教

える教師という立場から、私自身、果たしてどこまでよく知っていて、また、ち

ゃんと理解できているのか、普段気になっていました。 

今回は、日程は短かったのですが、私と同じく日本語教育をめざしている中国

の留学生、台湾の留学生、さらに日本の大学院生を混じえて、４つの国の大学院

生同士の討論ができました。とても印象的で、勉強にもなりました。 

それぞれ、国籍は違ってもアイデンティティーを考えながら、これから新しい

時代に向け、日本語教師として学生たちに何を教え、また教師としてどのような

試みをしていくべきなのか、話し合ったり知らなかったそれぞれの国の日本語教

育の実情を知ったりすることもできました。 

もしこのような海外の大学院生との共同授業を定期的に行うとしたら、授業の

計画、経費の問題など、もう少し具体的でフォローしてもらえる支援などがあれ

ば、もっと効率的に持続できるのではないかと思いました。 

２）授業の内容について 

共同授業は、主に韓国の同徳女子大学院生と日本の大学院生の研究発表を聞き、

その内容に関する討論を行いました。主なテーマはグローバル時代の日本語教育

について考えるものでしたが、日本や中国、台湾、韓国、この４つの国で行われ

ている日本語教育の実情を知ることもでき、また、交流を日本語教育にどう生か

すのか、また、日本語教師として今後、どのような役割と働きかけをしていくべ

きなのか、国籍は違っても自分の考えをありのまま、話し合う場面もありました。 

 

金 世恩（同徳女子大学大学院） 

大学院に入ってきて、今まで毎年１～2回日本の大学院との合同セミナーに参

加してきました。毎回、様々なテーマでセミナーが行われました。日本の大学院

の方々と交流することでいろんな意見を聞くことができて、みんなで同じことに

ついて考えてみるという点ではとても有益なセミナーであったと思います。しか

し、本当に彼らと交流をし、わかり合おうとしたのかということについては疑問

が残ります。意見の差を感じながらギャップを確認することで終っていたような

気がします。やはり日本人は日本中心に物事を考え、他の人はどう考えているの

79



か知りたいと言いながらも、こちらから見れば「本当にそう思っているのかな」

というふうな気がします。私の表現が具体的ではないので、多少わかりづらいと

は思いますが、毎回セミナーが終ると、「彼らは何をしに来たのだろう」という

のが率直な感想でした。期間が短くて、互いにとけ込んだ雰囲気を作り出すこと

自体が無理なことかもしれませんが、その前に、セミナーに臨む参加者自身が心

を開いて、相手と本当に交流する気持ちがあるのかということがまず問われなけ

ればならないと思います。そのためには、何が必要なのか、どうすればいいのか、

ということがこれからセミナーを主催する方々の課題ではないだろうかと思わ

れます。 

 

金 璇姫（同徳女子大学大学院） 

１）海外の大学院とのジョイント授業について 

うちの同徳女子大学院は毎年日本の大学院とも共同授業やセミナーを行って

いる。お茶の水女子大の場合は冬休みの時に交流を続けている。いつも同じメン

バーで勉強するよりは新しい環境でしかも外国の大学院生と交流することは新

鮮な経験である。同じ学問を研究している人同士に共通して自分の思っている点

や最新情報を交換するのはお互い得になるのではないかと思う。しかし、日本と

韓国の休み期間が合わなくていつも日本のほうは期間テストが終わってからす

ぐ韓国へ来るようである。で、共同授業のテーマについて十分理解していなかっ

たりする。韓国のほうも日本との連絡不在、テーマにかんする理解不足はいつも

問題になっている。共同授業はそれをやっただけでも意味はあると思うが、もっ

とよい結果を出すために交流の準備段階からお互い打ち合わせを十分する必要

があると思う。ある一方だけでの関心や連絡だけではなく、個人個人が共同授業

をする意味をまず理解しなければならないと思う。今までとは違って今回のお茶

大との時には日本人より中国人・台湾人など日本で研究している外国の人と話す

のができてよかったと思う。日本人は感じていない外国人学習者・先生の立場を

少しわかってもらえたと思う。これからは交流を重ねるたびに他の世界にもっと

積極的に接してみたい。 

２）授業の内容について 

今回の共同授業のテーマは世界各地（韓国、中国、台湾、朝鮮族）での日本語
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教育の現況であった。韓国の立場は説明しなくてもよいほど体で感じているが、

中国の日本語教育は韓国とは違うことが分かった。同じ東洋の国でも学習者の性

向、教育環境、国の外国語政策などによってあまりにも差がある。また中国で直

接中国人対象の日本語教育をしている人の意見を聞けたのもよかった。しかし、

自分の立場だけをおだてたり、ほかの地域の現況報告の内容に同意しなかったり

（根拠なしに）するのはこれから改善すべきだと思う。もちろん自分の経験が一

番大事だとは思うが、反論したり自分の主張をしたりするときには根拠資料が要

ると思う。少し残念だったのは日本での外国人向けの日本語教育の現況が聞けな

かったことである。アジア諸国の事情は分かっても、日本語教育の本場である日

本での日本語教育の現況を知りたかった。次の機会にはぜひ日本国内の事情も聞

きたい。 

 

申 恩浄（同徳女子大学大学院） 

１） 海外の大学院とのジョイント授業について 

日本語教育の目指している究極的な目的を考えることにおいて異なる観点か

らの意見交換の必要性を認識するためには海外大学院とのジョイント授業は非

常に意味のあることだと思う。 

しかしながら、海外大学院とのジョイント授業がこれからの日本語教育におい

てもっと有意義なきっかけになるためには合同セミナーの進行形式と内容につ

いて十分な事前協議が行わなければならないと思う。 

合同セミナーの成功の可否は参加者のセミナーの主題についてのはっきりし

た認識と準備過程によって決まるのでセミナーの準備段階から多様なネットワ

ークを通じて意見交換を行い、交通の主題が決まったらセミナーの内容を構成す

るために積極的な事前活動が必要だと思う。 

２）授業の内容について 

東アジアの各国で行われて来た日本語教育の特性を考察し、このように多様な

観点を持つしかなかった各国の歴史的な背景についての研究する必要性を感じ

ることができた。 

グローバル化と日本語教育という主題に関して具体的な方法を論議したと言

うより日本語教育を実施することにおいて教育の理念及びそれが目指している
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のが果たしてなにかという根本的な問いについて考えてみる時間だったと思う。 
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編集後記 

 

国際的な学術経験・視野・人脈を在学時より培うために行われた「国際的なジョイント教育」が終わり、

報告書が作成された。初年度の今年は、韓国・淑明女子大学校大学院、同徳女子大学校大学院との間で実施

されたが、本書は同徳女子大学との間で行われたジョイント授業の報告書である。 

本書が来年度以降のジョイント教育発展のために少しでも役に立てば幸いである。 

 

2006 年 3 月 31 日 森 山 新 
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